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総括研究報告書 

企業等で雇用されている間における就労継続支援等の適正な実施プロセスについての研究 
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研究代表者 若林 功（常磐大学） 

 

研究要旨 

 

企業等で雇用されている間における就労系障害福祉サービスの利用（以下、一時利用）に

ついてニーズがあることが、2021 年 12月「障害者総合支援法改正法施行後３年の見直しに

ついて（中間整理）」や 2021 年 6 月「障害者雇用・福祉施策の連携強化に関する検討会報

告書」（以下、検討会報告書）で指摘された。この一時利用については、自治体の判断等に

より実施されている事例が散見されるものの、その実態は十分には把握されていない。加え

て、一時利用を活用するうえでは、上述の通り、就労アセスメントとの関係や、就労継続支

援等から雇用につなげるための仕組みとの関係の検討が必要と考えられるが、これまで十

分にこれらの観点から一時利用は検討されてきていない。 

そこで、本研究では（１）予備的検討（一時利用に関する法的問題点についての検討を含

む）を行ったうえで、（２）市町村への量的調査、（３）障害福祉サービス事業所、企業への

聴き取り調査を行う。そして、（４）就労系障害福祉サービスから雇用への移行、就職後の

ステップアップ、復職、福祉的就労への移行等における課題点や支援ノウハウ・雇用管理ノ

ウハウの整理を行う。そして、（５）実施手引きとして取りまとめを行うことを目的とした。 

令和５年度では以下のような成果が得られた。①市町村への量的調査からは、一時的利

用をすでに実施していたり、具体的な例はないものの必要性があると判断される場合は支

給決定するという自治体が一定程度ある一方で、一律に一時利用を認めないとする自治体

も一定数あり、手引き等による一時利用の進め方について示すことの必要性が示された。

②障害者福祉サービス事業所、企業、市町村、就労支援機関への質的調査については、障

害者への支援ノウハウや企業、市町村との調整の実際、従業員の体調を管理する手法の例

等について把握することができた。そして、市町村への量的調査や、質的調査（聴き取り

調査）から得られたノウハウ等を基に、手引きとしてまとめた。 
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〇研究代表者：若林 功(常磐大学・人間科学部／准教授) 

 

〇研究分担者：①八重田 淳(筑波大学・人間系／教授)②前原 和明(秋田大学・教育文化

学部／教授)③山口 明乙香(高松大学・発達科学部／教授)④後藤 由紀子(筑波技術大

学・障害者高等教育研究支援センター／助教)⑤富田 文子(埼玉県立大学・保健医療福祉

学部／助教)⑥永野 仁美(上智大学・法学部／教授)⑦長谷川 珠子(福島大学・行政政策

学類／准教授)⑧野﨑 智仁(国際医療福祉大学・保健医療学部／講師) ⑧石﨑由希子（横

浜国立大学大学院・国際社会科学研究院／教授） ⑨塩津博康（長野大学・社会福祉学部

／准教授） 

 

Ａ.研究目的 

企業等で雇用されている間における就

労系障害福祉サービスの利用（以下、一時

利用）についてニーズがあることが、2021

年 12 月「障害者総合支援法改正法施行後

３年の見直しについて（中間整理）」や

2021 年 6 月「障害者雇用・福祉施策の連

携強化に関する検討会報告書」（以下、検

討会報告書）で指摘された。一方、検討会

報告書では、一時利用の意義を認めつつ、

本人の意向等を十分に踏まえつつ、十分な

アセスメントを実施するとともに、ハロー

ワーク等の行政機関を含め、第三者的な立

場の参画により一時利用の必要性等を精

査する必要性を指摘している。また、企業

等が安易に一時利用を選択することがな

いよう留意する必要性を指摘する議論が

あったことも示されている。 

この一時利用については、自治体の判断

等により実施されている事例が散見され

るものの、その実態は十分には把握されて

いない。加えて、一時利用を活用するうえ

では、上述の通り、就労アセスメントとの

関係や、就労継続支援等から雇用につなげ

るための仕組みとの関係の検討が必要と

考えられるが、これまで十分にこれらの観

点から一時利用は検討されてきていない。 

厚生労働科学研究費補助金「就労アセス

メントの実施促進に向けた多機関連携に

よる就労支援モデル整備のための調査研

究」では就労系障害福祉サービス関係者が

就労アセスメントの上で持つべき視点等

について明らかにしたが、一時利用につい

ては知見が得られていない。また、厚生労

働科学研究費補助金「就労継続支援 B 型

事業所における精神障害者等に対する支

援の実態と効果的な支援プログラム開発

に関する研究」では、就労継続支援 B 型

事業所の工賃向上等についての効果的な

プログラムの要素（出勤時間の柔軟性、体

調に応じた作業調整等）等の知見が見いだ

されたものの、一時利用については検討さ

れていない。 

以上を踏まえ、本研究では、一時利用の

実態を明らかにするために、（１）予備的

検討（一時利用に関する法的問題点につい

ての検討を含む）を行ったうえで、（２）

市町村への量的調査、（３）障害福祉サー

ビス事業所、企業への聴き取り調査を行う。

そして、（４）就労系障害福祉サービスか
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ら雇用への移行、就職後のステップアップ、

復職、福祉的就労への移行等における課題

点や支援ノウハウ・雇用管理ノウハウの整

理を行う。そして、（５）①就労系障害福

祉サービス事業所、②障害者を雇用する企

業等、③支給決定を行う市町村、④ハロー

ワーク等の就労支援機関の各々について

当該取組の適切かつ標準的な実施プロセ

スとはどのようなものか検討を行い、実施

手引きとして取りまとめを行うことを目

的とする。 

 

Ｂ.研究方法 

本研究の２年目である令和５年度では、

１年目で行った予備的検討、市町村への量

的調査、障害福祉サービス事業所、企業へ

の聴き取り調査を基に、 

（１）市町村への量的調査のデータ分析 

（２）障害福祉サービス事業所、企業、

市町村、就労支援機関への聴き取りを行っ

た。 

そのうえで、①就労系障害福祉サービス

事業所、②障害者を雇用する企業等、③支

給決定を行う市町村、④ハローワーク等の

就労支援機関の各々について当該取組の

適切かつ標準的な実施プロセスとはどの

ようなものか検討を行い、さらに⑤一時利

用に関する法的問題点についても取りま

とめ、実施手引きを作成した。 

 

（倫理面への配慮） 

なお、本調査の倫理審査については研

究分担者の所属する高松大学研究倫理審

査(高大研倫審 2022002)の承認を得て実

施した。 

 

Ｃ. 研究結果 

１. 全国の市町村に対する量的調査 

全国の自治体 1,741 箇所に、一時利用

に関しての支給決定の実態を把握するた

め、2023年 3 月 20 日～3 月 31 日までの

期間で郵送調査を行った。質問項目は令

和 2～令和 4年 12月分までの、就労移行

支援、就労継続支援 A、就労継続支援 B

の支給決定件数や、そのうちの一時利用

の支給決定件数、一時利用の支給決定が

ある場合の障害種類、年代、目的等の事

例概要、一時利用に関する支給決定基準

の有無等であった。 

調査を実施した結果、556 件の回答を

得た（回収率 32％）。また、この 3 年弱

の期間のうち支給決定件数全体は、就労

移行支援 28534件、就労継続支援 A型

34500 件、就労継続支援 B 型 127680 件

であったが、うち一時利用の支給決定件

数は移行 271 件、A型 10件、B 型 242

件と、移行および B 型が多いこと等が把

握された。 

また、一時的利用をすでに実施してい

たり、具体的な例はないものの必要性が

あると判断される場合は支給決定すると

いう自治体が一定程度あることが示唆さ

れた。一方で、障害者総合支援法での定

義・趣旨から一律に一時利用を認めない

とする自治体も一定数認められ、調査時

点ではその判断にばらつきがあることが

示され、手引き等による一時利用の進め

方について示すことの必要性が示され

た。 

 

２. 質的調査 

研究代表者及び分担研究者で、障害福
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祉サービス事業所、企業、市町村、就労

支援機関への聴き取りを行った。 

①就労系障害福祉サービス事業所につ

いては、休職中の人への復職支援及び雇

初めにおける労働時間の段階的支援につ

いて複数の事業所から聴き取りを行い、

障害者への支援ノウハウや企業、市町村

との調整の実際を把握することができ

た。 

②企業については、調査時点で一時利

用を行っている企業ではなかったもの

の、障害のある従業員の段階的労働時間

の延長や、復職支援に取り組んでいる複

数の企業からの聴き取りを行い、就労移

行支援事業所との調整方法や、従業員の

体調を管理する手法の例について把握す

ることができた。 

③支給決定を行う複数の市町村から聴

き取りを行い、障害者の社会参加などの

意義が認められる場合については、申請

手続きにおいて書類等に不備がある場合

は修正依頼などを経て、支給決定を認め

ていることが把握された。 

④就労支援機関からの聴き取りでは、

一時利用について直接担当した事例はな

いものの、障害者の労働時間の延長や復

職支援について就労系障害福祉サービス

事業所あるいは企業等に支援を行う場合

があり、その場合教示するというより提

案するなどして関わっていることが把握

された。 

 

３．手引きの作成 

以上のように得られた情報を基に、手

引きとして取りまとめを行った。 

手引きは、読者として、障害福祉サー

ビス事業所、企業、市町村、就労支援機

関を想定し、基本的に、労働時間延長支

援型（雇初め時に徐々に労働時間を延長

していくことを目指す支援）と、復職支

援型（休職時に障害福祉サービス事業所

を活用し復職を目指す支援）の 2類型に

ついて、その支援プロセスに沿って、各

段階における留意点を示したものとなっ

た。 

また、一時利用支援を行う上で、労働

法にも留意することが重要であることを

鑑み、法的な側面についての留意点を示

した章も設けた。 

 

Ｄ. 考察 

１．全国の市町村に対する量的調査につ

いて 

一時的利用をすでに実施していたり、

具体的な例はないものの必要性があると

判断される場合は支給決定するという自

治体が一定程度ある一方で、調査時点で

の障害者総合支援法での定義・趣旨から

一律に一時利用を認めないとする自治体

も一定数認められたことから、調査時点

ではその判断にばらつきがあることが示

された。自治体職員によっては、福祉関

連の資格を取得しているなど社会福祉分

野に理念も含めて精通している職員がい

る一方で、そうでない職員も少なくな

く、また書類上のみで支給の可否の判断

をする困難さから、障害者就労支援に関

する専門的知識が十分でなくても分かり

やすい手引きの必要性があることが示さ

れたといえよう。また、就労支援ネット

ワークの必要性は、従来から指摘されて

いるが、このような関係機関ネットワー
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クにより、各自治体職員の知識・スキル

向上だけでなく、当該地域に障害者就労

支援の機運を高めていくような面として

の活動も必要であることが考えられる。 

 

２．質的調査について 

質的調査として、聴き取り調査を、障

害福祉サービス事業所、企業、市町村、

就労支援機関に対して行ったが、ここで

は特に一時利用を進めるうえで中心的な

役割を果たす、障害福祉サービス事業

所、企業について考察を行うこととす

る。聴き取りに協力いただいた障害福祉

サービス事業所、企業とも、障害者就労

支援・障害者雇用に実績のあるところと

なっており、実践として優れている事例

を多く収集できたが、ポイントとなって

いるのは、①障害者への支援力があるこ

と、②障害福祉サービス事業所・企業間

の連携であると考えられた。 

障害者への支援力があることに関して

は、障害福祉サービス事業所・企業と

も、障害者をきちんとアセスメントを行

い必要に応じて認知行動療法などに基づ

く支援の展開を行っている場合もあった

ことから（単に福祉事業所や企業に出社

させ後は見守る、ではなく）働く障害者

の力量が向上するような具体的な支援を

行っていることが特徴であったことから

指摘できるものである。すなわち、雇初

めの労働時間延長支援型にせよ、復職支

援型にせよ、一時利用について効果的に

支援を進めるためには、そのような取り

組みが必要であり、少なくともそうした

ノウハウが十分でない支援者が関わるう

えでは、そうしたノウハウを獲得しよう

とする意識が、就労支援に携わる専門職

としての求められることが示唆されよ

う。 

同様に、障害福祉サービス事業所・企

業間の連携についても、一時利用の実践

では必須であるが、それぞれが所属して

いる分野の雰囲気・文化が大いに異なる

ことから、少なくともお互いについて尊

重し、違いがあることを前提に、お互い

について理解を深めようとする方向性が

重要であることが示唆されたと言えよ

う。 

 

３．手引きについて 

手引きは、読者として、障害福祉サー

ビス事業所、企業、市町村、就労支援機

関を想定し、基本的に、労働時間延長支

援型（雇初め時に徐々に労働時間を延長

していくことを目指す支援）と、復職支

援型（休職時に障害福祉サービス事業所

を活用し復職を目指す支援）の 2類型に

ついて、その支援プロセスに沿って、各

段階における留意点を示したものとなっ

ており、基本的には読者の自分の立場

（障害福祉サービス事業所、企業、市町

村、就労支援機関）、該当する事例からそ

のセクションを読むということを想定し

ているものである。ただし、全体的に読

むことにより、他の立場での観点や、就

労支援のプロセスについても理解が深め

るように意図している。そのため、手引

きの普及や、さらにはその理解を深める

ための活動（研修会など）も今後、求め

られるものであると考える。 

Ｅ. 結論 

令和５年度は、量的調査で得られたデー
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タの分析、質的調査の本格実施により、障

害福祉サービス事業所、企業、市町村、就

労支援機関における一時利用やそれに類

似する支援の実態・実際を把握することが

できた。そして得られたノウハウを基に実

施手引きとして取りまとめを行った。また

適宜、学会大会や、学会誌にて、研究成果

について報告を行った。 

今後、本研究で得られた情報・ノウハウ

についてさらに普及していくことが望ま

れる。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

該当なし 

 

Ｇ. 研究発表 

１．論文発表 

１）長谷川珠子・石﨑由希子・永野仁

美：福祉的就労の同時利用に係る法

的課題, 職業リハビリテーション , 

37 (2) , 46-54, 2024 

２）稲葉健太郎：名古屋市総合リハビリ

テーションセンターにおける復職支

援の実際, 職業リハビリテーショ

ン , 37 (2) , 32-35, 2024 

３）前原和明：一般就労中における就労

系障害福祉サービスの一時利用と就

労アセスメント,職業リハビリテーシ

ョン , 37 (2) , 55-58, 2024 

４）松門協：就労移行支援サービスを活

用したリワーク支援 ～利用から、

就労定着支援の流れまで～, 職業リ

ハビリテーション , 37 (2) , 28-31, 

2024 

５）野﨑智仁：障害福祉事業所から見た

一般就労中における就労系障害福祉

サービスの一時利用, 職業リハビリ

テーション , 37 (2) , 44-45, 2024 

６）塩津博康：チームベースのプライマ

リケアと本人中心の対話会議に関す

る一般的な精神障害を持つ患者の経

験：職場復帰を促進するための介

入、精神障害とリハビリテーショ

ン、27(2)、63-65、2023.11. 

７）富田文子：就労継続支援Ｂ型事業所

に在籍する障害者の一般就労時間の

漸進的延長に関する実践, 職業リハ

ビリテーション , 37 (2) , 36-40, 

2024 

８）八重田淳：一般就労中における就労

系障害福祉サービスの一時利用と職

業リハビリテーションの哲学, 職業

リハビリテーション , 37 (2) , 59-61, 

2024 

９）山口綾子：企業の就労時間延長の取

組みの実際と一時利用への期待, 職

業リハビリテーション , 37 (2) , 41-

43 , 2024 

１０） 若林功：企業等で雇用されている

間における就労系障害福祉サービス

の一時利用（特集の趣旨）, 職業リ

ハビリテーション , 37 (2) , 17-18, 

2024 

１１） 若林功・山口明乙香：一般就労中

における就労系障害福祉サービスの

利用の現況：市町村への調査を中心

に，職業リハビリテーション , 37 

(2) , 22-27, 2024 

 

 

２．学会発表 

１）Yukiko Goto , Jun Yaeda , Tomohito 
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Nozaki , Kazuaki Maebara , Asuka 

Yamaguchi ,Fumiko Tomita , 

Hiroyasu Shiotsu , Isao 

Wakabayashi：Case Reports on 

Return-to-Work Support at Japanese 

Employment ransition Support 

Agencies, Pac Rim Conference2024. 

２）長谷川珠子：障害者雇用促進法にお

ける差別禁止と合理的配慮提供義務

の課題、日本障害法学会第８回大

会、2023. 

３）長谷川珠子・ 永野仁美 ・皆川宏

之 ・菊池馨実：ワークショップ「生

活困窮者自立支援法における『就労

支援』－社会保障法的意義と労働法

上の課題」、日本労働法学会第 140

回大会、2023. 

４）塩津博康・郭二晶：就労継続支援 B

型事業所支援職員の研修ニーズの予

備的評価調査、日本職業リハビリテ

ーション学会第 50 回かながわ大

会、2023. 

５）若林功・山口明乙香・野﨑智仁・八

重田淳・富田文子・後藤由紀子・前

原和明・塩津 博康・石﨑 由希子・

長谷川珠子・永野仁美：一般就労中

における就労系障害福祉サービスの

利用についての市区町村の支給決定

の状況：件数及び事例の概況の把

握、日本職業リハビリテーション学

会第 50回かながわ大会、2023. 

 

 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

該当なし 

 

２．実用新案登録 

該当なし 

 

３．その他 

該当なし 
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Ⅱ. 分担研究報告 

  



10 

 

令和５年度 厚生労働科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

分担研究報告書 

一般就労中における就労系障害福祉サービスの利用の現況：市町村への調査を中心に

研究代表者 若 林  功 （ 常 磐 大 学 ）  

研究分担者 山口 明乙香（ 高 松 大 学 ） 

 

【研究要旨】 

本報告では一般就労中における就労系障害福祉サービスの利用についてさらに実態を把

握することを目的として、支給決定を行う市区町村に対し行った調査を行ったため、その

結果を報告した。また、この調査結果から、一時利用についての、就労系障害福祉サービ

ス事業所職員、企業担当者、自治体担当者のそれぞれの留意事項について論じることとし

た。調査の結果として、一時的利用をすでに実施していたり、具体的な例はないものの必

要性があると判断される場合は支給決定するという自治体が一定程度あることが示唆され

た。一方で、調査時点での障害者総合支援法での定義・趣旨から一律に一時利用を認めな

いとする自治体も一定数認められた。これらの結果からさらに、一時利用という新制度を

うまく活用するためには、支給の決定の段階でも、具体的な支援の開始や実行の段階で

も、これまで以上に、障害福祉サービス事業所、自治体担当者等が就労支援に関する知

識・技術を持つことや、企業を含めた関係諸機関の連携が求められることについて言及し

た。 

 

Ａ.研究目的 

企業等で雇用されている間における就

労系障害福祉サービスの一時的利用（以

下、一時利用）についてニーズがあるこ

とが、厚生労働省（2021b）や「障害者雇

用・福祉施策の連携強化に関する検討会

報告書」（厚生労働省, 2021a）（以下、

検討会報告書）で指摘された。一方、検

討会報告書では、一時利用の意義を認め

つつ、本人の意向等を十分に踏まえ十分

なアセスメントを実施するとともに、ハ

ローワーク等の行政機関を含め、第三者

的な立場の参画により一時利用の必要性

等を精査する必要性が指摘されている。

また、企業等が安易に一時利用を選択す

ることがないよう（一般就労に完全に移

行する力が十分にあるにも拘わらず福祉

サービスとの併用が当然なこととなって

しまい、雇用に移行できない等）留意す

る必要性を指摘する議論があったことも

示されている。 

この一時利用には制度化の予定がされ

ている。令和６年に改正される障害者総

合支援法（以下、改正法）では、企業等

での働き始めに勤務時間を段階的に増や

していく場合や、休職から復職を目指す

場合に、その障害者が一般就労中でも、

就労系障害福祉サービスを一時的に利用
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できることを法令上位置づけることとし

ている（厚生労働省社会・援護局障害保

健福祉部企画課，2023）。 

この一時利用については、令和４年度

までの時点でも、自治体の判断等により

実施されている事例が散見されるもの

の、その実態は十分には把握されていな

い。すなわち、一時利用は現行でも条件

を満たせば改正法施行以前でも実施が可

能でありi、市区町村によっては、一般就

労中における福祉的就労の利用について

支給決定を行っていることが推察される

が、その実態は明らかにされてきていな

い。 

また、株式会社 FVP（2022）は、就労

系障害福祉事業所を対象に一時利用（報

告書内では「併用」と表記）について調

査を行い、「職場環境の定着のために利

用」「一時的体調不良立て直しのために

利用」などのタイプがあること、それぞ

れの支援上の課題・留意点について報告

している。一方、調査において調査票へ

の誤回答が含まれる可能性があることも

指摘している。そのため、この報告では

正確な実態把握には至っていない可能性

も考えられる。 

そこで本報告は一般就労中における就

労系障害福祉サービスの利用についてさ

らに実態を把握することを目的として、支

給決定を行う市区町村に対し行った調査

を行ったため、その結果を報告する。また、

この調査結果から、一時利用についての、

就労系障害福祉サービス事業所職員、企業

担当者、自治体担当者のそれぞれの留意事

項について論じることとする。 

Ｂ.調査方法 

(１) 調査の方法 

①調査対象：全国の自治体（市区町村）

1,741か所 

②調査時期：2023 年３月 20 日～３月 31

日までの期間で郵送による質問紙調査を

行った。 

③質問項目： 

ア．令和２～４年 12 月分までの、就労移

行支援、就労継続支援 A、就労継続支援 B

の支給決定件数や、そのうちの一時利用の

支給決定件数 

イ．一時利用に関する支給決定基準の有無 

ウ．一時利用の必要性があると判断し認め

る場合の手続き 

エ．一時利用の施行にあたって何が必要と

考えるか 

オ．一時利用の支給決定がある場合の障害

種類、年代、目的、支給決定期間等の事

例概要（５事例まで記入を依頼） 

④倫理的配慮 

回答は任意であること、返信をもって同

意を得たものとすること、回答した自治体

名等は研究結果公表時には分からない形

で加工すること等を書面にて説明した。高

松大学研究倫理審査委員会に申請し審査

を受けて承認を得た（承認番号：高大研倫

審 2022002）。 

  

Ｃ. 結果 

調査を実施した結果、556件の回答を

得た（回収率 32％）。 

①就労系障害福祉サービス支給決定件数

及びそのうちの一時利用の支給決定件数 

この３年弱の期間のうち支給決定件数

全体は、就労移行支援 28,534件、就労継

続支援 A型 34,500件、就労継続支援 B型
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127,680件であったが、うち一時利用の

支給決定件数は移行 271件、A型 10件、

B型 242件となっていた。移行および B

型が多いことが示された。 

一時利用が１件でもあった自治体は

129自治体（22.3％）であり、内訳は１

件：47、２件：27、３件：15、４件：

８、５～９件：19、10～19件；10、20件

以上：３と、一時利用の支給決定件数が

１桁台の自治体が多かった（116自治

体、89.9％）。 

②一時利用に関する支給決定基準の有無 

「支給決定基準を定めている」は

3.7％、「利用を認め得る担当者間で共有

された一定の方針はある」6.6％、「個別

の事情を判断し必要性があると判断され

る場合は支給定」52.1％、「一律に認め

ていない」19.2％、「その他」15.7％で

あった。 

③一時利用の必要性があると判断し認め

る場合の手続き 

この設問は上記②のうちの「個別の事

情を判断し必要性があると判断される場

合は支給決定」の場合のさらに詳細な回

答である。「審査会を開催」5.8％、「審

査会は開催せず、障害福祉課（あるいは

担当部署）として決定」87.6％、「その

他」6.5％となっていた。 

④一時利用の施行にあたって何を必要と

考えるか 

障害者総合支援法が改正され一時利用

が正式に施行された場合に関する質問で

ある。複数回答可の設問であり、「自治

体としての必要性の判断基準の明確化」

81.3％、「対象者の明確化」69.9％、

「事務的な手続きの明確化」60.7％、

「不適切な利用を防ぐ仕組みの構築」

50.7％、「福祉事業所側の、時間延長や

復職の支援ノウハウの習得」30.8％、

「その他」4.1％となっていた。 

⑤現況で一般就労中の支給決定がある場

合の障害種類、年代、目的等の事例概要 

ア．単純集計 

事例については 313件が報告された。

障害種類は重複障害も含め、身体障害 25

件、知的障害 86件、精神障害 217件であ

った。また身体+知的、知的＋精神などの

重複障害は 16件であった。年代は 10代

1.9％、20代 26.8％、30代 25.5％、40

代 24.2％、50代 18.4％、60代以上

3.2％であった。 

一時利用の目的（複数回答可能）は、 

・「企業等での働き始めに段階的に勤務

時間を増やしていく」  33件（10.5％） 

・「休職中で復職に向けた支援を行なう

ため」        145件（46.3％） 

・「短期間の季節労働のみの就労のため

就労系障害福祉サービスに引き続き在

籍」          ７件（2.2％） 

・「一般就労が短時間の隔日勤務などの

ため、生活スケジュールを崩さないよう

にするため就労系障害福祉サービスも利

用」          89件（28.4％） 

・「その他中高齢の障害者が企業等を退

職して就労系障害福祉サービスへ移行

等」31件（9.9％）であり、目的が複数

の事例の件数は１件であった。 

また、利用したサービス類型は、「就

労移行支援」163件（52.1％）、「就労

継続支援 A型」８件（2.6％）、「就労継

続支援 B型」133件（42.5％）であっ

た。複数種類のサービスを利用したケー
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スは１件であった。 

一時利用の支給決定期間の平均は 16.1

ヶ月（SD：20.7）であり１年までの利用

は累積 74.8％、２年までの利用は累積

89.1％であった。 

イ．障害種類ごとの比較 

障害種類や利用目的が重複・複数でな

かった事例のみで、利用目的と障害種類

のクロス集計を行ったところ表１の通り

となった。すなわち、精神障害者につい

ては②休職中の復職支援の利用が多く、

知的障害者については④生活スケジュー

ルの崩れ防止のための利用が多かった。 

また、一時利用で使用したサービスと

障害種類のクロス集計の結果は表２の通

りとなった。すなわち、精神障害者は就

労移行支援での利用が多く、知的障害者

は就労継続支援Ｂ型での利用が多かっ

た。 

また、障害種類ごとでの支給決定期間

の違いの有無について、分布に偏りが見

られたため、平均値でなく中央値で比較

すると、身体障害 12.0ヶ月、知的障害

12.1ヶ月、精神障害 11.7ヶ月となり、

大きな違いは認められなかった。 

 

D. 考察 

一時利用について、先行研究に引き続

き、さらに実態を把握するため市区町村

に対して調査を行った。結果として、一

時的利用をすでに実施していたり、具体

的な例はないものの必要性があると判断

される場合は支給決定するという自治体

が一定程度あることが示唆された。一方

で、調査時点での障害者総合支援法での

定義・趣旨から一律に一時利用を認めな

表1　利用目的と障害種類のクロス集計

表2　一時利用で使用したサービスと障害種類のクロス集計の結果
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いとする自治体も一定数認められた。 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉

部障害福祉課の 2007年 Q&Aや 2017年

Q&Aでは、「一般就労に移行した利用者

が、当該就労を行わない日に日中活動 サ

ービスを利用することはできるか」「一

般就労している障害者が休職した場合、

休職期間中において就労系障害福祉サー

ビスを利用することができるか」が扱わ

れており、いずれも条件を満たせば可能

であると示されている。しかしながら、

こうした情報について市区町村担当者に

よっては十分に認識していない可能性が

あり、ばらつきが生じていることにつな

がっている可能性があるだろう。ただ

し、こうしたばらつきは、先述した通

り、改正法で、一時利用が法令上に位置

づけられ 2024（令和６）年に施行される

ことにより解消することが期待される。 

一時利用の施行にあたって何を必要と

考えるかについては、「自治体としての

必要性の判断基準の明確化」「対象者の

明確化」「事務的な手続きの明確化」が

多く挙げられた。調査時点では一時利用

が多く申請され実施されているわけでは

ないものの、一時利用が明確に障害者総

合支援法で位置づけられることにより、

さらに多く申請されることが考えられ

る。今回の調査結果からは、そのような

際にその一時利用の申請内容が妥当なの

か、自治体として判断する基準が必要と

の声が多く挙がっているものと考えられ

る。 

また、収集された事例の集計からは、

精神障害者では休職中の復職支援事例・

就労移行支援を使用する事例が多いこ

と、知的障害者では生活リズム維持のた

めの利用・就労継続支援 B型利用が多い

ことが示された。前者については改正法

で導入される内容に沿うものであるが、

後者については改正法ではあまり想定さ

れていないものである。ここから、この

改正法でどのようなニーズがカバーされ

るのか、改正法でカバーされないニーズ

についてはどのような制度で対応するの

か考慮する必要があること（厚生労働省

社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課

（2007）で示された要件に合致するので

あれば、一時利用ではなくこちらの制度

で対応できる可能性があること）が指摘

されよう。 

 

以上の市町村を対象とした一時利用に

関する調査について、さらに考察を進め

てみたい。 

一時利用が改正法により正式に制度化

された場合、復職支援でも新規就職支援

でも一定数の利用が考えられるのが、精

神障害のある人であることが今回の調査

から考えられる。また知的障害のある人

の新規就職支援に活用されることもある

だろう。そうすると、まずは改正法によ

り一時利用という制度が公に始まり支援

業務に影響がある可能性があることを、

これらの障害種類の人たちと関わりが多

い、就労系障害福祉サービス事業所、企

業、市町村担当者に情報を伝えていく必

要があるだろう。 

また、一時利用の施行にあたって何を

必要と考えるかについては、今回の自治

体への調査からは「自治体としての必要

性の判断基準の明確化」「対象者の明確
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化」「事務的な手続きの明確化」が多く

挙げられた。すなわち、必ずしも判断基

準等が明確でない現況があり、そこを自

治体担当者としては明確化してほしいと

いう声があることが示されている。 

これに対しては、一定程度の共通の基

準や手続きも必要であろうが、前提とし

ての一時利用を活用する障害福祉サービ

ス事業所が見通し（一時利用を活用し、

プログラムを組んで支援を展開していく

ことで一般就労に繋げ少しずつ勤務時間

を伸ばしていくという道筋）を持てるこ

と、またそれに基づいた妥当な個別支援

計画が策定できることが必要となるだろ

う。つまり、支援者である就労系障害福

祉サービス事業所に、これまで以上にし 

っかりとした個々の特徴や環境を考慮し

た支援技術が求められることが考えられ

る。また障害福祉サービス事業所から提

出された申請理由等の書類を判断する自

治体担当者側にも、その内容を解釈し妥

当性を判断する力も求められよう。 

一方で就労系障害福祉サービス事業所

について、必ずしも一般就労への移行件

数が多く支援に慣れている所ばかりとは

限らない。また自治体担当者も同様に、

一時利用を活用した一般就労への移行支

援の計画の妥当性を十分に判断できる力

が、制度が始まった当初から備わってい

るとは限らない。そのため、ハローワー

クや障害者職業センター、就業・生活支

援センターなどの、一般就労への移行支

援経験、企業と障害者の橋渡しに実績の

ある機関にコンサルタントとして関わっ

てもらうことが必要な場合もあることが

想定される。つまり、一時利用を進める

上で、これまで以上に障害福祉サービス

事業所、自治体、就労支援専門機関の連

携が重要となってくると考えられる。 

また、この一時利用には、当然ながら

企業も重要な位置づけとなるが、企業担

当者はこれまで就労支援専門機関との関

わりはあったとしても、障害福祉サービ

ス事業所とはこれまであまり関わってこ

なかった場合もあると考えられる。一

方、障害福祉サービス事業所でこれまで

雇用に送り出した実績があまりない場合

であれば、企業における要求水準（合理

的配慮の提供程度等）について理解する

ことや、どのように企業と交渉・調整し

ていったらよいのか等、支援の実行力が

十分でない可能性がある。つまり、この

ようなお互いこれまで関わってきた経験

のない者同士でのやり取りが行われる場

合があり、結果として、両者間でのスム

ーズなコミュニケーションが難しいとい

う可能性もあるだろう。こうした関係者

同士のやり取りをサポートするため、就

労支援専門機関がやはりコンサルタント

として関わることが重要なこともある場

面も想定される。また、このような連携

があることで、先述した障害福祉サービ

ス事業所の見通しや支援計画がより明確

となることが期待される。 

以上をまとめると、一時利用という新

制度をうまく活用するためには、支給の

決定の段階でも、具体的な支援の開始や

実行の段階でも、これまで以上に、障害

福祉サービス事業所、自治体担当者等が

就労支援に関する知識・技術を持つこと

や、企業を含めた関係諸機関の連携が求

められると言えよう。 
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法改正により一時利用が設定されるこ

とで障害者の一般就労への踏み出しをサ

ポートする制度が拡充することになる。

その効果を引き出すためには、障害のあ

る人を中心として進められるケアマネジ

メントに、知識・技術を有する関係者が

参画していくことがより一層求められる

ことになると言えるだろう。 

 

E. 健康危険情報 

該当なし 

 

F. 研究発表 

１．論文発表 

１） 若林功・山口明乙香：一般就労中に

おける就労系障害福祉サービスの利

用の現況：市町村への調査を中心

に，職業リハビリテーション , 37 

(2) , 22-27, 2024 

 

２．学会発表 

1) 若林功・山口明乙香・野﨑智仁・八

重田淳・富田文子・後藤由紀子・前

原和明・塩津博康・石﨑由希子・長

谷川珠子・永野仁美（2023）一般就

労中における就労系障害福祉サービ

スの利用についての市区町村の支給

決定の状況：件数及び事例の概況の

把握, 日本職業リハビリテーション

学会第 50回かながわ大会抄録

集,121-122. 

 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

該当なし 

２．実用新案登録 

該当なし 

３．その他 

  該当なし 

 

H.文献 

株式会社 FVP（2022）就労系福祉サー

ビスにおける支援の質の向上に関

する調査研究調査報告書. 

<https://www.mhlw.go.jp/content

/12200000/000963477.pdf>, 

<2023.6.26アクセス> 

厚生労働省（2021a）障害者雇用・福祉

施策の連携強化に関する検討会報

告書. 

<https://www.mhlw.go.jp/content

/12203000/000789575.pdf>, 

<2023.6.26アクセス> 

厚生労働省（2021b）障害者総合支援法

改正法施行後３年の見直しについ

て中間整理. 

<https://www.mhlw.go.jp/content

/12601000/000867738.pdf>, 

<2023.6.26アクセス> 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉

部障害福祉課（2007）障害福祉サ

ービスに係る Q＆A（指定基準・報

酬関係）（VOL.２）. 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉

部 障害福祉課（2017）平成 29年

度障害福祉サービス等報酬改定等

に関する Q＆A（平成 29年３月 30

日）. 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉

部企画課（2023）第 134回社会保

障審議会障害者部会(R5.1.23) 資
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料

3.<https://www.mhlw.go.jp/conte

nt/12601000/001041541.pdf>,<202

4.1.24アクセス> 

若林功・山口明乙香・野﨑智仁・八重

田淳・富田文子・後藤由紀子・前

原和明・塩津博康・石﨑由希子・

長谷川珠子・永野仁美（2023）一

 

i   2023 年度時点で設定されている一

時利用の要件とは、主に２つの文書で示

されている。１つは厚生労働省社会・援

護局障害保健福祉部障害福祉課（2007）

であり、その問 8「一般就労に移行した

利用者が、当該就労を行わない日に日中

活動サービスを利用することはできる

か」について、 

１．基本的に、障害福祉サービス事業所

等の利用者が一般就労へと移行した場

合、その後は日中活動サービスを利用し

ないことが想定されている。 

２．しかし、現実としては非常勤のよう

な形態によって一般就労する利用者もお

り、このような利用者については、一般

就労を行わない日又は時間に日中活動サ

ービスを利用する必要性がある場合も考

えられることから、以下の条件を満たし

た場合には、日中活動サービスの支給決

定を行って差し支えないこととする。 

①一般就労先の企業の中で、他の事業所

等に通うことが認められている場合 

②当該利用者が日中活動サービスを受け

る必要があると市町村が認めた場合 

３．この件については、特に日中活動サ

ービスを受ける必要のない者もいると考

えられることから、各市町村は利用者の

般就労中における就労系障害福祉

サービスの利用についての市区町

村の支給決定の状況：件数及び事

例の概況の把握, 日本職業リハビ

リテーション学会第 50回かながわ

大会抄録集,121-122. 

 

状態によって、その必要性について精査

した上で、決定しなければならない。と

なっている。 

もう１つは厚生労働省社会・援護局障害

保健福祉部 障害福祉課(2017)である。問

12「一般就労している障害者が休職した

場合、休職期間中において就労系障害福

祉サービスを利用することができる

か。」について、 

一般就労している障害者が休職した場合

の就労系障害福祉サービスの利用につい

ては、以下の条件をいずれも満たす場合

には、就労系障害福祉サービスの支給決

定を行って差し支えない。 

①当該休職者を雇用する企業、地域にお

ける就労支援機関や医療機関等による復

職支援（例：リワーク支援）の実施が見

込めない場合、又は困難である場合 

②休職中の障害者本人が復職を希望し、

企業及び主治医が、復職に関する支援を

受けることにより復職することが適当と

判断している場合 

③休職中の障害者にとって、就労系障害

福祉サービスを実施することにより、よ

り効果的かつ確実に復職につなげること

が可能であると市区町村が判断した場合

とされている。 
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令和５年度厚生労働省科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

(分担)研究報告書 

企業等で雇用されている間における就労継続支援等の適正な実施プロセスについての研究（22GC1018） 

学校から雇用への接続における雇用と就労継続支援等の

一時併用によって期待される効果に関する研究 

 

 

【研究要旨】 

研究分担者 山口明乙香 高松大学・発達科学部 

 

 
 

A. 研究目的 

本研究は，企業等で雇用されている間

に おける就労継続支援等の適正な実施

(以下，一時併用とする)が可能になるこ

とによって，就労継続支援 A 型事業所か

ら企業への移行を 目指す支援と特別支援

学校高等部から企業への移行を目指す生徒

への支援において期待される予測的効果に

ついて明らかにすることを目的としている。 

令和４年度の特別支援学校高等部の

生徒 21,191 名の卒業後の進路のうち就

職率は，全体では 6,342 名であり，卒業

⽣の 29.9％であった（⽂部科学省,2024）。

卒業⽣のうち、福祉サービス利⽤の進路

を選択する⽣徒は，2021 年３⽉卒業⽣で 

13,139 ⼈となっている。福祉サービス

選択した⽣徒の 

53.4％にあたる 7,016 名は，就労系障害

福祉サービスと呼ばれる就労サービスを

選択 

している。卒業⽣全体に換算して、就労

サービスを選択した⽣徒は，32.1％を占

めてている（厚⽣労働省，2022）。 

特別⽀援学校の⽣徒にとって、⼀次併

⽤がその職業⾃⽴を⽬指す過程のサービ

スの選択肢の⼀つとして可能になること

は、質の⾼い学校から雇⽤への接続の実

現に貢献すると考えられる。そこで、本

報告では，一時併用に関する特別支援学

校高等部の進路指導担当者の認識やその

効果として期待される予測的成果等をヒ

アリング調査とオンライン調査を実施し

た結果を報告する。 

 

B. 研究方法 

１．ヒアリング調査 

特別支援学校高等部進路指導担当教員へ

のヒアリング調査は、X 県の高等特別支

援学校進路指導担当教員１名を対象に、

オンライン会議システムを用いて半構造

化面接を 

本研究では，企業等で雇用されている間における就労継続支援等の適正な実施(以下，一時 

併用とする)が可能になることによって，特別支援学校高等部から企業への移行を目指す生徒へ

の支援において期待される効果について，ヒアリング調査から整理したものである。 本研究の

結果、学校から雇用への接続における雇用と就労継続支援等の一時併用によって期待され

る効果としては、生徒の段階的かつ安定的な職業自立を実現するための支援システムとし

ての一定の効果が期待されていた。一方で進路指導担当教員への情報の共有や制度の周知

はこれから取り組む課題であり、地域の就労系事業所及び計画相談支援事業所等を含む地

域のネットワークの中での勉強会やモデルケースの共有などへの取り組みが重要になるこ

とが明らかになった。 
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行った。対象教員は、特別支援学校高等部

の進路指導担当歴  年(教職員歴 年)であ

り、職場適応援助者養成研修修了者であり、

Ｘ県の自立支援協議会の就労支援部会にも

参加するなどＸ県の特別支援学校高等部の

進路指導の中核を担う教員の 1 名である。 

調査時期：2024 年 1 月X 日 

調査内容は、以下の研究設問を設定し、

実施時には一時併用について筆者から概要

を説明した上で、以下の項目についてヒア

リングした。 

①卒業後に一時併用を見越した支援がもつ

可能性とは何か。 

②一時併用を見越した支援における想定さ

れる接続の工夫とは何か。 

③一時併用を想定した進路が有効な生徒像

とは何か。 

④一時併用を見越した支援におけるポイン

トとなる視点とは何か。 

ヒアリング時間は９０分であった。分析 

の方法は、インタビューを録画し逐語録を作

成し、インタビューアーの発言を整理し、設

問に対する内容を整理した。 

２．オンライン調査 

本調査は、全国の知的障害特別支援学校 

1075 校の高等部の進路指導担当教員を対

象に、雇用と就労継続支援等の一時併用に

関する認識に関するオンライン調査を実施

した。調査期間は、2024 年 3 月 15 日から 

4 月 24 日であった。 

具体的な設問項目は、「令和  6  年度の総

合支援法の改正により「就労サービスの利

用と企業の雇用の一時併用(以下、一時併

用）」がガイドラインが示され、就労系サ

ービス事業所を利用しながら、企業の雇用 

契約の元働くことが一定期間併用できるこ

とになりました、この「一時併用」に関す

る回答者の現状について該当するものを選

択してください。」としては、そのうち 

「「一時併用」という用語について、初めて

聞いた」、「「一時併用」という用語は聞いた

ことがあるが、まだ十分に理解していない」

「「一時併用」について自ら調べ、特別支援

学校における課題となりそうなことについ

て理解している」「「一時併用」について地

域の就労支援に関わる関係者と意見交換や

勉強会をするなどを積極的に情報収集して

いる」の４つの選択肢から回答者の認識と

取り組みに関するものとして近いものを選

択してもらった。分析方法は、単純集計を

行った。 

３．倫理配慮について 

なお本調査の倫理審査については，高松

大学研究倫理審査(高大研倫審 2022002)及

び高松大学研究倫理審査 ( 高大研倫審  

2023001)の承認を経て実施した。 

 
C. 研究結果 

１．一時併用が特別支援学校の接続支援の効

果に関する考察 

（１）卒業後に一時併用を見越した支援がも

つ可能性とは何か。 

「中小企業の実習を経て就職をする話の

でていた中等度から重度の知的障害のある

ダウン症生徒であったが、まだ力不足な部

分もあり、１日の勤務時間が３時間程度か

らの勤務からかなという話に至ったが、力

不足の部分の訓練や１日の勤務時間以外の

過ごし方で空白ができることの懸念がでた

事例があった。最終的には１日４時間の勤

務時間にすることで、就職にいたったが、 
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その後のフォローアップに通常よりもかな

り支援の量も期間も労力を要した事例もあ

り、一時併用の仕組み当時活用できていた

ら、もっとスムーズな就労定着を実現でき

たと思う事例がある」 

「一般就労で働く際に週に３日から始める

事例などについて、残りの週２日をどのよ

うに過ごすのかが課題になる事例もある」 

「生徒の学校在籍時は、週５日通っている

わけで、３日からの勤務で、残りの２日で

生活リズムを崩して、勤務が難しくなる事

例もあるので、就労系事業所で必要なトレ

ーニングをしながら、一般企業でも働き日 

 

数や勤務時間を延ばしていくということが

あれば、非常に有効であると思う事例があ

る。」という回答であった。 

（２）一時併用を見越した支援における想定

される接続の工夫とは何か。 

「こうした一時併用を提案していくうえで、

就労系事業所にも理解してもらわないとい    

けませんが、計画相談支援事業所が、こうし

た働くイメージがなかったりするので、勉強

会などをしていく必要があると思います」

「企業で働くことと、就労系事業所で訓練す

ることをグラデーションで支援を組 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

Fig.1 特別支援学校からの企業への接続における一次併用の位置づけ 

 

み立てていくために、支援者と企業と関わ

り手の皆がイメージを共有することが必要

だと思います。」「若干企業自体が、よくわ

かっていないような事例もあるので、企業

の考え方もステップアップについて共有し

ておかないと思います。」といった回答があ

った。 

（３）一時併用を想定した進路が有効な生徒

像とは何か。 

「特別支援学校の生徒で考えれば、一般企

業への就職を目指していて、卒業ギリギリ

まで頑張っていて、最終的な段階で、まだ

ちょっと課題があるかなとか、まず３日か

らとか、週に１回から２回の勤務で始めて

みましょうといった話になった場合の生徒

には使いやすいかなと思います。」「一般高

校などの障害のある生徒については、企業

で２日から３日働いて、プラスして移行支 
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援などで、毎日安定して働くための体力と

は、仕事のスキルのところを高めるために

訓練が必要といった生徒に有効だと思いま

す。」「またこうした仕組みは本人が意欲的

にやれるために、併用できることはいいな

という印象があると思います。」といった回

答があった。 

（４）一時併用を見越した支援におけるポ

イントとなる視点とは何か。 

「特別支援学校と地域の就労系事業所と計

画相談事業所で、勉強会やモデルケースと

なる事例などがでてくると、地域で一次併

用の使い方やイメージの共有がしやくなる

と思います。」といった回答があった。 

２．特別支援学校教員の一時併用の認識に

関する実態 

調査対象者のうち、120名の回答があっ 

た(回収率：11.2％)。これらの回答のうち、 

「「⼀時併⼀」という⼀語について、初めて

聞いた」という回答は40名（33.3％）であ

り、「「⼀時併⼀」という⼀語は聞いたこ 

とがあるが、まだ⼀分に理解していない 」

は、50名（41.67%）であった。 

「 「⼀時併⼀」について⼀ら調べ、特別 

⼀援学校における課題となりそうなことに 

 

 

Fig.２ 一時併用の認識と取り組み 

 

Table１ 一時併用の認識と取り組み 
 

「一時併用」という用語について、初めて聞いた 
33.33% 

40 

「一時併用」という用語は聞いたことがあるが、まだ十分に理解していない 
41.67% 

50 

「一時併用」について自ら調べ、特別支援学校における課題となりそうなことについて理

解している 

15.00% 

18 

「一時併用」について地域の就労支援に関わる関係者と意見交換や勉強会をするなどを

積極的に情報収集している 
10.00% 

12 

その他 (具体的に) 
0.00% 

0 

合計 120 
 

 

ついて理解している 」とした回答は18名 

（15.0%）であり、「 「⼀時併⼀」につい 

て地域の就労⼀援に関わる関係者と意⼀交

換や勉強会をするなどを積極的に情報収集

している」とした回答は、12名（10.0%） 
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であった。 

D. 考察 

本調査の結果から、学校から雇用への

接続における雇用と就労継続支援等の一時

併用によって期待される効果としては、士

一般企業への就職を目指す生徒において、

その最終的な判断の段階で、力不足の部分

や勤務日数を週 2,3 日から始めることにな

った事例に対して、その力不足の部分への

訓練機会の提供や生活リズムの安定のため

にも就労系事業所を併用することは、安定

した就職を実現するためにも有効であるこ

とが期待されていた。 

段階的な就労移行を支援できることで、

定着率向上などに寄与することが期待さ 

れていた。 

就労系サービス事業所と協力し、段階

的な時間延長や職場適応を図ることを実

現し、安定した就労に結びつけられるよ

うに一時併用サービスを活用するために

は、就労系サービス事業所と計画相談支

援事業所との連携や制度を活用した支援

イメージの共有が欠かせないことも指摘

された。計画相談支援事業所にも一時併

用を活用する意義を理解し、勉強会を設

けるなど地域でのモデル事例を共有する

ことで、より有効的な活用が期待される

ことが明らかになった。一方で、2024年 

3月下旬の調査時点では、全国の特別支

援学校の進路指導担当教員ののうち、制

度の活用や仕組みについて地域と意見交

換等を含め取り組んでいたのは、10％程

度の教員であり、初めて聞いた又は十分

に理解できていないといいう回答のあっ

た教員は、全体の約75％にあたる90名で

あった。これらのことから、全国的な特 

別支援学校の進路指導担当教員の一次併

用に対する情報の普及については、これ

からの課題となることが考えられた。 

 
E. 結論 

本研究の結果、学校から雇用への接続に

おける雇用と就労継続支援等の一時併用に

よって期待される効果としては、生徒の段

階的かつ安定的な職業自立を実現するため

の支援システムとしての一定の効果が期待

されていた。一方で進路指導担当教員への

情報の共有や制度の周知はこれから取り組

む課題であり、地域の就労系事業所及び計

画相談支援事業所等を含む地域のネットワ

ークの中での勉強会やモデルケースの共有

などへの取り組みが重要になることが明ら

かになった。 

 
F. 健康危険情報 

該当なし 

G. 研究発表 

１．論文発表 

「一般就労中における就労系障害福祉サー

ビスの一時利用と現況」, 職業リハビリテ

ーション,37(2), 

「学校から雇用への接続における雇用と就

労継続支援等の一時併用によって期待され

る効果に関する研究」,高松大学研究紀要 

2024．10 月発刊予定 

２．学会発表 

若林功・⼀⼀明⼀⼀・野﨑智仁・⼀重⼀  

淳・富⼀⼀⼀・後藤由紀⼀・前原和明・

塩 津 博康・⼀﨑 由希⼀・⼀⼀川珠⼀・

永野仁美：⼀般就労中における就労系障

害福祉サービスの利⼀についての市区町 
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村の⼀給決定の状況：件数及び事例の概

況の把握、⼀本職業リハビリテーション

学会第 50 回かながわ⼀会、2023. 

Yukiko Goto , Jun Yaeda , Tomohito 

Nozaki , Kazuaki Maebara , Asuka 

Yamaguchi ,Fumiko Tomita , Hiroyasu 

Shiotsu , Isao Wakabayashi：Case Reports 

on Return-to-Work Support at Japanese 

Employment Transition Support Agencies, 

Pac Rim Conference2024. 

 
H. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 該当なし 

２．実用新案登録 該当なし 

３．その他 該当なし 

引用参考文献 

厚生労働省(2022)社会保障審議会障害者部会第１ 

３  ２  回  （ R4.6.13 ）（  参  考  資  料  ）  ＜ 

https://www.mhlw. go.jp/content/12601000/000949807.pdf＞ 

文部科学省（2024）特別支援教育資料第 1 部デー

タ編；特別支援学校高等部（本科）卒業者の状

況 , ＜ 

https://www.mext.go.jp/content/20240117- 

mxt_tokubetu01-000033566_2.pdf＞ 

 

なお本報告書は、学校から雇用への接続

における雇用と就労継続支援等の一時併用

によって期待される効果に関する研究」,

高松大学研究紀要  2024．10  月発刊予定の

一部である。 

http://www.mext.go.jp/content/20240117-
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令和５年度 厚生労働科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

 

分担研究報告書 

企業等で雇用されている間における就労継続支援等の適正な実施プロセスについての研究 

就労移行支援サービスを活用したリワーク支援 ～利用から、就労定着支援の流れまで～ 

研究代表者 若 林 功 （ 常 磐 大 学 ） 

研究協力者 松 門 協 （一般社団法人 daimon）  

 

【研究要旨】 

「一般就労中における就労系福祉サービスの一時利用」について、実態を明らかにするため、沖縄県

で民間初となる うつ病に特化したリワーク支援事業所を開所した株式会社 BowL において、休職中の

当事者の復職支援として就労移行支援を活用している当事業所の取り組み、福祉サービスの活用の実態

や、利用に向けての課題について取りまとめを行った。 

 

Ａ.研究目的 

沖縄県で民間初となるうつ病に特化したリワ

ーク支援事業所を開所した株式会社 BowL（以

下、BowL）のリワーク事業については、障害福

祉サービスを活用して運営しており、元々は生

活訓練と就労移行の多機能型で運営をしていた

が、2022年より就労移行、就労定着支援事業に

特化し、これまでに延べ 426名が利用し 253名

が復職・再就職している（ここ１、２年は復職

85％うち６割公務員）。公務員の利用割合が多

いのは、沖縄県内の教職員の病休率が全国と比

べると高いこと（琉球新報，2022）や、公務員

の方は共済組合に加入していることもあり職リ

ハリワークを利用できないことが主な要因と分

析している。 

また、医療リワークの場合、開始時期が決ま

っており利用までの待機期間が生じたり、リワ

ーク終了後にサポートが切れてしまったりする

こともあり、通年で利用したいときに利用する

ことができ、かつ復帰後サポートも継続して得

られる BowLがリワークを受けたい公務員の受け

皿となっていることが考えられる。 

本稿では、BowL の行う休職中の復職支援につ

いて、利用から就労定着支援までの流れを考察

する事を目的とした。 

 

Ｂ.調査方法 

BowL で実際に働く支援員にインタビューを行

い、得られた内容をもとに 以前当事業所に勤め

ていた経験のある研究協力者の経験も含めてま

とめた。 

 

Ｃ. 結果 

１．BowLのリワーク利用について 

リワーク利用申し込みは基本的に本人からが

多く、BowL利用に至るまでのきっかけは、職場

の上司が４割、知人の紹介３割、家族・ホーム

ページから２～３割である。利用を希望する際

は、必ず職場・家族・主治医へ連携の了承を得

た上で、利用を進めている。連携の際、職場に

対しては復職を行う際のプランについて共有

し、本人を受け入れる体制作りを行うための情

報共有を定期的に行う。家族へは、本人の支援

を行う上での緊急連絡先として担っていただ
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き、必要に応じて協力を依頼している。主治医

へは、本人が現在リワークを受けることができ

る状態かどうかを伺い、「リワーク可能であ

る」という意見書を必ず受け取っている。ま

た、リワーク利用中は支援スタッフが定期的に

受診同行しリワークの状況を報告している。利

用希望者が BowLに見学を行い、利用を希望した

際は、上記３者との連携を１ヶ月以内に行い、

それぞれがリワーク受講を理解し復職に向けて

準備をしていくという共通認識のもとリワーク

支援をスタートしていく。 

リワークの利用は原則３ヶ月以上としてい

る。理由として、最低でも３ヶ月間のリワーク

を通すことで、本人の復職に向けた体力や気力

を評価することができるためである。「働き続

ける」という視点で本人の評価を行うために

は、「３ヶ月間の自己評価とリワーク支援施設

による評価が一致することが大切である」と

BowL スタッフは語っている。五十嵐（2017）

は、「リワークプログラムに重要な目標の一つ

は、復職準備性と呼んでいる復職可能性の判断

を通じて再休職を予防することである」と述べ

ており、復職準備性を評価するためには一定期

間のプログラム利用は必要だと考えられ、BowL

のリワークプログラムにはそのような意図も汲

み取れる。 

リワーク受講に向けて、本人の復職希望日を

伺いながら、アセスメントを実施する。これま

での病歴や生活歴を把握した上で、リワークを

受講する目的や復職に向けての課題について確

認し、支援計画に落とし込む。例えば、「リワ

ークを受講し３ヶ月後には復職をしたい」とい

うことを本人が希望した際には、実際の復職時

の雇用形態に合わせた「週５日、9 : 00～15 : 00

の利用を行う」という目標をプランに書き込

む。これがいわゆる「個別支援計画書」とな

り、サービス管理責任者と本人との間で合意し

た上でリワークがスタートする。 

BowL は福祉サービスを利用しているため、利

用希望者の居住地である福祉課へ利用申請が必

要となる。在職中の福祉サービスの利用につい

て、厚生労働省（2017）の「平成 29 年度障害福

祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ（平成

29 年３月 30 日）」の問 12」より、一般就労し

ている障害者が休職した場合の就労系障害福祉

サービスの利用について、以下の条件をいずれ

も満たす場合には、就労系障害福祉サービスの

支給決定を行って差し支えないこととしてい

る。 

①当該休職者を雇用する企業、地域におけ 

る就労支援機関や医療機関等による復職 

支援（例：リワーク支援）の実施が見込 

めない場合、又は困難である場合 

②休職中の障害者本人が復職を希望し、企 

業及び主治医が、復職に関する支援を受 

けることにより復職することが適当と判 

断している場合 

③休職中の障害者にとって、就労系障害福 

祉サービスを実施することにより、より 

効果的かつ確実に復職につなげることが 

可能であると市区町村が判断した場合 

 

BowLの職員に話を伺うと、上記の内容に沿った

利用申請が必要なため、とある市町村では申請の

際に「主治医が BowL 利用を承諾していることの

わかる意見書」や、「職場からの利用承諾のわか

る書類」が求められることがあり、利用希望者の

福祉サービス申請への負担が大きい状況がある
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という。また、「休職期間中」のみ福祉サービス

の利用を認めるという市町村もあり、本人へ休職

期間が把握できる書類の提出を求め、それらを職

場に依頼することがハードルになっていること

の事例が上がってきた。さらに、利用希望者の中

に３ヶ月で復職を目指す方がいた際、申請時に書

類を準備するための時間が必要となり、すぐに正

式なリワーク支援を受けられない現状があると

いう。その打開策として、BowLでは福祉サービス

の申請を終えた利用希望者は、支給決定が下りる

までの待機期間中でもリワークプログラムを受

講できるよう独自の工夫をしている。 

研修生は、毎月月末に「月末フィードバック」

というプログラムに必ず参加し、個別支援計画書

を自身で振り返り、次月の目標を組み立てること

を実践している。その際に、１ヶ月の自身の状態

を認識する方法として「セルフチェックシート」

を記入し、自身が現在復職に向けてどの程度の回

復状況か数値化し客観的に把握できるようにし

ている。その結果をもとに、翌月初めに支援員と

面談を行い、先月の振り返りと当月の目標を確認

し、支援員と双方で合意を得た上で、翌月のリワ

ークを進めていく。月の振り返りを通して、自身

の目標にしていた復職時期を延期する研修生も

いるようだが、「再発せずに働き続ける」という

目標をもとに、焦らず客観的な指標のもと冷静に

自身を振り返ることができるため、本人も支援員

も納得した上で個別支援計画の刷新を行うこと

ができる。これが、モニタリングとなる。目標が

変わった際は、主治医や職場、家族と随時連携を

行い、本人の現状を共有した上で、新しいプラン

について共通認識を図る。その際も、月末フィー

ドバックで用いた「セルフチェックシート」の得

点を根拠に説明し、復職時期がプラン通りで妥当

かどうか、それぞれの考えを踏まえて検討してい

く。BowLと研修生の間だけではなく、研修生を取

り巻く関係者へ情報共有を行い、全員が同じ目標

に向けて動いていくということが BowL のリワー

ク支援の特徴である。 

 

２．復職までのプロセス 

BowLでのリワーク支援を通して、体力・気力と

もに整い、セルフチェックシートで「復職可能な

状態」と判断されると、復職に向けて職場や主治

医との連携が進められる。主治医より復帰が可能

な状態と判断された際、職場と復職に向けた調整

を図っていく。以下、職場に復職プログラムがあ

る場合と、ない場合の復職に向けた動きの違いに

ついて説明する。 

①復職支援プログラムがある場合 

試し出勤（リハビリ勤務）を利用している期間

は「休職中」であるため、就労移行の福祉サービ

スを活用し、復職日までサポートを継続すること

ができる。試し出勤を行う際は、試し出勤のスケ

ジュールを BowL 支援員と作成し、主治医と職場

に提案する。その際に、１週目の午前は職場へ出

勤、午後は BowLへ通所、というように段階を経て

出勤時間を延長していくプランを組み立てる。ま

た、試し出勤の延長が必要かどうか判断するため

のカンファレンスの時期や、復職判定会議日を事

前にヒアリングし、その日時もスケジュール表に

組み込む。復職に向けたスケジュールを見える化

し、BowLがコーディネートしながら本人・職場・

主治医・家族と全体で共有していく。その後、主

治医の診断書と職場内の復職判定会議の結果そ

れぞれが「復職可」と判断された後、試し出勤時

に得られた情報を元に必要な合理的配慮につい

て職場と調整し、復職となる。 
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復職後は、福祉サービスが終了となるため、本

人が希望すれば就労定着支援に向けた待機期間

中も支援を受けることができる。それが BowL 独

自で提供している定着支援プログラム「はたさぽ」

である。 

②復職プログラムがない場合 

企業内で復職プログラムが準備されていない

場合は、リワークの状況をもとに、職場でできる

合理的配慮についていくつか提案し、復職の準備

に備える。また、本人とは復職後の継続したサポ

ートとして「はたさぽ」があることを説明し、復

職後の支援の必要性について確認し、必要な場合

は「はたさぽ」の契約を行う。 

さらに、リワーク支援を通して、職場側より「職

場内の復職プログラムの構築が必要」というニー

ズが生まれる場合があり、その時には BowL がコ

ンサルテーションを行い、社内の復職支援体制を

構築していくという関わり方も考えられる。 

 

３．「はたさぽ」とは 

BowL では就労し福祉サービス終了後の６ヶ月

の間に、サポートを継続して受けられるよう「は

たさぽ」というセルフメンテナンスプログラムを

提供している。はたさぽで受けられる支援は主に

２つある。 

１つ目は復帰者同士が集まる集いの場の提供

であり、毎月第４水曜日の 15 : 00～17 : 00に

開催している。ここでは、復帰者ならではの悩み

を共有し、お互いに励まし合いながらエネルギー

を補給する時間となっている。また、復帰後の緊

張感から、なかなか休むことができない方が「月

１回年休を取得する理由となる」と話し、復帰し

た研修生の再発予防の場として期待されている。 

もう一つは、「個別面談」と「職場面談」の実施

である。個別面談を通して、これまでリワークで

学んできたことを思い出しながら自身でケアで

きる範囲と、職場や家族にも協力を得た方が良い

場合などをスタッフと相談し、必要に応じて職場

面談や家族面談を実施している。はたさぽでは本

人から職場、家族まで包括的にサポートしている

のが特徴である。 

はたさぽは、復帰後６ヶ月間の BowL 独自の支

援プログラムとなるため、有償のプログラムとな

り利用者負担が生じる。就労定着支援の契約後も

はたさぽを利用することができ、その場合は就労

定着支援のサービス費の支払いとなる。就労定着

支援期間の利用期間は３年間であり、３年利用す

る方もいれば、更新せずに１年で契約を終了する

研修生もいる。 

就労定着支援の申請の際のハードルについて

BowLスタッフへ伺うと、「利用申請の際に福祉サ

ービスを申請しなければならず、役所へ行くため

に年休を取得しなければならないことや、計画相

談の調整などがうまくいかず、そのまま申請が先

延ばしになってしまうケースがある」という事例

が上がってきた。また、「申請する市町村によっ

ては、復職後６ヶ月以降も就労していることを証

明する証明書の提出を求められる。そうすると、

復職６ヶ月経ってからの申請となり、サービス利

用開始月が、８～９ヶ月目に伸びてしまう」とい

うことを話されており、申請から利用にあたって

の課題は市町村ごとによって異なり、柔軟な対応

を強いられているように感じられる。さらに話を

伺っていくと、就労定着支援までの６ヶ月間で体

調を崩し、休みがちになる方もいるということか

ら、この６ヶ月間の支援の重要性を BowL スタッ

フは語っている。しかし、研修生の支援を重点的

に行いたい一方、会社としての財務視点も踏まえ、
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持続可能なサービスを行うためには、限られたな

かでの支援となるためもどかしさも同時に感じ

ている。 

 

Ｄ.結論 

BowLは、リワークを主として就労系福祉サービ

スを提供しているため、今後の「在職中の一時利

用」が正式に認められても、これまでと変わりな

くリワークを想定した福祉サービスの利用を進

めていくと考えられる。これまで 10 年間試行錯

誤し、専門的な知見を加え、構造化してきたプロ

グラムであるため、特段「就労系福祉サービスの

一時利用」の制度が加わっても、事業所への影響

は少ないと考えられる。一方、これから就労移行

支援事業所やＡ型・Ｂ型事業所おいてもリワーク

を行なっていくとなった場合、リワーク支援とし

て専門性が担保されたまま、支援を行うことがで

きるのかは疑問が残る。それぞれの事業所で、復

職に繋がるための専門的な支援の仕組みが構築

されていることが必要だと考える。 

今後、「就労系福祉サービスの一時利用」によ

ってリワーク支援を行う事業所が増えていくと、

医療・職リハ・職場リワークに加え「福祉リワー

ク」という種類が増えることも考えられる。その

際は、障害者総合支援法の中の就労系福祉サービ

スでリワークを行う意義や強みなどを改めて吟

味し、科学的根拠のもと支援の効果について説明

できるような実態になっていることが望まれる。

さらに、障害者総合支援法改正の過渡期から積極

的にリワークを取り入れている事業所をロール

モデルとして、紹介していくことも大事な取り組

みであると考える。今後、職リハ領域でも福祉リ

ワークが参入することで、議論が盛り上がってい

くことを楽しみにしたい。 

 

E. 健康危険情報 

該当なし 

 

F. 研究発表 

１．論文発表 

１）松門協：就労移行支援サービスを活用した

リワーク支援 ～利用から、就労定着支援

の流れまで～, 職業リハビリテーション , 37 

(2) , 28-31, 2024 

２．学会発表 

なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

該当なし 

２．実用新案登録 

該当なし 

３．その他 

  該当なし 
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五十嵐良雄（2017）リワークプログラムの治療的
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厚生労働省（2017）「平成 29年度障害福祉サービ

ス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ（平成 29年 3月

30 日 ） 」 の 問 12 」 , 厚 生 労 働 省 . 

<http://www.rehab.go.jp/application/files

/7415/2299/2716/2_05_2929330.pdf>,<202 年

11月 30日> 

琉球新報（2022）「沖縄の教員、精神疾患での休

職が 199人 過去 10年で最多、割合は全国ワー

ス ト 」 , 琉 球 新

報 .<https://ryukyushimpo.jp/news/entry-

1588702.html>,<2023年 12月 1日> 
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令和５年度 厚生労働科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

分担研究報告書 

就労継続支援Ｂ型事業所に在籍する障害者の一般就労時間の漸進的延長に関する実践 

 

研究分担者 富田 文子（埼玉県立大学） 

 

【研究要旨】 

企業就労を開始後も就労継続支援Ｂ型事業所での一時利用を活用した漸進的時間延長の先駆的実践

を行う事業所へのインタビュー事例をもとに、支援方法やその有効性等を整理し、今後の利用に向けた

拡大への可能性を考察した。このような実践は障害者雇用の柔軟性を高めると同時に、個人の社会参加

の範囲を広げることにもつながると考えるが、その実現のためには、本人・家族の就労意欲とともに、

支援者・企業・行政による障害者の労働力向上の可能性とサービス利用の必要性に関する共通理解が欠

かせないこと等について考察を行った。 

 

Ａ.研究目的 

障害等によって企業就労が容易ではない場

合、就労継続支援Ｂ型事業所が利用者にとって

企業就労への職業訓練を担うこと場であると同

時に、有益な就労の場にもなることが多い。た

だし、在籍が長期間になると就労継続支援Ｂ型

事業所が居場所の機能も有することで、就労す

ることに本人・家族ともに前向きになりにくい

ことも予想される。 

また、生活面に課題があると、就労後の職業

生活の安定が見通せず、就労支援の実施が実を

結びにくいこともあるだろう。そういった状況

では、就労開始後も一定期間、就労継続支援Ｂ

型事業所に在籍しながら並行して支援で受けら

れることは就労を短時間から開始できるであろ

うし、支援者としても漸進的な労働時間の延長

に向けた手厚い支援を実現できる可能性があ

る。それは、企業での安定的かつ長期的な就労

の実現を後押しすることに貢献できるだろう。 

本稿では、企業就労を開始後も就労継続支援

Ｂ型事業所での一時利用を活用した漸進的時間

延長の先駆的実践を行う事業所へのインタビュ

ー事例をもとに、支援方法やその有効性等を整

理し、今後の利用に向けた拡大への可能性を考

察する。 

 

Ｂ.調査方法 

2023 年７月 28 日に施設長及び支援者１名に

対して半構造化面接（約 90 分）実施した内容を

逐語化し、分析を行ったものである。 

調査対象であるＫ事業所は、Ｔ市からの指定

管理を受けた社会福祉法人が平成 21 年より運営

しており、 障害者総合支援法（旧、障害者自立

支援法）に基づく「就労移行支援」（定員６

名）と「就労継続支援Ｂ型」（定員 20 名）を行

う多機能型事業所である。なお、本報告の２事

例は、いずれも就労継続支援Ｂ型事業所の利用

者である知的障害者に関する実践である。 
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Ｃ. 結果 

（１）事例 1の概要 

2019年に行われた支援事例は、就労者は 30代

の男性（重度）と 30代女性（中度）である。１

名は他の就労継続支援事業所を利用していた経

験があり、もう１名は企業を退職後にＫ事業所

の利用を開始した。 

①就労開始までの経過 

契機は、Ｋ事業所への受注作業の委託先企業

から、「障害者雇用を進めたい」意向の連絡が

入ったことである。しかし、知的障害者の雇用

が初めてということもあり、就労希望者を施設

側で選定せず、利用者に幅広く声をかけ、実際

の見学後に実習を希望したのは、就労継続支援

Ｂ型の利用者２名であった。 

しかし、家族は「退所してしまうとＫ事業所

に戻ってくることができないのではないか」と

いうことへの不安を抱いていたため、雇用前の

実習を２回実施した。また、Ｔ市福祉事務所の

ケースワーカーにも本人の希望と家族の思いを

伝えた上で、一時利用の実施可能性を相談しつ

つ、家族にも改めて本人たちの就労希望を説明

し、同時に２名での就職となった。 

企業は、スムーズに業務がこなせる人材を求

めていたものの、女性利用者が男性利用者をよ

く気にかけて作業を行っており、Ｋ事業所は

「２人一緒に就職するのならば上手く行く可能

性がある」と打診し、企業側に作業場面等の様

子から納得を得られたため、就職へと話が進ん

でいった。また、就職を不安に思う家族には、

実習期間中の様子を伝えたり、帰宅後の様子を

見てもらったりする中で、本人が楽しそうに過

ごしていることが確認でき、不安が解消され、

就労を応援する気持ちへと変化していったとい

う。 

 

②一時利用に関する行政の調整 

支給決定を行うＴ市は、就労後におけるＫ事

業所の一時利用において、就労の実現及び時間

延長に向けて積極的にサービスを活用すること

への理解があった。しかし、利用条件として

「一時利用の期限を決めて就労支援を進めてほ

しい」という依頼があったことから、Ｋ事業所

として①実習開始から１年を区切りとするこ

と、②毎月の企業出勤・施設利用日の予定表を

行政へ提出することを説明し、それぞれの利用

者分を作成し提出している。また、同日の２か

所への出勤は認められないため、企業での勤務

日と施設利用日（作業訓練による工賃発生日）

を必ず分けることの指導を受けている。 

一時利用の期限は、Ｋ事業所が決定した。も

ちろん、利用者によって課題が異なり、利用期

限は前後するが、期限を設けず利用を継続する

ことは、退所を先延ばしにして、就労を曖昧な

状態にするだけであり、本人・家族・事業所・

企業にとって覚悟を決める目安の時期が必要だ

と考えた結果、同期限を１年としている。 

 

③就労開始後の勤務時間と一時利用の活用 

就労開始当初は、まずＫ事業所へ出勤して体

調確認後に、自転車での通勤練習をしながら企

業へ出勤、10時-15時（休憩１時間）で業務を

行い、終業後は一度Ｋ事業所へ戻る。そして、

職員に業務報告をして帰宅するというルーティ

ンを月曜日・水曜日・金曜日で実施し、週 12時

間勤務での契約となる。火曜日・木曜日につい

ては、Ｋ事業所内で就労先と同じ受注作業や、

体力が落ちないよう清掃中心の外作業に参加し
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てもらう。外作業の場合は、少ない人数での活

動になるため、利用者同士・職員からの声かけ

を行う中で就労状況の把握等に努めたという。

また、埼玉県の障害者雇用の企業支援を担う機

関の後押しもあり、職務上の課題に対しては、

ジョブコーチ支援を導入し、課題の克服にも取

り組んだことも安定就労の実現に役立った。そ

の後、就業開始時間を 9時 30分に変更したが、

約１年間は障害者雇用率に算定可能な週所定労

働時間が 20時間未満の雇用契約が続いた。現在

は、9：30～15：30週５日で勤務しており、Ｋ事

業所での室内作業において企業への出入り等、

顔を合わせることもあるという。 

企業においては、実雇用率に算定できない状

況ではあったものの、今後障害者雇用を拡大さ

せていきたいと考えていた時期にあり、雇用の

安定を第一に目指すことに賛同が得られたた

め、実現できたとも話していた。 

 

（２）事例２の概要 

２事例目は、2021年に行われた支援実践あ

り、対象は、就労経験ない 20代男性（重度）で

ある。 

①就労開始までの経過 

新規雇用については、すでにＫ事業所の就労

移行支援出身者２名が就労している企業から連

絡があったことが始まりである。現在の就労継

続支援Ｂ型職員が、以前に就労移行支援におい

て支援担当だったことで、求める人材や業務の

イメージ、企業の状況等を把握していたことが

功を奏し、就労継続支援Ｂ型にて就労希望者を

募ることになる。ただし、業務遂行が可能な利

用者は多少限られることを考慮した上で、利用

者２名と見学を行い、１名が実習希望に至っ

た。 

就労希望の本人は、特別支援学校卒業後、Ｋ

事業所の利用を開始する。利用開始直後は、家

庭において「ずっとＫ事業所いるんだ」という

のを話しており、家族も「落ち着いて働いて楽

しく過ごせる方がいい」と考えていた。その矢

先に、Ｋ事業所から企業見学及び実習を勧める

ことになった。父親は「ゆくゆくは就労させた

い」という気持ちがあったものの、母親は「何

のこと？本当に就労なんて」と不安を強く抱い

ていた。ただ、本人は、事例１の２名が就労し

た状況を見ていたこともあり、「自分の番が回

ってきた」という思いが感じられる様子が事業

所内で見受けられたという。 

１回目実習は、本人・家族ともに就労体験を

目的として、５日間８時～12時の半日実習を行

った。結果、企業からの評価も良く、本人も自

信を持って取り組んでいたため、２回目実習で

は採用後の労働時間を想定して８時～15時で４

日間、同じ業務内容に取り組んだ。ただ、家族

が「本当にうちの子が就職ができる訳がない」

という不安から二の足を踏んでいた。そこで、

家族に企業実習している様子や家庭内の変化を

見てもらうことで、家族の考えが徐々に就労に

対して前向きに動き出す。それでも、不安はぬ

ぐい切れなかったため、Ｋ事業所がすぐにフォ

ローできる体制を維持する目的で、一時利用を

申請することになる。 

その後、１か月間は実習の延長として週２日

企業内での作業を行い、週３回はＫ事業所を利

用しつつ、翌月より入社となった。採用後は、

月曜日から木曜日までは８時～15時のフルタイ

ムで就労し、金曜日はＫ事業所で作業と生活場

面面接でフォローすることを半年間平行してい
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った。 

 

②企業側の理解の促進 

企業は、採用当初から 30時間雇用を目指して

いたものの、家族の不安が強いため、その点を

フォローしなければいけないＫ事業所の考え方

に理解を示してくれたという。また、企業とし

ても、安定就労を目指していた点が一致した。

さらに、本人に就労経験がないこともあり、課

題をクリアするためには、一時利用を活用した

方が安定かつ長期の就労が可能になることの共

通理解が得られたことは非常に大きい。 

ただし、企業の就業規則上、ダブルワークや

兼業は認められていなかった。Ｋ事業所は、①

ダブルワークではないこと、②就労継続に必要

な支援の一環であることを説明したところ、企

業内での議論・合意を得て、一時利用の了承が

得られた経過がある。加えて、先述の通り、す

でに同社において、就職していたＫ事業所（就

労移行支援）出身の就労者が安定して働いてい

る実績があったからこそ、企業側も柔軟な受入

体制を整えてくれたのだろうと話していた。 

（３）事例のまとめ 

①一時利用の有効性 

いずれの事例も週所定労働時間が 20 時間未満

で就労を開始した後、就労継続支援Ｂ型事業所で 

の一時利用した支援を受けることで、漸進的時間

延長が実現し、週所定労働時間が 20 時間以上と

なった。 

企業側が早期にフルタイムを希望することも

あるだろうが、障害や特性によって職場や業務へ 

の理解や切り替えが難しい利用者の場合、焦らず

に企業の労働環境に移行していくことが非常に

重要である。それは、本人の気持ちの転換のみな

らず、採用が決まったとしても、退所を見送る支

援者として不安が残る状態では長期的な就労継

続は困難になりやすく、退職してしまう可能性が

あるからだ。万が一、退職した場合においても、

利用状況によっては出身である就労継続支援Ｂ

型事業所に戻ることができるとは限らない。だか

らこそ、本人と企業とが徐々に関係を構築してい

き、長期的就労と時間延長を目指す意味において、

一時利用は有効な支援であると言える。 

②就労に対する事業所内での意識の変化 

就労継続支援Ｂ型事業所では、利用者が固定化

され、日中生活に変化が少ない場合がある。その 

ため、事業所を退所して就職することへの不安や、

利用者間でも就労経験を経て就労継続支援Ｂ型

事業所に来るメンバーの話等から、企業で働くこ

とに良いイメージを持ちにくいことも多く、それ

は、就労意欲を下げることに繋がると考えられて

いる。また、職員についても、就労支援の経験が

豊富ではない者もいるだろう。 

しかし、時間をかけた個別の手厚い支援として、

一時利用を提供・活用しながら就労を支えること 

で、まず職員の意識の変化が見られたと言える。

実際、送り出す経験が身を結び、就労継続支援Ｂ 

型事業所から企業就労ができることを目の当り

に、就労支援への理解が深まると同時に、各利用 

者の可能性に目を向けられるようになると推察

する。加えて、就労者が出ることが他の利用者の

刺激になり、就労意欲の高まり等の相乗効果を生

み出すことも期待でき、事業所内の活性化に意義

があると言えるだろう。 

 

Ｄ．考察 

（１）一時利用を活用するための要件 

報告した２つ事例から、一時利用を活用するた
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めに必要な要件は、①就労における課題の明確化、 

②一時利用の期限の設定、③企業・行政との情報

共有であると考える。就労を開始する力量があっ 

ても、就労継続支援Ｂ型事業所での一時利用を継

続するからには何らかの課題が存在する。そのた 

め、就労する障害者や家族との課題の明確化と、

その課題を解決するために一時利用を活用する

期限をどの程度設けるか、そして、利用終了時の

目標に関して企業・行政と共有しておくことが必

要不可欠である。企業の理解がなければ、就労開

始に至らないのはもちろんだが、一時利用の活用

を希望しても、行政での支給決定が認めらなけれ

ば、利用することができないことを念頭に置いて

おく。 

これらの要件に関して、事前にアセスメントを

行う必要があり、就労継続支援Ｂ型事業所職員の 

就労支援力の向上も、一時利用を効果的に活用す

るための重要な要素であろう。 

（２）就労継続支援Ｂ型からの就労可能性の拡大 

就労移行支援事業が創設されたことにより、就

労継続支援Ｂ型事業の機能は、「通常の事業所に

雇用されることが困難である者」を対象とした福

祉的就労の場としての役割が大きくなっている。

厚生労働省（2023）によれば、就労継続支援Ｂ型

事業所のサービス利用終了者に占める一般就労

への移行者割合の推移は令和２（2020）年時点で

は 10.6％であり、就労移行支援の 53.4％、就労継

続支援Ａ型の 21.4％と比較しても低い状況にあ

る。また、家族は、就労継続支援Ｂ型事業所への

在籍期間が長くなる程、安定した生活を望み、企

業就労は困難なイメージを持ったままでいるこ

とも推察される。 

しかし、法定雇用率の上昇や制度の変更に伴い、

障害者雇用が促進されている現状において、短期 

間での就労が可能な障害者ばかりとは限らない。

2024年度からは週所定労働時間 10-20時間未満 

の障害者の一部が企業の実雇用率に算定可能に

なる等、障害者にも多様な働き方が認められるよ

うになることから、一時利用を活用することが就

労継続支援Ｂ型事業所からの就労の可能性も拡

大していくと考えられる。 

（３）特定短時間労働と一時利用の活用 

一時利用の活用は、就労移行支援を利用するこ

とが困難な障害者であっても、家族・支援者・行 

政の三者が本人の「働きたい」気持ちに寄り添い

ながら支援を展開しつつ、就労をしながら労働時 

間を徐々に伸ばすことに役立ち、安定就労につな

がる可能性が高いだろう。また、企業の理解を得 

ながらの実践ではあるが、企業支援の一環である

とも考えることができる。 

ただし、報告した事例のように、週１回以上の

個別的かつ定期的な支援は就労定着支援の範囲

を超えており、就労継続支援に在籍する必要性が

あったと言え、特に、週所定労働時間が 10-20時

間未満の特定短時間労働者には意義があると考

える。加えて、知的障害者の場合、入社当初から

高い作業能力等を要求されると、障害の程度によ

っては、就労そのものが難しくなることも考えら

れるが、職場や職務に慣れることに時間を要する

場合には、20時間未満からの就労が採用時には有

効だとわかった。障害者職業総合センター（2022）

の調査でも、「障害者雇用において週所定労働時

間 20時間未満の働き方が選択できることにより、

それぞれの障害特性や生活状況に即した働き方

が実現できるものと思われ」「企業にとっての安

易な労働力の確保といった弊害につながらぬよ

う配慮しつつ、障害者の多様な働き方としての選

択肢となることが期待される」ことが言及されて
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いる。 

企業就労と就労継続支援Ｂ型事業とを併用で

きる一時利用をもとに、就労継続支援Ｂ型事業の

新たな役割や支援の拡充を図ることで、より多く

の障害者の就労が実現する可能性が高まると考

える。 

 

Ｅ．結論 

本稿では、先駆的実践事例から、企業就労の開

始後も B型事業所での一時利用を活用した支援方

法やその有効性、課題等を整理したが、これは障

害者雇用の柔軟性を高めると同時に、個人の社会

参加の範囲を広げることにもつながると考える。

その実現のためには、本人・家族の就労意欲とと

もに、支援者・企業・行政による障害者の労働力

向上の可能性とサービス利用の必要性に関する

共通理解が欠かせないだろう。今後、様々な働き

方で、一層多くの障害者が企業で就労するための

一助として、一時利用の必要性が正しく理解され、

同様の取り組みが拡大していくことを期待した

い。 
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令和５年度 厚生労働科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

分担研究報告書 

企業の就労時間延長の取組みの実際と一時利用への期待 

 

研究代表者 若 林  功 （ 常 磐 大 学 ） 
 研究協力者 山口 綾子（ＮＲＩみらい株式会社） 

 

【研究要旨】 

現在、研究協力者が勤務している特例子会社の事例、障害福祉サービスを利用した就労時間延長の

取組みの実際と一般就労中の就労系障害福祉サービスの一時利用に関する課題、さらに企業が求める

今後の期待について述べた。企業の観点から捉えると、まだ一時利用には様々な課題があるものの、

課題が少しずつ解決へ向かえば、働く障害のある人にとっても企業にとっても、多様なニーズに応え

られる可能性が広がると考えられた。 

 

Ａ.研究目的 

民間企業で働く障害者数は令和４年に過去最

高となり、19年連続で過去最高であった。障害

種別でみると、知的障害者および精神障害者は

前年より増加しており、精神障害者の雇用数は

例年と同様に伸び率が大きくなっている（厚生

労働省，2022）。また、障害者の法定雇用率が

令和５年までの 2.3％から令和６年に 2.5％、そ

して令和８年には 2.7％へ段階的に引き上げられ

ることが決まり（厚生労働省，2023a）、民間企

業で働く障害者数は更に増えていくと推測でき

る。 

他方で、「令和４年雇用調査動向調査結果の

概要」（厚生労働省，2023b）によると離職率は

近年高まっており、離職理由は「その他の個人

的理由」が最も多い。このような入職就労継続

困難となる理由の要因として、体調や生活上の

課題がある場合が多く、これらの課題に対して

企業が単独で取組むには限界があり、そのよう

な場合には、福祉、学校等と協働して対応する

地域支援ネットワークの確立が求められる。 

そこで、現在、研究協力者が勤務している特

例子会社の事例、障害福祉サービスを利用した

就労時間延長の取組みの実際と一般就労中の就

労系障害福祉サービスの一時利用に関する課

題、さらに企業が求める今後の期待について述

べていく。 

 

Ｂ.調査方法 

研究協力者が勤務している特例子会社での事

例をもとに検証した。 

 

Ｃ. 結果 

(１) 離職に影響する要因 

障害のある人が離職するリスクは、「適応

期」と「継続期」で異なると言われているが、

特に「継続期」での離転職は様々な背景が関わ

るため、予測が難しいとされている（志賀，

2006）。 

具体的には、環境や業務に慣れてくるにつれ

て、業務の好き嫌いが態度に現れたり、対人ト

ラブルが増え始めたりする。また、民間企業で
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は組織再編や職場の異動、業務内容の変更、作

業指示や指導を担っていた社員の異動といった

一般的なジョブローテーションが生じると、適

応できなくなる場合がある。さらに、ライフス

テージの変化が重なって生活環境の変化に適応

できなくなることや、自分の体調管理ができな

くなることで、健康状態が悪化して業務に支障

が出てしまうことがある。 

以上のように、障害のある社員の様々な離職

要因がどれに該当するか把握するために、日頃

の情報収集が必要となる。 

 

(２) 企業と福祉施策との連携に関する認識 

筆者が定着支援担当として勤務している特例

子会社では身体、知的、精神障害者を雇用してお

り、障害種別の構成としては知的障害のある社員

が最も多い割合となっている。業務内容は清掃作

業や事務支援など、グループ会社向けの業務支援

がメインである。雇用する障害のある社員の数は

年々増加している。 

そして現在、知的障害と精神障害のある社員が

増えることに伴い、人間関係の広がりや新規事業

開拓による業務内容の変更などから、前述した要

因が生じて休職に至るリスクも高まっている状

況がある。このことから、リスクに対応するには

企業だけではできない課題も多くあるため、これ

らの解決するために、企業自ら社会資源を開拓し

て活用すること、そして雇用就労支援ネットワー

ク構築の重要性を認識している。 

 

(３) 復職支援に伴う就労時間延長の取組み 

雇用就労支援ネットワーク構築の重要性を感

じるきっかけとなった、復職支援に伴う就労時間 

延長の取組みを紹介する。 

当社には「定着支援」を専門的に行うチームが

あり、このチームが現場の指導的立場にある社員

と連携し、障害のある社員の個人的なニーズや就

業環境のニーズを把握して、定着支援を行ってい

る。その中でも勤怠安定を図る際に、就労に伴う

生活面の課題に関する支援が欠かせない。そのた

め、就労移行支援事業所や障害者就業・生活支援

センターとの連携強化に努めている。特に、体調

不良により勤怠状況が悪化し、休職となった障害

のある社員に対しては、就業環境へ戻るための生 

活面の課題から立て直す必要があるため、このよ

うな障害福祉サービスによる協力は必須になる。 

実際は、休職に至った社員に対して厚生労働省

「職場復帰支援の手引き」にある復職支援の流れ

に沿って対応する。しかし、障害のある社員がど

の程度の回復状況にあるのか、特に知的障害のあ

る社員に関しては会社側が詳細を把握すること

は難しく、利用できる外部資源も乏しい実情があ

る。 

また、就業環境や業務に適応できず体調不良と

なり休職する場合が多い。このため、職業訓練を

通してセルフケアの習得や自信を付けて職場復

帰することが、長期的就労を見据えると望ましい

のではないかと考えている。 

このような状況から、職場復帰支援プランに就

労移行支援事業所の仕組みを一時的に利用して、

障害のある方に適したリワークプログラムを実

施した。具体的には、再訓練を通して体調管理、

特性に合った取組み方法の習得と技能の回復を

図り、肯定的な自己イメージが持てるようプログ

ラムに取り組んだ。その際に、医療機関と連携し

て臨床心理士による心理検査も受け、特性に合っ

た環境や働き方に関する助言を受け、リワークプ

ログラムの内容へ反映させた。 
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以上の復職支援プログラムを実施した際の連

携先としては、①家族②医療機関③特別支援学校

④就労移行支援事業所（特別支援学校と同法人）

⑤障害者就業・生活支援センター等、多岐に渡っ

た。 

これらの連携先と支援体制を構築し、一時利用

による職業訓練を行った結果、就労を想定したリ

ズムに次第に慣れ、仮復職と位置付けた短時間勤

務からの就労をスタートすることができた。また、

企業側は一時利用の期間中に就業環境を整備し

て、受け入れ準備を進めることができた。そして、

短時間勤務中は単純作業の業務から取組み、徐々

にレベルを上げていった。さらに、１か月毎に復

職条件を設定し、最終的には通常勤務時間（７時

間）に対して、６時間勤務ができるように復職を

目指して取り組んだ。 

上記のプロセスを経たことで、体調管理をしな

がら、本人の特性に合った業務を選定することが

でき、業務遂行能力も上がることでモチベーショ

ンの向上につながった。 

このように、短時間勤務中は、比較的順調に勤

務することができ、業務に対する意欲も高まり安

定傾向にあった。しかし、本復職へ向けて通常の

勤務時間へ延長をすると、疲労による体調への影

響が大きく、業務と環境の調整を行ったが、最終

的には体調不良から就労継続が困難になり、復職

期間満了を理由に退職に至った。 

 

Ｄ. 結論 

前述した実践により分かった一時利用のメリ

ットは３点あった。１点目は、訓練を通して本

人の特性を改めて知ることができたこと。２点

目は、本人が体調管理をしながら、就労を想定

した生活リズムをスモールステップで身につけ

ることができたこと。３点目は、一時利用期間

中に、上記２点を踏まえて、企業側が就業環境

の調整をする時間が確保できたことである。 

他方で、就労時間延長の取組みの実際として、

外部機関と連携を図り、障害福祉サービスを利用

しながら復職を目指すものの、休職期間が定めら

れているため、一時利用の期間が短く、限られた

休職期間により時間切れとなってしまうことが

大きな障壁であると感じた。特に、入社して社会

人期間が短い人ほど職場環境への適応に時間が

かかるため、限られた条件で、一時利用の期間を

どのくらいに設定するかが課題となる。 

また、このような復職支援に伴うプログラムを

実践するためには就労系障害福祉サービスを提

供する事業所との連携が必要である。ただし、そ

の数は限られており、現実的には難しい状況があ

る。そして、一時利用の制度の活用について、企

業側が理解したうえで就業規則や雇用管理の課

題をクリアする必要があるため、企業に対して労

務管理方法も含めたサポートが不可欠だろう。 

さらに、障害のある方が雇用されながらも、一

時利用のような就労系障害福祉サービスを並行

して利用する場合、福祉的な就労と企業における

就労とのギャップを感じるのではないかと推察

している。具体的には、心理面のほか業務内容も

含めた作業面においても、目的や求められる成果

が異なるため、利用に関してギャップを埋めるた

めの工夫を行うことが期待される。 

最後に、一時利用には未だ様々な課題があると

感じるが、これらの課題が少しずつ解決へ向かえ

ば、働く障害のある人にとっても企業にとっても、

多様なニーズに応えられる可能性が広がるので

はないだろうかと考える。長い職業人生を送るに

あたって、一時利用のような制度があれば、柔軟
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な働き方が促進され、障害がありながらも職業人

としての役割を果たし、今後の人生の大きな糧に

なるだろう。そのためにも、双方にとって価値の

ある制度となるよう、今後の展開を期待している。 

 

E. 健康危険情報 

該当なし 

 

F. 研究発表 

１．論文発表 

１）山口綾子：企業の就労時間延長の取組みの

実際と一時利用への期待, 職業リハビリテー

ション , 37 (2) , 41-43 , 2024 

２．学会発表 

 なし 

 

G. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

該当なし 

２．実用新案登録 

該当なし 

３．その他 

  該当なし 

 

Ｈ．引用参考文献 

厚生労働省（2022）令和 4年障害者雇用状況の集

計 結 果 ， 厚 生 労 働 省 ．

<https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_299

49.html>, <2023年 11月 30日> 

厚生労働省（2023a）令和 5年度からの障害者雇用

率 の設 定等 につ いて， 厚生 労働 省．

<https://www.mhlw.go.jp/content/1170400

0/001039344.pdf>,<2023年 11月 30日> 

厚生労働省（2023b）令和 4年雇用調査動向調査結

果 の 概 要 ， 厚 生 労 働 省 ．

<https://www.mhlw.go.jp/tokei/itiran/ro

udou/koyou/doukou/23-2/index.html>, 

<2023年 11月 30日> 

志賀利一（2006）職場定着支援と再就職，松為信

雄・菊池恵美子（編）職業リハビリテーショ

ン学，協同医書出版． 
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令和５年度 厚生労働科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

分担研究報告書 

障害福祉事業所から見た一般就労中における就労系障害福祉サービスの一時利用 

 

研究分担者 野﨑 智仁（国際医療福祉大学） 

 

【研究要旨】 

栃木県那須地域の障害福祉事業所から考える一般就労中における就労系障害福祉サービスの一時利

用について論じた。那須地域においては、利用者にとって必要であると判断されれば、これまでも柔軟

に支給決定がされていた。しかしながら、他の地域では状況が異なるようであり、今後の一時利用につ

いて、支給決定が不足なく提供されることを期待したいが、一方で一時利用のあり方について今後も継

続的な議論が必要であると考える。 

 

Ａ.研究目的 

就労系障害福祉サービスにおいても、障害者

が企業での就労時間を延長させていくことや復

職支援が必要であるという見解が厚生労働省障

害者雇用・福祉施策の連携強化に関する検討会

（2021）において示された。 

そこで、本稿では栃木県那須地域の障害福祉

事業所から考える一般就労中における就労系障

害福祉サービスの一時利用について論じる。 

 

Ｂ.調査方法 

筆者が携わる栃木県那須地域の就労系障害福

祉サービス事業所でヒアリング調査を行った。 

 

Ｃ. 結果 

（１）栃木県の事情と NPO法人那須フロンティア

の役割 

筆者は栃木県那須地域において就労支援に携

わっている。那須地域は、那須塩原市、那須町、

大田原市の３市町があり、各市町（2023）が公表

する人口規模では 2023 年 12 月現在では合計 21

万５千人程度である。就労系障害福祉サービスの

事情としては、栃木県内全域で同様であるが、就

労移行支援が減少、就労継続支援 A型が微増、就

労継続支援 B型が増加している傾向にある。この

背景には、就職先となる企業数の少なさ、限られ

た障害者の移動手段（公共交通機関の整備の不十

分さ）、それに伴う一般就労実現の難しさがある

ことから、特に就労移行支援の運営が困難な事情

がある。このことから、一般就労への支援、福祉

的就労への支援のどちらについても、就労継続支

援 A型や就労継続支援Ｂ型が担う必要性が出てき

ている。この那須地域において、筆者は NPO法人

那須フロンティアという障害福祉事業所を運営

している。「メンタルヘルスを中心としたまちづ

くりへの寄与」をテーマとして 1999 年に開設し

た。開設以来、様々な事業を運営してきたが、現

在は、就労移行支援、職場適応援助者支援、地域

活動支援センター事業Ⅰ型、委託相談支援、指定

一般相談支援、指定特定相談支援などを実施して

いる。また、令和４～５年度栃木県就労移行・定

着支援強化委託事業への協力をしており、栃木県
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内の就労系障害福祉サービス事業所に対して支

援のコンサルテーションを行なっている。これら

の立場から、当法人で行う対象者への支援のみな

らず、他の事業所の支援する対象者支援に協力を

する役割を担っている。 

 

（２）就労時間延長支援と復職支援 

就労継続支援Ａ型や就労継続支援Ｂ型を利用

する対象者の中には、現状の福祉的就労から一般

就労へ挑戦したいと考える者がいる。しかしなが

ら、対象者もそうであるが、身近な支援者も一般

就労へ移行することで失敗体験を積むことにな

ってしまうのではないかという不安や、どのよう

な職種に適性があるのか見極めが困難であると

いう相談を受けることがある。このような場合、

例えば当法人の就労移行支援や地域活動支援セ

ンター事業Ⅰ型の活動を活用し、短期的なアセス

メントを実施してその情報を対象者や支援者と

共有し、一般就労の可能性を関係者間で検討をす

るということを実施した経験がある。また、精神

疾患や高次脳機能障害などによる休職中の方に

ついても、治療に携わっていた医療機関の職員や、

職場の上司から相談を受けることがある。この際

には、委託相談支援が介入することが多く、状況

の整理や利用可能な制度、支援機関などを検討し

ている。 

栃木県那須地域の産業としては、農業や観光業

があり、農業であれば収穫時期、観光業であれば

集客時期には繁忙期になり、一方で年間通じて業

務量が一定であるわけではなく、閑散期とが入り

混じる特徴がある。それに加え、地方地域は少子

高齢化の影響があり、労働者の確保が困難でもあ

る。事業の経営者からすると、繁忙期のみ労働者

を確保するということは困難でもあるため、障害

がある対象者が就労することに対して期待を寄

せる声も多く聞く。 

これらの就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型

の利用者や支援者、医療機関の医療従事者、企業

関係者などは、地域に存在するより身近な支援事

業所へアクセスし、相談ができることを求めてお

り、那須地域においては委託相談支援がその役割

を担っているように思える。他の支援事業所から

の相談の際には、一人の対象者支援のあり方を検

討することをきっかけとし、アセスメント力をさ

らに高めたいという要望から事例検討会などを

行うことがある。これら関わりに対しては、当法

人が一方的な助言を行なっているわけではなく、

関係者間で情報を共有し、皆で検討するよう心が

けている。藤田ら（2013）は、関連職種連携は多

数の学問領域の者が集まっただけでは成立せず、

相互に作用し合うことで実現すると述べている。

那須地区においても、一つの課題を皆で共有し、

顔が見える関係を作り、ネットワークが形成され

ることが重要であり、この繰り返しが支援の質を

高める最良の法略であると考える。 

 

（３）一般就労からのフェードアウト支援 

前述した厚生労働省障害者雇用・福祉施策の連

携強化に関する検討会においては、一般就労中の

就労系障害福祉サービスの利用については、就労

時間の延長支援と復職支援が必要と報告されて

いる。那須地区で長期的に就労支援に従事してい

ると、前述の対象とは異なり、一般就労から徐々

に就労系障害福祉サービスの利用に移行してい

かざるを得ない対象者がいる。例えば、加齢に伴

い体力が低下していくことや、他の疾患を罹患し

て労働遂行能力が低下していく対象者。親と同居

して生活をしていたが、親が死去して生活管理を

自身で行わなければならなくなった対象者。これ

らは、一般就労をしてから長い時間が経過してか
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ら生じる健康課題、生活課題である。具体的な支

援としては、勤務日数や勤務時間を調整する対応

を、企業や対象者とともに検討し、さらには生活

支援（医療機関への同行訪問、家事の工夫を検討

など）、就労系障害福祉サービスとの利用内容の

調整などを行っている。昨今の検討内容とは異な

る課題ではあるが、障害がある対象者の就労生活

では向かい合わなければならない課題の一つで

あるため、今後、議論を深めていく必要があると

考える。 

 

Ｄ. 結論 

那須地域においては、利用者にとって必要であ

ると判断されれば、これまでも柔軟に支給決定が

されていた。しかしながら、他の地域では、社会

資源の供給量によって判断は分かれていたもの

と思える。今回の厚生労働省での議論により、支

給決定は不足なく提供されることを期待したい

が、前述のフェードアウト支援などは、まだ課題

として残っている。今後も、継続的な議論が必要

であると考える。 

 

Ｅ. 健康危険情報 

該当なし 

 

Ｆ. 研究発表 

１．論文発表 

1) 野﨑智仁：障害福祉事業所から見た一般就

労中における就労系障害福祉サービスの一

時利用, 職業リハビリテーション , 37 

(2) , 44-45, 2024 

２．学会発表 

 なし 

 

Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

該当なし 

 

２．実用新案登録 

該当なし 

 

３．その他 

該当なし 

 

H.引用参考文献 

厚生労働省（2021）障害者雇用・福祉施策の連携

強化に関する検討会報告書，厚生労働省．＜

https://www.mhlw.go.jp/content/12203000

/000789575.pdf＞,＜2023年 12月 28日＞ 

那須塩原市（2023）人口・世帯数の推移【令和 5

年 度 】 ， 那 須 塩 原 市 ． ＜

https://www.city.nasushiobara.tochigi.j

p/soshikikarasagasu/shiminka/tokei/1/16

672.html＞,＜2023年 12月 28日＞ 

大田原市（ 2023）毎月人口，大田原市．＜

https://www.city.ohtawara.tochigi.jp/do

cs/2013082774743/＞,＜2023年 12月 28日＞ 

那須町（2023）住民基本台帳人口（過去の人口），

那 須 町 ． ＜

https://www.town.nasu.lg.jp/0266/info-

0000000259-1.html＞,＜2023年 12月 28日＞ 

藤田郁代・北島正樹・丸山仁司ら（2013）医療福

祉をつなぐ関連職種連携，13-15，南江堂． 
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令和５年度 厚生労働科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

分担研究報告書 

一般就労中における就労系障害福祉サービスの一時利用と就労アセスメント 

 

研究分担者 前原 和明（秋田大学） 

 

【研究要旨】 

本稿では、一時利用における就労アセスメントの活用の視点について提案した。就労アセスメントは、

支援の基盤となる支援行為であることや、就労アセスメントは関係機関との連携におけるツールである

ことから、一時利用を実施する場合、就労アセスメントを的確に実施することは非常に重要であること

を指摘した。 

 

Ａ.研究目的 

就労アセスメントは、「本人の就労能力や適性

の客観的な評価を行うとともに、本人と協同して

就労に関するニーズ、強みや職業上の課題を明ら

かにし、ニーズを実現するために必要な支援や配

慮を整理すること」（厚生労働省，2022）である。

そして、実行されたアセスメント結果は、対象と

なる方が職業的な探究をしていくための様々な

活動に活かしていくことが必要である。このよう

に、就労アセスメントを的確に実施、活用するこ

とは、就労支援における本人中心の支援を提供す

る上で、非常に有効であると考えられる。 

2025年（令和７年）10月より、「就労選択支援」

と呼ばれる新たな障害福祉サービスが開始する。

就労アセスメントは、この就労選択支援において、

中核的な支援手法として位置づけられている。そ

して、この就労選択支援では、就労アセスメント

の手法を用いて得られたアセスメント結果を活

用して、対象となった利用者の進路選択を支援す

るサービスを提供することが求められている。今

後は、就労選択支援に留まらず、就労支援を提供

する際に、アセスメント結果に基づく支援という

観点がますます重要になっていくであろう。 

一時利用とは、一般就労中の障害者の企業等で

の働き始めに勤務時間を段階的に増やしていく

場合や休職から復職を目指す場合における就労

系障害福祉サービスの一時的な利用のことであ

る。では、この一時利用において、就労アセスメ

ントは、どのよう活用されるのであろうか。おそ

らく、この一時利用において、就労アセスメント

は、単なる障害福祉サービスを一時的に利用でき

るかどうかの判断をするためではなく、一時利用

を行う際の個別の支援計画である職業リハビリ

テーション計画の策定に寄与し、一時利用をより

長期的な支援プロセスの観点から活用すること

に大きく貢献すると考えられる。 

「計画策定」と聞くと、もしかしたら、難しさ

と敷居の高さを感じることや利用者の希望に柔

軟に対応できなのではないかといった懸念を持

たれることもあるかもしれない。おそらく逆に、

このような「計画策定」は、その場限りの非計画

的な支援を防ぐだけでなく、就労アセスメントを

介在した情報共有を通じて、支援者が一丸となっ

て利用者の希望に柔軟に対応するための協働を



49 

 

可能とする利点が大きいと考えられる。このよう

に計画策定は、的確に実行されることで、先に述

べた求められるべき本人中心の視点につながる

と考えられる。 

以上のような前提に立ち、本稿では、一時利用

における就労アセスメントの活用の視点につい

て提案する。 

 

Ｂ.就労アセスメントとは 

まず、就労アセスメントの手法について確認を

していきたい。就労選択支援においては、就労ア

セスメントの手法を用いることになっているこ

とは既に述べた。就労アセスメントというと、従

前から就労移行支援事業所等で実施されてきた

直 Bアセスメントのことを想起される方も多いか

もしれない。ここでいう就労アセスメントとは、

制度というよりも、むしろ手法に着目し、いわゆ

る職業的な側面から実施されるアセスメントの

ことを指す。就労アセスメントの手法には、「面

談」、「標準化検査」、「職務分析」、「ワーク

サンプル」、「模擬的就労」、「現場実習」の６

つの内容が含まれる（前原，2021）（表１）。 

 

 

 

まず、「面談」とは、就業に向けた力の把握や

対象者の全体像を理解するための面接を指す。基

本は、自由なやり取りの中で、必要な情報を聞き

取っていく。効率的に情報を収集、より妥当な観

点から聞き取りをしていくために、アセスメント

シート等を用いることもできる。 

「標準化検査」とは、いわゆる心理検査や知能

検査などの標準化された検査を指す。支援現場で、

特別な時間を作って検査することは難しい。しか

し、それが可能であれば、この標準化検査は、検

査の手続きが定まっているため、比較的簡単かつ

短時間で利用者の全体像を的確に把握すること

ができる。 

「職務分析」は、就業希望先の職務や職場環境

を分析するといったように、対象者の障害特性を

顕在化させる環境面（職務）を把握するためのア

セスメントである。職務分析を用いることで、職

務とのマッチングの検討や作業場でより個別的

な訓練機会を提供することができる。 

「ワークサンプル」は、仕事のサンプルといっ

たイメージを持つ造語である。日本では、「ワー

クサンプル幕張版（MWS）」が有名である。より複

雑な作業における身体の動きを観察することが

できること、学力や知的能力に焦点を当てていな

いこと、ワークサンプル単独で対象者の全体像を

理解することができるといった特徴を持つ。また、

その後の支援のあり方（例えば、障害の補完方法

など）の検討もできる。 

「模擬的就労」は、模擬的に企業環境を想定し

た就労場面を設定し、就業上のスキルや適応的行

動の有無などを把握する手法である。模擬的就労

場面だからこそ、職場の同僚などとのコミュニケ

ーションの状況、我慢が求められる場面での行動

特徴を把握することができる。 

「職場実習」は、実際の職場に赴いて、職場に

おける具体的な配慮や必要となる支援について

検討するような方法である。職場といった具体的

な環境を用いるため、利用者のニーズ整理や実際
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の職場でのマッチング状況も把握することがで

きる。 

これらの６つの内容を聞くと、職業リハビリテ

ーションの実践等に携わる方の多くが、普段の就

労支援の中で、普通に使われている内容であるこ

とが再確認できるのではないだろうか。その意味

で、就労アセスメントは特別なものではなく、普

段の支援の中に普通に行われるものである。 

その上で、就労アセスメントは、単なる利用者

のできる・できないの判定に用いるものではない。

就労アセスメントをより有効に実施するために

は、上記の内容の中で、観察評価を並行して行う

ことが必要である。実際の企業で働く状況をイメ

ージしながら、作業指示への理解程度や指示への

柔軟な反応ができるかどうか、企業就労に向けた

職業準備性の獲得状況と訓練の必要性、これを補

う訓練方法や必要となる配慮について実践に役

立つ形で検討することが必要となる。 

 

Ｃ．一時利用における就労アセスメント 

若林ら（2023）の全国市区町村の一時利用の実

態調査によると、一時利用の実態に関して、次の

ような状況が確認できる。まず、「一時利用に関

する支給決定の基準」に関して、過半数の市区町

村が「個別の事情を判断し必要性があると判断さ

れる場合は支給決定」（52.1%）と回答していた。

また、その後の認める場合の手続きとして、多く

の市区町村が「審査会は開催せず、障害福祉課（あ

るいは担当部署）として決定」（87.6%）していた。

このような実態からは、一時利用を実施する理由

や根拠の明確化に加え、それが必ずしも就労支援

の専門職でない職員でも理解できる形式等で説

明してあることが必要であると考えられる。また、

市区町村に複数回答で求めた一時利用の目的に

関して、回答割合が上位の項目として、「休職中

で復職に向けた支援を行なうため」（46.3%）、「一

般就労が短時間の隔日勤務などのため、生活スケ

ジュールを崩さないようにするため就労系障害

福祉サービスも利用」（28.4%）、「企業等での働

き始めに段階的に勤務時間を増やしていく」33件

（10.5%）、「その他中高齢の障害者が企業等を退

職して就労系障害福祉サービスへ移行等」31 件

（9.9%）があった。この項目の選択傾向からは、

これらの回答に応じた一時利用を用いた支援が

望まれていると理解できる。このための支援を提

供する上では、支援を的確に実施するためのアセ

スメント、また、この支援の効果を確認していく

ためのアセスメントを用いた自らの支援の評価

が必要になると考えられる。 

一次利用において、就労アセスメントは、上記

の実態状況にみられる課題を補う可能性がある

と考えられる。つまり。就労アセスメントを用い

るメリットとして、長期的な支援計画に基づく支

援が提供するための支援の基盤となること、また、

関係機関との連携を促進するためのツールとな

ることが挙げられる。 

まず、就労アセスメントは、支援の基盤となる

支援行為であることを確認したい。渡部（2019）

が指摘しているように、就労アセスメントも、対

人支援を行う際の基盤となる重要な支援事項で

ある。就労アセスメントは、単なる情報収集のた

めの手段ではなく、支援指針の検討、個別性に応

じた支援の提供、利用者との協同等の支援につな

げていくことができると考えれる。また、逆に、

アセスメントを単なる情報収集として捉えてし

まうと、一時利用におけるアセスメントは、いわ

ゆる「できる」、「できない」の判断をするため

の手段に陥ってしまう可能性がある。就労アセス

メントを行うことで、例えば、「復職時に職場で

どのような配慮が必要か？」または「訓練を通じ
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てどのようなスキルを身に着けたいか？」、「ど

のような生活状態であり、それがどのように現在

の状態に影響しているのか？」、「どんな職務や

環境設定が自分にあった働き方か？」などの支援

につながる問いを得ることができるはずである。

この種の問いかけから支援が開始されていくこ

とで、次のステップに向けての変化を前提とした

支援を提供することができると考えられる。 

次に就労アセスメントは関係機関との連携に

おけるツールであることを確認したい。就労アセ

スメントで得られた結果は、関係機関との連携に

おいても役立つ。就労アセスメントで得られた結

果は、単なる情報として活用されるのではなく、

支援者が得られた情報を解釈して実践の中で支

援計画として活用される必要がある。他の関係機

関とは、この解釈をする際、また、解釈された結

果を活用していく際に連携を取らざるを得ない。

なるほど、関係機関の理解を得て連携することは

重要であるが、難しいとの考え方もある。この種

の支援計画は、柔軟な支援を行うためのコミュニ

ケーションをするための基盤でもある。支援計画

を用いるということは、煩雑で、支援の柔軟性を

欠くものとの認識されているかもしれないが、そ

うではない。例えば、「私たちの機関でできない

ので、この点については職場で支援してほしい」

とか、「いつまで一時利用をし、どのようなステ

ップで進めていくのか」とか、利用を判断する自

治体も含めた関係者が支援の見通しを得て、それ

ぞれが支援できることと、支援できないことを明

らかにして役割分担を検討していくことは、より

柔軟な判断を可能とする。この種の連携の成功経

験が多機関連携を更に促進するであろう。故に、

連携におけるツールとなると考えられる。 

このように考えてみると、一時利用を実施する

場合、就労アセスメントを的確に実施することは

非常に重要ではないだろうか。 

 

Ｄ. 結論 

本論では一時利用に関する支援として述べた

が、就労アセスメントの知識やスキルは、就労支

援の基礎であり、就労選択支援の従事者に留まら

ず、多くの就労支援者が理解すると良いものであ

る。今後の大きく変わっていく障害福祉サービス

をより良いものとしていくためには、個々の就労

支援者が就労アセスメントの知識とスキルを習

得していくことが重要である。今後の就労支援の

質の向上に期待したい。 

 

Ｅ. 健康危険情報 

該当なし 

 

Ｆ. 研究発表 

１．論文発表 

１）前原和明：一般就労中における就労系障害

福祉サービスの一時利用と就労アセスメン

ト,職業リハビリテーション , 37 (2) , 55-58, 

2024 

 

２．学会発表 

 なし 

 

Ｇ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

該当なし 

 

２．実用新案登録 

該当なし 

 

３．その他 

該当なし 
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令和５年度 厚生労働科学研究費補助金(障害者政策総合研究事業) 

分担研究報告書 

一般就労中における就労系障害福祉サービスの一時利用と職業リハビリテーションの哲学 

 

研究分担者 八重田 淳（筑波大学） 

 

【研究要旨】 

「一時利用」について、職業リハビリテーションにおける「就労定着」、職業リハビリテーション

理念をさらに拡大し得る「移行から連携へ」、そして人は生涯をかけて繰り返し発達していくという

「生涯発達としてのリハビリテーション」という３点から論じた。「一時利用」が「就職後の強固な

支援を確実にすること」に繋がること、移行から連携への理念を具現化するサービスの一つとなるこ

とへの期待、働きながら福祉サービスを活用することによって職場定着を確保する」という「一時利

用」の考え方が職業リハビリテーション理念を具現化する一つのツールとなることについて論じた。 

 

 

Ａ.研究目的 

病院を退院後に心身の具合が悪くなったら再

び医療を利用できるように、施設利用後に一般就

労の場で具合が悪くなったら、一般就労中でも一

時的に就労系の障害福祉サービスを利用できる

ようにする。この仕組みの有効性については実践

を通して今後の検証を待たねばならないが、新た

なサービス選択肢の一つとして政策的な期待や

当事者・支援者の思いが寄せられている。 

本稿では、この「一時利用」という考え方を職

業リハビリテーションにおける「就労定着」、職

業リハビリテーション理念をさらに拡大し得る

「移行から連携へ」、そして人は生涯をかけて繰

り返し発達していくという「生涯発達としてのリ

ハビリテーション」という３点から論じる。 

 

Ｂ.就労定着 

職業リハビリテーションの最終段階とも言え

る就労定着（ジョブ・プレースメント）の重要

性については、援助付き雇用が生まれたアメリ

カでも古くから言われているところである。例

えば、「就労後の強固な支援を確実にするこ

と」の重要性に関する考え方（Rose, 1963）

は、援助付き雇用の制度が始まる 20年以上前か

ら認識されていた。障害のある人の就職後の支

援を手厚くしないと、結局は職場不適応を起こ

して離職してしまうという危険性が高まる。当

時のアメリカには、ジョブコーチが台頭する以

前に、ジョブ・プレースメント・スペシャリス

ト（JPS）という職種が存在した（現在もその名

称で活躍する人たちはいる）。筆者が 1984年の

アメリカ留学中に特別支援教育の大学院実習を

民間の職業リハビリテーション事業所で受けた

際に、ある男性の JPSから就労定着のテクニッ

クに関する助言を得たことがある。重度知的障

害のあるサービス利用者に個別就労支援を提供

する際に、彼はこう教えてくれた。 

 

「注意すべきなのは無理をさせないことであ
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り、むしろ働く喜びを少しずつでも高めるよう

なポジティブな心理的支援を基本とすることで

す。あなたは、本人が何に喜びを感じるかを本

人主体で見出せるように励まし、そばについて 

 

必要なだけ援助をするのです」 

 

(Job Placement Specialistの A氏による言

葉.1985, Waukesha County, Wisconsin) 

 

アメリカのこの職業リハビリテーション事業

所（当時の Sheltered Workshop）は、現在の日

本におけるＡ型事業所に該当するかもしれな

い。まさにジョブコーチングの基本となる考え

方である。さらに、本人中心のリハビリテーシ

ョンサービスのために適切な動機付けを行い、

働くことに対する選択肢（例えば今回の一時利

用も含まれる）の中から、それを自分で選ぶと

いう自律と自己決定を尊重すべきであるという

理念は、専門職倫理でも昔から繰り返し主張さ

れているところである。 

就労定着については、職業リハビリテーショ

ンに求められる成果（アウトカム）の一つとし

ても重要である。本学会員を対象とした意識調

査によると（八重田ら, 2014）、就労継続日数

は職業リハビリテーションアウトカムの上位に

位置付けられている。一時利用が職場定着を促

進し得るサービスとしての有効性を判断しよう

とする際には、就労定着を示す指標の一つとし

て就労継続日数を見ることもできるだろう。た

だし、サービス利用者が本当に安心して働ける

職場であるかどうか、本人の働きがいは保たれ

ているかといった質的なデータも重要である。

「良好な就労定着」というアウトカムを、一時

利用がどのように変えられるか。就労中に障害

者福祉サービスを取り入れるという柔軟性の高

い取り組みが、前述した Rose（1963）による

「就職後の強固な支援を確実にすること」に繋

がることに期待したい。 

 

Ｃ．移行から連携へ 

職業リハビリテーションにおいて、移行は重

要な鍵概念の一つである。施設から職場への移

行が促進されたのも、脱施設化によるノーマラ

イゼーション理念を具現化した 1980年代初頭の

援助付き雇用の成果である。もちろん、施設か

ら職場だけでなく、病院から職場への移行、学

校から職場への移行、在宅から職場への移行、

刑務所から職場への移行など、移行の先にある

ステージは多様であるが、肝心なのは、これら

の移行を通して本人の生きがい・QOLを少しでも

高められるような総合的な職業リハビリテーシ

ョンを立案し実行できるプロフェッショナルの

存在である。 

ライフステージの移行を含み、サービス体制

自体の移行も一方向的である必要はない。むし

ろ双方向の「連携」を前提としたサービスモデ

ルが基本である。今回の「一時利用」の考え方

は、まさに双方向であり、職業リハビリテーシ

ョンと福祉を有機的に繋ぐ手段の一つである。

「移行から連携へ」という理念を具現化するサ

ービス体系のあり方については既に論じられて

いる（八重田ら,2000）。しかし、連携をうまく

するために必要となる役割期待に対する意識的

なズレが支援者間で発生すると、移行から連携

へのパラダイムシフトに問題が生じる可能性が

あり、結果的に良好な職業リハビリテーション

のアウトカムが得られないという事態も懸念さ

れる。「一時利用」が移行から連携への理念を

具現化するサービスの一つとなることに期待し
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たい。 

 

Ｄ．生涯発達としてのリハビリテーション 

今回の一時利用サービスは、いつでもサービ

スの間を行き来できる「適宜利用」のスタイル

であり、リハビリテーションにおける「生涯発

達理念」にも通じるところがある。 

私たちは、生きていて多くの問題に直面する

と、自分なりに試行錯誤を重ねて、より正しい

答えや生き方を求めようとする。必要に応じて

「一時的に」一つ前の段階に戻ることもあれ

ば、少し無理をして次の段階に挑戦してうまく

行くこともある。いずれの選択にしても、自分

にとって落ち着ける「居場所」を求めること

は、人間として自然で健康な行動と言えるだろ

う。 

このように、様々な選択を繰り返して自分に

合った道を生き方として探すことは、人生の

「再方向付け」（リ・ディレクション）とも表

現できる。この「再方向付け」は「再開拓」と

してのリハビリテーションであり、自分に必要

な時間と場所を大切にしながら、マイペースで

自分らしく人生を再開拓していくというリハビ

リテーションである（八重田, 2019）。人間は

生涯をかけて発達していくという理念に基づい

たリハビリテーションにおいて、「働きながら

福祉サービスを活用することによって職場定着

を確保する」という「一時利用」の考え方は、

職業リハビリテーション理念を具現化する一つ

のツールとして、人に優しく寄り添うようなイ

メージがある。職場にプラスしたもう一つの居

場所という選択肢の存在は大きい。職場が行き

止まりの場所にならないような配慮も、大切な

合理的配慮の一つではないだろうか。 

以上、「一時利用」に対する考え方を職業リ

ハビリテーションにおける様々な理念から、筆

者なりの「思い」を込めて概観させて頂いた。

今後、「一時利用」が当事者・支援者・事業主

による意見を反映したものになっているかとい
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はじめに 
 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、障害者総合支援

法）が改正され、令和 6 年 4 月より、就労移行支援、就労継続支援事業の対象者の定義が

拡大されました。 

就労移行支援については、「「就労移行支援」とは、就労を希望する障害者及び通常の事

業所に雇用されている障害者であって主務省令で定める事由により当該事業所での就労に

必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とするものにつき～（以下、略）」、

就労継続支援については「「就労継続支援」とは、通常の事業所に雇用されることが困難な障

害者及び通常の事業所に雇用されている障害者であって主務省令で定める事由により当該

事業所での就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とするものにつ

き」と、下線部分が加わりました。すなわち、企業等で働きながら、就労移行支援、就労継続

支援の利用を一時的に行うことが明記されました。 

このような、企業等で雇用されている間における就労継続支援等の一時利用（以下、一時

利用）について、これまでも類似の実践を行ってきて、様々な支援ノウハウを蓄積してきた就

労系障害福祉サービス事業所、企業、自治体、就労支援機関もあれば、そうした経験・ノウハ

ウの蓄積があまりないところもあるように考えられます。 

そこで、本手引きは厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業）「企業等で雇

用されている間における就労継続支援等の適正な実施プロセスについての研究

（22GC1018）」の研究成果に基づき、一時利用の進め方についての手法におけるポイント

や留意点を示すために作成いたしました。 

本手引きが、就労移行支援事業所、就労継続支援事業所などにおける一時利用を用いた

就労支援の実践やスキル向上に役立つこと、ひいては、障害のある人の、さらなる就労機会

の拡大につながることを願っております。 

2024年３月 31日 

執筆・研究代表者 

常磐大学 人間科学部 

若林 功 
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2. 本手引きにおける用語 

 

障害者福祉制度や、障害者雇用制度では、正式な用語では単語が長くなる場合や、用語

によっては意味が多義的な場合もあり、本手引きでは、以下のように用語を定義します。 

 

 

言葉 意味する内容 

就労系障害福祉サ

ービス事業所 

障害者総合支援法に基づく、就労移行支援、就労継続支援（A

型、B型）の事業所を指します。 

※本手引きでは就労定着支援は含まれません。 

障害者総合支援法 
「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための

法律」を指します。 

障害者雇用促進法 「障害者の雇用の促進等に関する法律」を指します。 

企業等 

いわゆる一般就労先であり、企業や公官庁などの組織を指しま

す。就労継続支援 A 型事業所についてはここには含めず、就労系

障害福祉サービス事業所に含めます。 

障害者就業・生活支

援センター 

障害者雇用促進法に基づく障害者就業・生活支援センターを指し

ます。 

就労支援機関 

障害者の一般企業等への就労支援を専門に行う機関であり、障

害者就業・生活支援センター、公共職業安定所、地域障害者職業

センターのことを指します。なお、本手引きでは就労移行支援事業

所、就労継続支援事業所について含めていません。就労移行支援

事業所、就労継続支援事業所は、就労系障害福祉サービス事業所

としています。 

一時利用 
一般就労中における就労系障害福祉サービス事業所の一時利

用のことを指します。 

一般就労 
企業等で、雇用契約を結んで働く働き方を指します。就労継続

支援 A型事業所で働くことは含めていません。 



 

1 

 

1. 総論 

1.1.  令和５年度までの制度 
これまで（令和５（2023）年度まで）、障害者総合支援法において、一般就労と就

労継続支援等の就労系障害福祉サービスを同時に利用することについて、あまり表立

っては進められてこなかったと言えるでしょう。それは、障害者総合支援法におい

て、例えば就労継続支援については「通常の事業所に雇用されることが困難な障害者

につき、就労の機会を提供するとともに、生産活動その他の活動の機会の提供を通じ

て、その知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の主務省令で定める便宜を供

与する」と定義されてきたことから、就労継続支援とは企業等での就職が困難な人が

利用する事業であると認識されてきたということが大きな理由でしょう。 

一方、以下の２つの文書では、一定条件を満たした場合の一般就労と福祉的就労の

同時利用について示されてきました。 

１つは厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課から出された「障害福祉

サービスに係るＱ＆Ａ（指定基準・報酬関係）（ＶＯＬ.２）」（平成 19年 12月 19

日付）です。その問８「一般就労に移行した利用者が、当該就労を行わない日に日中

活動サービスを利用することはできるか」について、 

1．基本的に、障害福祉サービス事業所等の利用者が一般就労へと移行した場合、

その後は日中活動サービスを利用しないことが想定されている。 

２．しかし、現実としては非常勤のような形態によって一般就労する利用者もお

り、このような利用者については、一般就労を行わない日又は時間に日中活動

サービスを利用する必要性がある場合も考えられることから、以下の条件を満

たした場合には、日中活動サービスの支給決定を行って差し支えないこととす

る。 

① 一般就労先の企業の中で、他の事業所等に通うことが認められている場合 

② 当該利用者が日中活動サービスを受ける必要があると市町村が認めた場合 

３．この件については、特に日中活動サービスを受ける必要のない者もいると考

えられることから、各市町村は利用者の状態によって、その必要性について精

査した上で、決定しなければならない。 

とされてきました。 
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もう１つは「平成 29年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ（平成 29

年３月 30日）」です。問 12「一般就労している障害者が休職した場合、休職期間中

において就労系障害福祉サービスを利用することができるか。」について、 

一般就労している障害者が休職した場合の就労系障害福祉サービスの利用について

は、以下の条件をいずれも満たす場合には、就労系障害福祉サービスの支給決定を行

って差し支えない。 

① 当該休職者を雇用する企業、地域における就労支援機関や医療機関等による復職

支援（例：リワーク支援）の実施が見込めない場合、又は困難である場合 

② 休職中の障害者本人が復職を希望し、企業及び主治医が、復職に関する支援を受

けることにより復職することが適当と判断している場合 

③ 休職中の障害者にとって、就労系障害福祉サービスを実施することにより、より

効果的かつ確実に復職につなげることが可能であると市区町村が判断した場合 

とされてきました。 

このように一定の条件を満たした場合には、就労系障害福祉サービスを利用しなが

ら一般就労を行うことは可能となっており、一般就労中における就労系障害福祉サー

ビスの利用については、自治体が、個別事情等に応じた支給決定を行っていまし

た。。 

 

1.2.  障害者総合支援法改正法での一時利用の概要 
令和６（2024）年４月から施行される障害者総合支援法改正法では、就労移行支援

と就労継続支援の対象者の定義が以下のように変更されました。 

就労移行支援については 

この法律において「就労移行支援」とは、就労を希望する障害者及び通常の事業所

に雇用されている障害者であって主務省令で定める事由により当該事業所での就労に

必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とするものにつき、主務省令

で定める期間にわたり、生産活動その他の活動の機会の提供を通じて、就労に必要な

知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の主務省令で定める便宜を供与するこ

とをいう。 

と、下線部分が加わっています。 
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また就労継続支援についても、 

この法律において「就労継続支援」とは、通常の事業所に雇用されることが困難な

障害者及び通常の事業所に雇用されている障害者であって主務省令で定める事由によ

り当該事業所での就労に必要な知識及び能力の向上のための支援を一時的に必要とす

るものにつき、就労の機会を提供するとともに、生産活動その他の活動の機会の提供

を通じて、その知識及び能力の向上のために必要な訓練その他の主務省令で定める便

宜を供与することをいう。 

と、下線部分が加わりました。つまり、通常の事業所（企業や役所など）に雇用さ

れている障害者であっても、事由がある場合、一時的に就労移行支援や就労継続支援

等を利用できることとなります。 

そして、具体的には以下の類型が主に想定されています。 

・働き始めに段階的に労働時間を延長しようとする場合（労働時間延長支援型） 

企業等での働き始めに、概ね週 10時間未満から段階的に労働時間を増やす際に、

通い慣れた事業所で引き続き就労することが可能（利用期間：原則３～６か月以内

（延長が必要な場合は合計１年まで）） 

・休職から復職を目指す場合（復職支援型） 

休職から復職を目指す際に、支援を受けることにより復職することが適当と企業

及び主治医が判断している場合に、復職に向けてサービスを利用することを可能

（利用期間：企業の定める休職期間の終了までの期間（上限２年）） 

なお、これらについては、令和６（2024）年３月に厚生労働省より、「就労移行支

援事業、就労継続支援事業（Ａ型、Ｂ型）における留意事項」（厚生労働省, 2024a）

や「障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ」（厚生労働省, 2024b）に示され

ています。 

本手引きでは、一時利用のうち、労働時間延長支援型及び復職支援型に特に焦点を

当てています。これは、労働時間延長支援型及び復職支援型には、労働時間の延長や

復職といった、一般就労に向けた就労支援の要素がより明確に含まれているため、就

労系障害福祉サービス事業所内のプログラムの構築や、就労系障害福祉サービス事業

所・企業・市町村等の連携などに、より留意すべきポイントがあると考えられるため

です。 
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1.3.  本手引きの使い方 
本手引きは、一般就労中における就労系障害福祉サービス（就労移行支援、就労継

続支援）の一時利用（以下、本手引きでは「一時利用」と称します）に関わる以下の

方々を主な対象としています。 

・就労系障害福祉サービス事業所職員 

・企業担当者 

・市町村担当職員 

 

２章「働き始めに段階的に労働時間を増やすための就労系障害福祉サービスの一時利用

（労働時間延長支援型）」、３章「休職から復職支援を目指すための就労系福祉サービス

の一時利用（復職支援型）」では、章の最初の部分で、制度の概要について説明し、章の

中には「就労系障害福祉サービス事業所職員向け」「企業担当者向け」「市町村担当

職員向け」の節をそれぞれ設けました。ですので、特に関わりのある活動について、

まずその章の最初のセクション「概要」を読んでいただき、続いて読者の方ご自身の

立場にあった節を読んでいただけば、実践のポイントが把握できるようになっていま

す。 

また、一時利用を進めるにあたって、労働法規との関係も気になるところです。こ

の法律面の問題については、４章「法的な側面から見た一時利用」にて説明していま

す。 

最後に、５章「一般就労中の就労系障害福祉サービスの一時利用の実施を巡るその他の

ポイント」により、他の制度との関係や、一時利用の不適切な使い方について説明してい

ます。 
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コラム１：米国の employment firstとは何か 
 

Employment First（以下、EF）とは、アメリカの労働省障害者雇用政策室

（Department of Labor, Office of Disability Employment Policy）が提唱して

いる概念であり、以下のように定義されています。 

 

「EFは、最重度の障害を有する者を含むすべての個人が競争的統合雇用

（Competitive Integrated Employment：CIE）と地域生活に完全に参加できるという

前提を中心とした国家的な制度変革の枠組みである。」 

U.S. Department of Labor: Office of Disability Employment Policy      

(https://www.dol.gov/agencies/odep/initiatives/employment-first) より抜

粋 

 

 現在、アメリカでは EFの概念のもと、各州において、最低賃金の引き上げをはじめとする

制度的変革や、重度の障害を有する若年者等を対象とした競争的統合雇用（CIE）＊を第一

の選択肢とする就労支援の推進といった取り組みが進められています。アメリカにおける職

業リハビリテーションの大きな目標としてのCIEは 1920年代〜1972年の「職業リハビリ

テーション法」の時代から長く提唱されていますが、1973年の「リハビリテーション法」を経

て 1986年の「リハビリテーション法改正」における援助付き雇用（ジョブコーチ支援）の開始

に伴い、いわゆる「一般就労」の推進があらためて奨励されました。つまり、社会から分離され

た保護的就労ではなく、一般就労を推進するジョブコーチ支援により、最重度の障害を有す

る人でも一般就労できるということが次々と証明され、実践も進められたのです。その後も労

働省では障害者の「雇用」に焦点を当てた政策が進められ、現在に至っています。 

＊「競争的統合雇用（CIE）」は、日本でいわれる「一般就労」と概ね同様の概念です。 

 

EFに根差した支援は労働省によるプログラムの立ち上げに端を発し、今では EF支援協

会（Association of People Supporting Employment First：APSE）などのNPO

が EFに携わる支援者の情報交換や技術向上を目的とした全米規模のカンファレンス・研修

プログラム等のイベントを開催しています。研修の多くはオンライン配信されており、世界中ど

こからでも学ぶことが出来ます。APSEは各州に支部展開しており、筆者が 2024年 2月

に参加したハワイ APSE主催のカンファレンス（2024 Hawaii Summit on 
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Employment First）では、「障害当事者向け」会場では「Discovering yourself: 

Creation of a Personal Profile（自分を見つける：プロフィールの作成）」といった自己

理解にかかわるセッションが、「支援実践者向け」会場では機関間連携や最新ツールの活用

事例の紹介が、「IPS関連」会場では IPS（Individual Placement and Support：個別

就労支援プログラム）モデルに関する講義が行われていました。大変活気のあるイベントで、

アメリカにおけるCIEの価値、そして EFに基づく支援の重要性を強く体感することができ

ました。 

日本では、最重度の障害を有する人についても「一般就労を最初の選択肢とする」という

考えは、あまり聞かないのではないでしょうか。むしろ、一般就労できそうな人には一般就労

に向けた支援は行うが、一般就労が難しそうな人には無理をさせなくてよいという考えも、日

本ではある程度広がっているように思われます。ただし「この障害を有する人の一般就労は

難しそう」という関係者の判断が、時に社会参加の制約となる場合もあるのではないでしょう

か。そうしたことから、アメリカの一般就労を最初の選択肢とする「雇用第一主義」という概念

は、日本において就労支援をしていくうえでも一考に値するものであるとも言えるでしょう。 

 また、当然ながら、アメリカは日本とは比較にならないほど広い国ですので、州・地域によっ

て気候的特性や民族的特性、制度的背景等が異なります。だからこそ支援者は、自身の支援

実践を振り返り、より良い支援提供を目指すために自地域における取り組みを発信し、また

他地域の取り組みを知ることに積極的であるように感じられます。日本における職業リハビリ

テーションと就労支援の取り組みが、他国の支援者にとって学びになる面も大いにあると思

われます。日本からも広く世界に発信し、また他国の取り組みを知り、良いところを盗んでい

く姿勢を、日々意識していたいものです。 
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2. 働き始めに段階的に時間を増やすための就労系障害福祉サービ

スの一時利用（労働時間延長支援型） 

2.1.  概要 

本章では、働き始めに段階的に時間を増やすために、一般就労をしながら就労系障

害福祉サービスを一時的に利用するということ（以下、「労働時間延長支援型」とい

う。）について、その留意点を示します。 

本章第２節は就労系障害福祉サービスの担当者へ、第３節は企業担当者へ、第４節

は市町村担当者へ、第５節は就労支援機関担当者へ向けて執筆したものとなります。 

また、労働時間延長支援型を活用する場合のプロセスとして、開始前、開始時、実

施中、終了時、終了後という流れを想定しています。そして、このプロセスごとに留

意点を示しています。 

2.2.  就労系障害福祉サービス事業所職員向けの情報 

2.2.1. 概要 

本節では就労系障害福祉サービスから、円滑に一般就労に移行するために、労働時

間延長支援型を使う場合のプロセスに沿って、就労系障害福祉サービス事業所職員が

理解しておくべき情報を記載しました。制度的な留意点及び一般就労へ移行していく

ための実務上の留意点について解説します。 

 

2.2.2. 就労系障害福祉サービス事業所内の一時利用を実施する体制構築 

就労系障害福祉サービス事業所には複数の利用者が通っていることと思います。そ

のため、労働時間延長支援型を活用するうえで、どの利用者にその活用が必要なのか

を検討し、利用者本人の自己決定を尊重しながら進めていくことが重要となるでしょ

う。 

また、労働時間延長支援型は個別支援を意識することが必要です。労働時間延長支

援型の対象者となった人について進捗状況や課題について個別に把握し、力を伸ばし

ていく、またそのために環境調整も含めた支援を行っていくという意識が重要となり
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ます。そして、そのために当該対象者が企業等で働いている間については、当該就労

系障害福祉サービス事業所の職員や他機関職員との連携のもと、企業で働いている間

の課題（勤務状況、作業ぶり、周囲の方との人間関係等）についてよく把握し、また

課題を解決していけるように支援していく（作業内容の調整、作業手順習得支援、挨

拶が重要であればできるように支援する等）ことが重要となります。つまり、就労系

障害福祉サービス事業所内で集団の中の一利用者として把握したり、グループでの作

業の出来高を把握するだけではなく、より個にフォーカスした視点を持ち、関わりが

求められることになると言えるでしょう。また、当該利用者が企業等で勤務している

日時に就労系障害福祉サービス事業所の職員がその企業等を訪問する体制を取ること

ができるのか、あるいは連携している支援機関がその企業等を訪問し支援することが

できるのかといった点も重要となります。逆に作業の納期を守るため職員が外に出る

余裕が全くなく、連携する支援機関も存在しない場合等は当該就労系障害福祉サービ

ス事業所内の体制整備が必要となってくると言えます。 

加えて、企業との調整・交渉の技術も必要となります。企業との調整・交渉につい

ては、障害福祉分野で長年勤務していたとしても、不得手にしている職員も少なくな

いようです。例えば、利用者のことを思うあまり、企業側にとって実行が難しいよう

な要求を行ったり、逆にその企業にお世話になっているからと、利用者にとって必要

な要望（合理的配慮に係る依頼など）をなかなか伝えられないといった場合があるよ

うです。いずれの場合でもアンバランスさがあり、企業との適切な信頼関係が構築で

きないということにつながってきます。 

ですので、この点についても、就労系障害福祉サービス事業所側でもどの程度自分

達がスキルを持っているのかきちんと認識し、必要に応じて、就労支援機関に助言を

求めたり、一緒に調整・交渉してもらえるように依頼する必要があります。 

 

2.2.3. 労働時間延長支援型の開始前 

（利用者に対して） 

どのような利用者が労働時間延長支援型の活用が必要なのか検討する上で、職員の

利用者に対する見立てが重要となります。 

労働時間延長支援型は、基本的には企業における労働時間が概ね週 10～20時間から

段階的に労働時間の延長を希望する人を対象としています。そのため、企業等での労
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働に対する不安や緊張、疲労が強い、あるいは当該企業の職場内で担うことができる

仕事が非常に限られており、概ね週 10時間の労働時間を達成するためにはさらに準備

期間が必要な方等については、すぐには対象とはならないと考えられます。 

さらに、就労系障害福祉サービス事業所の職員側が「利用者の状況、企業の受け入

れ状況等の双方の状況から、就職に際しては労働時間延長支援型の活用が必要であ

る」等と判断しても、職員側の思いのみで一方的に進めずに、利用者本人の意思を確

認することが重要です。利用者の中には、「昔、会社に就職していたけれど怒られて

ばかりだった」等、これまでの経験から一般就労に向けて取り組むことに後ろ向きの

場合もあったり、父母などの関係者が「会社が倒産したら戻るところがない」などの

理由から、一般就労に向けて進むことに否定的な場合もあるかもしれません。一般就

労に向けた条件が整っていない場合は、まずはきちんと相談を行い、会社の見学に行

ってみる、一般就労にチャレンジした元利用者から体験談を話してもらうなど、視野

を広げてもらうための関わりも重要となってくる場合があると思われます。 

（企業等に対して） 

・企業との出会い 

一時利用の制度が始まったばかりということもあり、この制度を知っていたり、使

ったことがあるという企業は少ないと考えたほうがよいと思われます。また、ハロー

ワークや障害者就業・生活支援センターなどとは関わった経験はあったとしても、就

労系障害福祉サービス事業所に関わった経験はないという企業も少なくありません。 

そのため、特にこれまで企業等と接したことのない就労系障害福祉サービス事業所

の場合、障害者雇用を検討してくれる企業を見つけるということ（職場開拓と言って

もよいと思われます）に非常にエネルギーを要する場合もあると思われます。まずは

障害者雇用に興味のある企業等の情報を把握するために、 

 

・ハローワークや障害者就業・生活支援センターなどで、定期的に企業情報を得る

ようにする。 

・商工会など地域の企業の集まる会合に参加するなどして企業等とのつながりをつ

くっていく 

・受注作業を委託してもらっている企業や、その企業に関連する企業につなげても

らう 
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等、あらゆる機会を利用して、障害者雇用に興味のある企業と出会うことが、まずは

必要となります。 

 

・企業の環境の把握 

もし障害者雇用に協力してくれそうな企業が現れた場合、企業見学をさせてもらい

ましょう。企業内でどのような作業が行われているのか、どのような作業であれば利

用者が行うことができそうか、どの利用者に向いていそうか、周囲の同僚等の方たち

との関わりはありそうか、職場実習や就職後折に触れて事業所職員が職場訪問するこ

とが可能そうか、などを把握したいものです。これらの情報は、労働時間延長支援型

を活用することになった際に、さらに詳細が明らかになる場合もありますが、個別支

援計画の立案・作成に必要となりますので、労働時間延長支援型の開始前に一定程度

把握しておくことが望ましいでしょう。 

 

2.2.4. 労働時間延長支援型の開始時 

（企業との調整） 

協力企業が現れてから、企業との詳細な調整が始まります。 

まず、企業についての理解が重要となります。障害者雇用との関わりという観点か

らは、障害者雇用の経験が多くあるところ、あまりないところ、特定の障害種類を受

け入れた経験はあるが他の障害種類については経験がなく、受け入れる自信がないと

ころなど（例えば、知的障害のある人の受入経験はあるが、精神障害のある人の受入

経験はないなど）、企業は様々です。こうした企業側の実情も踏まえたうえで、企業

と利用者とが出会う場に支援者として同席することとなります。 

採用に際して、本人が企業環境に段階的に慣れていく必要がある場合には、支援方

法の一つとして労働時間延長支援型の活用について検討してみます。その際、企業等

に対して、労働時間延長支援型の期間は原則３～６カ月、最大 1年であること等、要

件があることを伝える必要があります。 

障害者雇用にあまり自信がない企業も存在します。そうした企業等に障害者雇用へ

の不安を解消してもらうためにも、就労系障害福祉サービス事業所等がきちんとサポ

ートをするということも伝える必要があります。一方で、雇用をするのはあくまでも
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企業等であり、企業等に雇用管理の責任があることについて説明することも重要で

す。この両側面のバランスの取れた説明を、企業側の障害者雇用の経験等も踏まえつ

つ行っていく必要があります。なお、助成金等の不正受給につながる恐れもあるた

め、就職に向けて企業と調整した後に、重ねてハローワークに求人申込みをしないよ

うに留意が必要です。 

 

（相談支援事業所・市町村・就労支援機関との連絡調整） 

就労系障害福祉サービス事業所の担当者は、本人や企業等から労働時間延長支援型

の実施意向の可能性が示されたら、速やかに、相談支援事業所や市町村の担当部署

（障害福祉課等）と連絡を取っておくことが望ましいです。まだ、労働時間延長支援

型を利用するかもしれないという可能性が示された段階ではあるものの、早期に伝え

ることによって、どのような手続が今後必要となるのかこれらの関係機関から示唆が

得られたり、また急に話が進展したとしても比較的対応が取りやすくなるためです。

もちろん、実施の可能性を伝えたものの一時利用を結果的に実施しないこととなった

場合は、その旨早めに連絡・共有しておくことが重要です。 

また、正式に労働時間延長支援型が開始されることが決まったら、相談支援事業所

や市町村の担当部署（障害福祉課等）と連絡を取り、相談支援事業所にサービス等利

用計画案を作成してもらい（セルフプランでのサービス利用計画を許容している市町

村の場合はセルフプラン）、市町村に申請するという流れとなります。市町村での正

式な支給決定を経て、労働時間延長支援型を開始することとなります。 

 

（個別支援計画の作成） 

労働時間延長支援型を開始するにあたり、個別支援計画の作成も必要となります。

個別支援計画の作成に当たっては、次項（2.2.5. 労働時間延長支援型の実施中、

p.12）にも留意しつつ、勤務時間を延長していくことを目指すために、具体的にどの

ようなことが課題であり（体力・スタミナを伸ばす必要があるのか、職務の幅を少し

ずつ拡げていく必要があるのか、周囲の同僚・上司との関係構築を図り理解やサポー

トを得ていく必要があるのか等）、その改善のために誰がどのような支援を行ってい

くのか具体的な計画を作成していくことが必要となります。 
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例えば、どのようなことを目標とするのか、何曜日の何時から何時まで企業で働

き、就労系障害福祉サービス事業所には何曜日の何時から何時まで通うのか、それぞ

れどのようなことに取り組むのか、また利用者が企業で働いている間、就労系障害福

祉サービス事業所はどのように関わるのか、など明確に示す必要があります。 

また、個別支援会議等を経て、利用者からの同意（インフォームドコンセント）、

関係者（企業も含む。）の合意も、当然ながら必要となります。 

 

2.2.5. 労働時間延長支援型の実施中 

個別支援計画に基づいて労働時間延長支援型の支援を行っていくことになります。

体力・スタミナの増強や対応できる仕事を増やすこと等によって企業での労働時間を

延ばしたり、利用者と周囲の同僚・上司との関係形成を図り、ナチュラルサポートの

形成をしていくことも重要です。 

そのために、企業内において就労系障害福祉サービス事業所職員が行う支援（利用

者に対する支援、周囲の同僚・上司・企業人事担当者への支援）、就労系障害福祉サ

ービス事業所に利用者が通ってきたときに行う支援（必要に応じて企業での作業につ

いての練習や振り返り、悩み事の相談など）を行っていきます。 

個別支援計画も確認しながら、支援の進捗について確認していき、課題の改善等が

図られない場合は、アプローチ方法や、場合によっては目標自体について再検討する

必要が出てくるでしょう。 

いずれにしても、単に何となく「労働時間延長支援型を使う」ということではな

く、目的・目標を明確に意識したうえで、個別に支援を行い労働時間の延長支援を行

っていく姿勢が求められます。 

また、就労系障害福祉サービス事業所の担当者は、終了の時期が近付いてきている

場合（残り２カ月など）、その状況について市町村に適宜連絡をしておくことが望ま

しいでしょう。こうすることで、支給決定等を行う市町村側が現況を把握しやすくな

り、円滑な支援の実施につながっていくのです。 
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2.2.6. 労働時間延長支援型の終了時 

労働時間延長支援型の目標が達成されて（＝目標としていた勤務時間まで移行し

て）終了となった場合、労働時間延長支援型の支援を行っていた就労系障害福祉サー

ビス事業所による６か月間の定着支援の期間となります。 

一般的には就職した時期というのは「移行」期にあたり、生活の変化に伴う危機の

時期でもあると言えるでしょう。労働時間延長支援型を経て就職した人の場合です

と、就職先の会社に通うことが増え、一方で利用していた就労系障害福祉サービス事

業所に行くことは基本的にはなくなります。就労系障害福祉サービス事業所の担当者

は、こうした時期に就職した会社を訪問したり、勤務のない日時に利用していた就労

系障害福祉サービス事業所に来てもらうなどして、職務遂行ぶりや、仕事に対する満

足度、人間関係などを把握して、適切にサポートしていくことが求められます。 

また、この６か月間の後も定着支援が必要な場合には、支援機関（就労定着支援事

業等）に対して早期から連絡調整を行い、次の段階に向けての準備を行っていく必要

があります。 

2.3. 企業担当者向けの情報 

2.3.1. 制度の概要 

障害者雇用促進法により、すべての事業主（企業）は、障害者の能力を正当に評価

し、適切な雇用機会を提供するとともに、適正な雇用管理と障害者の職業能力の開

発・向上のための支援を行う努力義務が課せられています。また、障害者雇用率制度

や納付金制度が適用される企業にとっては、障害者雇用の推進は重要な経営課題とし

ても位置付けられることでしょう。 

そこで、この労働時間延長支援型を効果的に活用して、働き始めたばかりで、まだ

仕事や職場に慣れていない障害者が、無理なく仕事や職場に適応し、段階的に労働時

間を増やしていけるように支援することが期待されます。労働時間延長支援型の対象

者は、概ね週 10～20時間未満で働く障害者で、原則として３～６か月（延長が必要な

場合は合計１年まで）の間に労働時間を増やすことが可能と見込まれる方が想定され

ています。対象者は、通い慣れた就労系障害福祉サービス事業所を引き続き利用し生

活リズムの維持等を図りながら、企業で働きますので、企業は労働時間延長支援型の

実施中の様子を踏まえて、就労系障害福祉サービス事業所や就労支援機関とともに、
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職場で提供すべき合理的配慮の内容を検討し、労働時間延長支援型終了後に職場への

円滑な移行が図れるように環境を整えましょう。 

 

2.3.2. 労働時間延長支援型のプロセス 

労働時間延長支援型は、基本的には一般的な障害者雇用の採用プロセスに沿って進

められます。一般的な障害者雇用の採用プロセスとは、まず、企業担当者自身が障害

者雇用についての理解を深め、企業としての方針を作成します。次に、雇用する障害

者の職務内容を検討し、労働条件等を決定します。その後、ハローワーク等に求人を

出して応募者の採用選考を行い、最終的に労働契約を締結して雇用します。 

労働時間延長支援型では、段階的に労働時間を増やすため、労働契約の見直しを行

う、というステップが追加されます。また、概ね週 20時間以上の労働時間で働くこと

が難しい障害者が対象になるため、上記のプロセスをより慎重に進めることが求めら

れます。 

 

2.3.3. 各プロセスにおける留意事項 

ここでは、労働時間延長支援型を含めた障害者雇用の採用プロセスを、準備段階、

募集段階、採用・定着段階の三段階に分けて、各段階で留意すべき点について詳しく

説明します。 

 準備段階で企業が行うべき最も重要な事項は、「今一度、なぜ障害者雇用をするの

か」を問い直し、言語化しておくことです(眞保, 2021)。これは、障害者雇用の方針

を作成し、経営方針や人事労務方針の中に正当に位置付ける作業でもあります。こう

した手続を踏むことで、障害者雇用が重要な経営課題であり、社内で協力して取り組

むべき業務であることを明らかにできます。実行性のある障害者雇用の方針を作成す

るためには、障害者雇用の理念や背景、障害者雇用促進法等の関連する法制度、地域

にある様々な就労支援機関の役割、主な障害の種類と特徴、障害に応じた合理的配慮

事例等について把握しておくことが必要です。そのため障害者の雇用管理を行う企業

担当者は、この段階で幅広く情報を収集し、障害者雇用についての理解を深めておく

ことが求められます。どうしても自社で障害者が働く姿をイメージできない場合に

は、例えば、近隣の就労継続支援事業所などに依頼し、福祉的就労の現場を訪問して
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実際に障害者の働く姿を見学させてもらうことや、障害者の職場実習を行うことなど

が役に立ちます。 

募集段階では、企業担当者は、自社で働く障害者のイメージが、ある程度できてい

るかもしれません。しかし、障害者の雇用管理を担当する企業担当者は、通常、人事

労務部門のスタッフであり、実際に障害者が配属される部署とは異なることでしょ

う。採用された障害者は、社内の様々な部署に配属され、現場で様々な業務に従事す

ることが一般的です。つまり、実際のキーパーソンは、配属された現場の管理監督者

になるわけです。そこで、この段階から現場の管理監督者に参画してもらい、障害者

に担ってもらうべき職務内容を検討することが大切です。この職務内容の検討作業は

「職務の切り出し」などと呼ばれています。具体的な切り出し方は、障害種別によっ

ても異なりますが、現場の管理監督者と協働して既存の一連の職務を分析し、作業を

切り出します。この切り出した作業を１日や週単位で計画的に割り当てます。こうす

ることで、賃金に見合う職務として再設計することができます。 

職務内容と合わせて、この段階で労働条件も検討しておきましょう。労働条件を検

討する際には、労働市場における相場も参考になります。障害者雇用にかかる一般的

な労働条件は、厚生労働省が公表している障害者雇用実態調査等を参照して把握する

ことができます。また、求人提出に当たって、ハローワーク等で求人条件を相談する

こともできます。 

以上の手順によって求人条件が整いましたら、ハローワーク等に求人申し込みを行

います。ハローワークには、求職登録をしている就労系障害福祉サービス事業所を利

用中の障害者の情報もありますので、 求人条件に適合する方がいれば紹介をしていた

だきます。 また、自社で任せたい職務にマッチする人物かどうかを適切に判断するた

めに、数日間の職場体験や一定期間の試行的な雇用を行い、その期間に適性を見極め

るといった選考方法も、しばしば行われています。 

採用・定着段階では、採用選考を適切に行うことが必要です。採用が決定しました

ら、労働関係法令を遵守した労働契約を締結します。その際、労働時間延長支援型の

対象者の場合には、段階的に労働時間を増やしていくことが想定されるため、障害者

本人とよく話し合い、はじめは無理のない範囲で労働時間を設定します。その後、働

きぶりを見て、さらに労働時間を増やすことが可能だと双方の合意が得られる場合

に、労働条件を見直し労働契約を再締結すると良いでしょう。 
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2.3.4. 労働時間延長支援型実施上の重要なポイント  

合理的配慮は、障害者の雇用管理を行う際の基盤となる重要な考えです。合理的配

慮に関する基本的な考え方は、厚生労働省が作成した合理的配慮指針によって明らか

にされています。障害者の雇入れまでに、当該障害者から意向を確認し、どのような

合理的配慮の措置が必要であるか、また、企業としてどの範囲の配慮であれば対応可

能なのか、話し合って決めましょう。その際に、障害者雇用事例リファレンスサービ

スを参考にすることをお勧めします。このサービスは、独立行政法人高齢・障害・求

職者支援機構が提供しているデータベースであり、インターネット上で誰でも無料で

閲覧が可能になっています（https://www.ref.jeed.go.jp/index.html）。障害種別や

業種・従業員規模などに応じた、合理的配慮事例を簡単に検索できますので、他社の

取組を参考にしながら、自社で提供できる合理的配慮を具体的に考えていくと良いで

しょう。 

なお、合理的配慮は指針に示されているように、障害者と企業が話合いを通じて相

互理解を深める中で決定・提供されるべきものであり、また、その話合いを可能にす

るための相談体制の整備は、前提かつ不可欠なものとなります。 

 

2.3.5. 就労系障害福祉サービス事業所との調整方法 

労働時間延長支援型の対象者は、標準的な労働時間での勤務が困難な方であること

が考えられます。そのため、慣れない職場での勤務は、短時間であっても、相当な不

安や緊張、そして大きなストレスを感じるということが予想されます。そこで、働き

始めの最初期の段階には、すでに信頼関係のできている就労系障害福祉サービス事業

所の職員からサポートを受けることが、障害者本人にとって大きな助けになります。

企業担当者は、障害者本人がそのような機会を定期的に持てるように調整すると良い

でしょう。また、企業担当者が、職場で、障害者本人に気になることを直接伝えにく

い場合は、就労系障害福祉サービス事業所の職員等を通じて伝えることが有効な場合

があります。就労系障害福祉サービス事業所等とうまく連携することで、障害者本人

とも円滑なコミュニケーションが図れるでしょう。 
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2.3.6. 就労支援機関の活用 

 信頼関係が構築できている就労系障害福祉サービス事業所からのサポートは、障害

者本人にとって大きな助けとなりますし、障害者を雇用する企業にとっても安心材料

となることは間違いありません。一方で、企業と就労系障害福祉サービス事業所で

は、障害者雇用の推進という大きな目標は共有しているものの、細かな点で意見の相

違が生じることもあります。 

 就労支援専門機関は、就労系障害福祉サービス事業所より中立的で客観的な立場か

ら、障害者本人と企業の双方にサポートを提供してくれます。そのようなサポートが

必要な場面では、就労支援専門機関にも関与してもらうことを検討すると良いでしょ

う。ほかにも、ハローワークでは助成金の相談にも応じてくれます。例えば、ハロー

ワークから紹介された障害者を、継続雇用を目指し試行的に雇用する場合にはトライ

アル雇用助成金が、継続して雇用する労働者として雇い入れた場合には、特定求職者

雇用開発助成金が、受給できる可能性があります。こうした助成金を活用したい場合

には、事前にハローワークに受給要件等を確認し、計画的に進められると良いでしょ

う。 

 

2.4. 市町村担当者向けの情報 

2.4.1. 概要 

今般、障害者総合支援法が改正されたことにより、一般就労中における就労系障害

福祉サービスの一時利用がより多くの市町村で行われることになっていくことが考え

られます。そこで、本節では、労働時間延長支援型について市町村担当者の立場での

留意点について解説します。 

 

まず、労働時間延長支援型の実施の可能性がある段階で就労系障害福祉サービス事

業所から相談があった場合は、相談のあった事例の状況を確認し、一時利用に係るニ

ーズ把握を行うとともに、必要に応じて実施における留意事項やその後の手続きにつ

いて案内を行います。そして、正式に労働時間延長支援型について申請がなされた

ら、就労系障害福祉サービス事業所と企業、本人とで、労働時間延長支援型の実施に

ついて合意があることを確認します。その後、相談支援専門員によりサービス等利用
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計画案が作成され、市町村へ申請されます。その際、市町村としては支給決定に係る

検討を行います。労働時間延長支援型の支給決定期間は、１か月から６か月までの範

囲内で月を単位として定め、個々の状況に応じ、原則３か月から６か月以内の間とさ

れていますが、延長が必要な場合は合計１年まで認められます。この労働時間延長支

援型の終了時点で、帰趨を把握します。なおこのような把握を通じて、当該地域にお

けるノウハウの蓄積にもつながっていくものと考えられます。 

 

2.4.2. 申請段階での確認 

市町村は、サービス等利用計画案を提出してもらい、書面での確認を行うこととな

ります。また、必要に応じて「一般就労中における障害福祉サービスの利用申請書」

といった様式を作成し、提出を求める場合もあるでしょう。これは、労働時間延長支

援型の必要性があること、要件を満たしていること、関係者から同意を取れているこ

とを端的に示すためのものです。 

書類については、利用者本人、就労系障害福祉サービス事業所だけでなく、企業と

も合意が取れているか確認する必要があります。またその際、同意が得られているこ

とを単に口頭での約束（事業所職員による口頭説明「企業からも了解が得られていま

す」といった事業所職員による口頭説明）などだけでなく、利用者に係るサービス等

利用計画案等において、段階的に概ね週 10時間以上 20時間未満から勤務時間を増や

すことや雇用先の企業等の同意が得られていることを確認することが重要です。 

また、サービス等利用計画案に妥当性があるかどうか判断することも重要です。労

働時間延長支援型の実施期間内で、企業に円滑に移行することが実現できるような計

画となっているか判断していくことが必要です。 

 

2.4.3. 支給の決定の判断 

労働時間延長支援型の申請がなされ、書類にも不備がないことが確認されたら、審

査会を開催するかどうかは市町村の判断に委ねられます。開催しない場合も一担当職

員ではなく、当該の課・部署としての判断は必要となります。その申請が、対象者に

とって本当に必要なものかという観点から判断することが必要です。 

加えて、サービス利用計画等の妥当性について再度検討し、真にその利用者の一般

就労につなげるための手順が示されているか、また障害者福祉・支援の理念から、そ
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の利用者が社会参加に向かっているかという観点からの検討も重要となるでしょう。

例えば、労働時間延長支援型のステップを踏まずとも一般就労につながりそうな利用

者でも使うようにすることは、障害者の社会参加を支援するという原則からすると不

適切な使い方となるでしょう。 

 

2.4.4. モニタリングの方法 

支給決定後も、モニタリングとして、一定期間の間隔ごとに、その利用者の状況に

ついて、就労系障害福祉サービス事業所に確認をすることが望ましいでしょう。その

ために、特に労働時間延長支援型を行っている就労系障害福祉サービス事業所と適宜

連携・情報共有を行っていくことが望ましいと考えられます。 

 

2.4.5. 計画に変更が生じた場合への対応 

労働時間延長支援型は最長１年間まで延長することが可能です。この延長に際して

も、市町村に延長の申請が必要です。開始の申請段階や支給決定の判断と同様に、関

係者の同意が書面で得られているか、サービス等利用計画に妥当性があるか、延長す

ることで当該利用者の社会参加につながっていくことが見込まれるのか等について、

判断することとなります。 

 

2.5. 就労支援機関担当職員向けの情報 

2.5.1. 概要 

本節は就労支援機関（障害者就業・生活支援センター、ハローワーク、障害者職業

センター等）の担当職員に向けての説明となります。就労支援機関は基本的に、直接

労働時間延長支援型の利用者を支援するというよりも、就労系障害福祉サービス事業

所や企業等に助言を行うという役割が想定されます。そのため、本節の内容は他の節

と内容が重なる点がありますが、労働時間延長支援型についての全般的な内容の理解

をしていただく必要があるため、総合的な説明をしています。 
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2.5.2. 支援プロセス 

 ここでは、就労系障害福祉サービスにおける労働時間延長支援型について解説しま

す。まずは、一般就労、すなわち雇用の機会を創出していくということから、職業リ

ハビリテーションに関する考え方を中心に、基本的な支援のプロセスについて説明を

します。職業リハビリテーションでは、一般就労に向けて、①就労相談、②就労準備

（職業準備性の育成）、③職場開拓、④フォローアップ（倉知, 2006）というプロセ

スがあります。 

①就労相談は、インテークとも言われることがあり、利用者の希望を把握し、対応

できる支援内容について情報提供を行い、支援の利用を検討するために行われます。

情報を収集する際には、支援者が対象者に関わる情報を把握するだけでなく、対象者

本人が自分自身の現状を的確に把握することができるよう心がける必要があります。

また、単に情報を収集するに留まるのではなく、信頼関係の構築、対象者本人を中心

とした希望の確認、サービス内容の説明が求められます。 

②就労準備（職業準備性の育成）は、収集した情報を整理し、目標設定及び目標達

成の方策を明確にするためにプランニングがなされ、そのプランを元に実施されま

す。先んじて、何らかの職業アセスメントを実施した上で就労準備を高める支援を行

うこともあれば、支援の目処をおおよそ立てて、就労準備を高める支援と同時進行で

職業アセスメントを実施することもあります。前者の場合、検査などを利用すること

が多く、後者の場合、実務場面での観察によるアセスメントを行うことが多いです。

また、支援のプランニングについては、一度計画したら必ずしもそれが最終的な支援

方針となるわけではなく、あくまでも初期のプランニングとして考え、支援過程の中

で柔軟に変更されることが求められます。 

訓練が始まると、一般就労の実現のために、職業準備性を高める支援が行われま

す。職業準備性とは、職務遂行に必要な技能、基本的労働習慣、日常生活・社会生活

面の技能等からなります。一方で、この全てが整ってから一般就労を行うということ

ではなく、将来にわたり改善する可能性が見出せた場合には、この段階の支援に時間

をかけすぎずに一般就労への移行を試みる必要があります。その際には、対象者の課

題となるところばかりでなく、強みを捉え、それを強化していくという視点も大切で

す。 
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③職場開拓は、ハローワークなどの求人情報を取り扱う機関と連携しながら、既に

公開されている求人情報を収集することとなります。また、地域の中で発掘できそう

な求人を見つけるために企業にアプローチをすることもあります。求人情報から職務

内容を分析し、対象者の能力とマッチしているか検討します。その際、障害者と職場

の特性や職務内容が合致するよう、双方の状況を把握して調整を行います。 

④フォローアップは、集中支援の時期と定期介入の時期、フェードアウトをはかる

時期があります。一般就労の初期においては、時間的にも介入量的にも多くの支援を

行い、徐々に職場内の職員間でナチュラルサポートが成立するようにフェードアウト

をしていきます。ナチュラルサポートが成立した後も、全く対象者や企業とは関わら

ないというのではなく、支援が必要な場合にはすぐに介入できるよう、窓口を明確に

し、対象者と職場に明示しておく必要があります。このことが、両者にとって安心し

て雇用関係が続く方略にもなります（日本職業リハビリテーション学会, 2012）。 

 

2.5.3. 各プロセスにおける留意事項 

 上記の支援のプロセスの内容に合わせ、労働時間を段階的に増やしていくための留

意事項を解説します。 

①就労相談とは、ここでは対象者が一般就労を希望した時期に行うものを指します。

就労移行支援だと事業利用の開始当初、就労継続支援Ａ型や就労継続支援Ｂ型だと事

業利用の開始当初や事業利用の途中から始まるということも考えられます。他の支援

の介入時に就労相談を希望される場合もあります。 

労働時間を増やしていくためには、一定の期間が必要となるため、対象者のモチベー

ションの維持が重要となります。そのためには、対象者の希望を中心に支援が展開さ

れることが求められます。業務内容、給与、生活の充実など、仕事に関係することか

ら仕事を通じて実現したい生活など、希望は多岐にわたりますが、この訴えは丁寧に

確認する必要があります。また、情報があれば、個人情報に留意した上で、過去の事

例の成功例や失敗例なども挙げつつ、現実的に実現可能な一般就労の方法を、対象者

とともに考えていくことも有効です。 

②就労準備（職業準備性の育成）は、勤務日数や勤務時間が少ない状況であっても、

既に一般就労が実現しているということを前提に説明します。一般就労先を想定した

場合、そこでうまくいっている場合、うまくいっていない場合があるでしょう。この
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うまくいっている場合を強化するために、一時利用する就労系障害福祉サービスでど

のような支援が必要であるのか検討をします。また、うまくいっていない場合に、例

えば、対処技能を身につけることや、治具などの代償手段の獲得、職務内容の調整な

ど、どのような支援が必要か検討することになりますが、強化、解決のための支援で

あるという考え方が必要となります。また、就労系障害福祉サービスに比べ、一般就

労の方が職務としてのハードルが高い場合には、このような具体的な方略を支援とし

て行うのでなく、徐々に慣れていくための支えとなるような利用（相談やストレス対

処方法の獲得）もあり得ます。まずは、就労系障害福祉サービスをどのような目的で

利用しているのか明確にすることが必要です。 

③職場開拓については、ここでは、新規の求人を開拓するというよりは、より良い就

労が実現できるように、現在の就労先の職務内容を分析し、勤務時間の延長や担当業

務の変更といった調整を試みることとして捉えます。対象者が担う職務内容のみなら

ず、上司や同僚、企業全体の規模や企業理念、地域での位置付けなど、細かな職務か

ら全体像までを見通していきます。対象者の個々の職務は重要ですが、長期的な就労

定着を考えていく上では、その企業の考える経営方針などを理解していく必要があり

ます。 

④フォローアップは、段階的に労働時間を増やしていく時期と、目標としていた労

働時間に達してそれを維持する時期に分かれます。段階的に労働時間を増やしていく

時期においては、対象者の日々の様子を把握しつつ、計画的かつ無理のないステップ

アップを目指して支援を行います。その際、対象者中心に考えるのではなく、職場の

事情を踏まえて、関係者間で協議をして進めていくことが必要です。目標としていた

労働時間に達し、それを維持する時期においては、通所頻度はほとんどない状態か、

場合によっては就労系障害福祉サービス事業所に通所していない可能性もあります。

この場合には、直接的な支援より、対象者を取り巻く人的環境資源（上司、同僚、他

支援機関、家族など）への関わりが主となる可能性があります。ナチュラルサポート

を成立させるためには、この段階になってから支援の方略を考えるのではなく、労働

時間を増やしている時期から想定と準備をしておく必要があります。 

上記の各プロセスの中では、長く支援をしている対象者に対しては、主となる支援

機関・支援者となることもある一方で、労働時間を増やすための主の支援（職場など

の現場とのやり取り）ではないことも想定されます。また、通所先は他の支援機関で
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あり、コンサルタント・助言者として関わることもあり得ます。連携する支援ネット

ワークの中で、自身の立ち位置を明確に理解し、その上で支援を行うことが求められ

ます。 

 

2.5.4. コンサルテーションの基本 

 就労支援機関は、他の支援機関が主体的に支援を行うことを前提に、間接的な支援

を求められることもあります。つまり、助言的立場ということです。この場合には、

いくつかの支援の考え方が必要となります。職業リハビリテーションにおいてリハビ

リテーションカウンセリングという支援方法があり、①カウンセリング（再統合

化）、②コーディネート（調整）、③コンサルテーション（相談）、④ケースマネー

ジメント（目標達成）、⑤クリティーク（論評）という支援や介入を基本としていま

す。一般用語としても使用されるコンサルテーションは、相談という機能を果たしま

す（松為, 2021）。 

 労働時間を増やしていくための支援において、誰からの相談であるか考えると、も

ちろん対象者本人が最も考えられますが、家族や職場も想定されます。どの立場の相

手であっても訴えを丁寧に確認し、言語化されない言葉の背景にある真意のニーズを

理解することが必要です。単に、対象者が訴えている言葉（一部の情報）により支援

方針を決定するのではなく、多面的に捉え、解釈を加えながら、真意のニーズを理解

することに努めます。このことが信頼関係を構築することも繋がり、支援が進展する

きっかけになります。労働時間を増やしていくことが、本人の生活においてどのよう

な達成に向かっているのか、将来実現したい自己像を想定していきます。  

このことは、利用者が訴える情報を受け、支援者が解釈する、ということでは十分で

はありません。利用者と支援者の相互のやり取りによって一緒に考えていく姿勢が求

められます。このプロセスを通じて、利用者もこれまでは考えに至らなかったことに

気付き、さらに充実した生活を実現できるきっかけとなります。 

また、就労支援機関が助言者としてコンサルテーションを行う際には、すでに就労

系障害福祉サービス事業所と企業との間などでの支援や議論が進んでいる途中から介

入するということも少なくありません。このことを理解して介入しないと、既に実施

された介入を繰り返すことになったり、不必要な情報収集、不要な助言となってしま

います。コンサルテーションを行う前に、これまでどのような支援が展開されてきた
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か、あらかじめ情報収集をする必要があります。また、本人や家族、他支援者間で関

係性が構築している中での介入でもあるため、そのネットワークの中に溶け込めるよ

うに介入する姿勢も求められます。 

 

2.5.5. コンサルテーションの内容 

① 就労系障害福祉サービス事業所に対するコンサルテーションの内容 

（ア）市町村との調整方法 

 平成 24年６月に成立した障害者総合支援法において、障害者支援区分が設定され、

その定義として「障害者等の障害の多様な特性その他心身の状態に応じて必要とされ

る標準的な支援の度合いを総合的に示すもの」とされました（厚生労働省, 2018）。

障害福祉サービスの利用を希望する方は市町村の窓口に各種資料をもとに申請を行い

ます。この際に、介護給付に分類されるサービス（居宅介護、生活介護など）は、そ

の後、障害支援区分認定審査会を経て支給決定がなされます。 

しかし、訓練等給付（就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型など）

は、認定区分が不要であるため、審査会の審査を経ずに支給決定がなされます。つま

り、市町村の担当部署が受理から支給決定まで対応します。 

一時利用について就労支援機関として関わる必要が出てきた場合、令和６（2024）

年障害者総合支援法改正の情報を市町村と共有する必要があります。支給決定後は、

直接的に支援を実施する就労系障害福祉サービス事業所と市町村とのやり取りになり

ますが、障害福祉サービスを受けるための申請段階では、就労系障害福祉サービス事

業所から利用希望の背景等について相談があった場合、補足的に説明することが必要

な場合もあるかもしれません。 

また、支援開始時のみならず、就労系障害福祉サービスが終了する場合には、主た

る支援機関である就労系障害福祉サービス事業所が、帰結結果について市町村に報告

することが必要です。これは、支援を行った対象者の報告という側面もありますが、

どのような地域課題があり、どのような支援により解決が図れたかといった情報を地

域で共有することで、支援体制が不十分な地域であれば自治体の福祉計画策定や自立

支援協議会での検討などに反映されるきっかけにもなるため、必要に応じて、障害福

祉サービス事業所に助言してください。 
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（イ）企業との調整方法 

企業は、企業理念を持ちながら生産や営利目的で事業を運営しているということを

まず理解しなければなりません。就労系障害福祉サービスの一時利用をする場合、ま

たはコンサルテーションを行う過程で、対象者の立場や事情等のみを第一に考えてし

まう支援者に出会うこともあるかもしれませんが、この観点だけでは雇用関係は成立

しません。松為は、働く意義を「役割の実現」という点から説明し、①社会的な意義

と、②個人的な意義の２つの側面から捉えています。前者は、社会自体の存続や発展

にとって必要不可欠な生産的な活動について、それを社会集団の構成員に割り当てて

分業化することを意味します。社会を構成する個々人は、自分の意思とは関わりな

く、割り当てられた役割を遂行することが求められます。これに対して後者は、自分

自身の能力や興味を発揮したり、仲間を作ったり、他の人からの賞賛を得たり、自分

の存在を認めてもらい、自己有用感や達成感を味わうといった心理的な満足を得る源

泉であると説明しています（松為, 2021）。つまり、本人のニーズと企業のニーズを

同等に捉えてバランスよく対応することが、労働時間を増やしていくことにつながり

ます。障害者を雇用した場合、企業の一職員となるわけであり、その労働を保証する

ためには福利厚生を充実させることや、雇用される障害者を取り巻く部署や社内の職

員教育を行うことで、企業利益が生まれるような介入も必要となることがあります。 

また、企業から相談を受ける内容として「一人の対象者の後ろに、福祉の支援者、

就労系障害福祉サービス事業所が多数あり、どこに何を相談したら良いか分かりにく

い。」ということがあります。確かに、障害者を複数名雇用している場合、それぞれ

に異なる支援機関がついていることがあるため、どこか窓口を一本化してほしいとい

う企業の思いも理解できます。そのため、企業へ介入する可能性がある場合には、支

援する対象者のみならず、他にどのような障害者が雇用されているのか、またどのよ

うな支援機関が主に介入しているのかなどの情報収集をし、連携を図りながら効率的

な実践を行うことが望ましいです。 

企業といっても、業種や職務、業務内容は様々です。また、家族経営のような小規

模企業と従業員数が 1,000人を超す大規模企業とでは、提供可能な業務内容の違い

や、障害者が関わる従業員にも量的・質的な違いがあり、障害者雇用に取り組む思い

にも違いがあります。法定雇用率を達成したい、人員不足から労働力を充足させた
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い、ダイバーシティの考えから多様な人材を配置したいなどで、企業の実態について

も把握しつつ、障害者本人と企業の両方を支援する関わり方が求められます。 

 

（ウ）支援の進め方 

 障害の構造を捉える上で、かつてはＷＨＯによる国際障害者分類（ＩＣＩＤＨ）と

いう考えで整理していました。ＩＣＩＤＨは、機能障害→能力障害→社会的不利とい

う３つの用語と一方向性の矢印で表現されていました。これによると、疾病や機能的

な障害があると、日常生活も阻害され、社会参加も制約されるという関係性になって

います。しかしながら、疾病や機能障害があっても、日常生活や社会参加に影響する

かというと、必ずしもそうとも言い切れず、環境や個人の性質による影響もあり得る

という考えに変わってきています。現在では、WHOが国際生活機能分類（ICF）という

考えを示しています。これは、健康状態、心身機能・身体構造、活動、参加、個人因

子、環境因子の分類であり、また、関係の方向性も一方向性ではなく双方向の矢印で

表現されます。さらに、ネガティブな内容のみ取り扱うのではなく、対象者の強みと

なるポジティブな内容も積極的に取り扱う考えです。障害者への支援を考える際に

は、個別性を十分に念頭に置き、状況を分析しつつ支援を展開していくことが重要で

す。これは前述した支援のプロセスのいずれの段階においても必要な考え方です。 

 労働時間を増やしていくために重要なポイントは計画性です。変更の可能性があっ

ても構いませんが、いつ頃までにどのくらいの労働時間を目指すのか設定し（長期目

標）、それを達成するためのステップを設定（短期目標）します。通常、長期目標は

半年や１年と設定することが多いかもしれませんが、短期目標はそれより短い 1か月

や３か月などと設定します。次に、その短期目標を達成するために直近ではどのよう

な工夫をするのかという方略を考えます。この方略を考える際は、支援者のみで考え

るのではなく、対象者と一緒に検討することが大切です。対象者が主体的に関わりを

持つことで、対処技能を効率的に獲得することができます。支援者の立場で考えます

と、最初に支援する事例は困難さがあるかもしれませんが、複数の支援の経験を積み

重ねるうちに、支援の方向性や方策について考えることができるようになり、さらに

効果的な支援が計画できるようになります。 
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② 企業に対するコンサルテーションの内容 

 大企業から中小企業に至るまで、障害者雇用を進める企業規模は様々です。企業内

における障害者雇用の専門性という観点で考えると、例えば保健、医療、福祉専門職

の配置の有無や、専門知識や技能がどのくらい共有されているかについては、ばらつ

きが大きいのです。大企業では、職場適応援助者（ジョブコーチ）を社内に配置して

いることもあると思いますが、マンパワーや雇用している障害者全員をフォローする

ことを考えると、それだけでは対応しきれない場合もあり、そのような場合には外部

の専門的支援の活用が欠かせません。 

 そういった中、企業から情報提供として求められることとしては、①一般的な障害

の特性、②雇用する障害者の個別事情、③関連制度や関係施設の情報などがありま

す。①一般的な障害の特性とは、そもそも障害があるということはどういうことであ

るか、また身体障害、知的障害、精神障害、発達障害について、診断名とその治療や

支援の概要、行動特性などが含まれます。この際、課題となる面ばかりではなく、成

功事例の情報も用いつつ、強みとなる部分の説明も有用です。②雇用する障害者の個

別事情は、個人情報に留意し、また本人の同意を得た上になりますが、個人の障害特

性のみならず、背景因子となる個人因子や環境因子による影響についても含まれま

す。その際、①一般的な障害の特性の説明と同様ですが、どのような方略により高い

パフォーマンスが発揮できるのかといった労働力として評価される内容も併せて説明

する必要があります。配慮することが多すぎる対象者ということではなく、最低限の

配慮と、労働力として貢献できる能力を合わせて説明することが、企業の理解を促進

させる方法です。③関連制度や関係施設については、地域事情によって変わってくる

かと思いますが、障害者雇用を推進することが有益であるという理解につながるよう

な説明が必要です。単に、すべての情報を伝えるだけでは、制度や支援の活用にはつ

ながりません。書面化するなどの工夫もしつつ、一般的に障害者雇用を進めるための

制度や支援はもとより対象者の雇用のために活用が望まれる制度や支援を説明する必

要があります。 

 企業向けのコンサルテーションにおいて、労働時間を増やすことに有効な支援方法

としては、上記に加え、①企業からの窓口を明確化（できれば一本化）すること、②

支援機関のネットワークを形成することがあります。企業から福祉の世界を見ると、

様々な形態や福祉サービス事業所があり、どこに何をお願いしたらよいか分かりにく
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いことがあります。そのため、どの対象者のことであったとしても、ここに連絡をす

れば動いてもらえるという窓口を明確化し、さらに言えばそれは特定の支援機関が対

応できると効率的であり、地域の事情によって決めていくことが求められます。②支

援機関のネットワーク形成については、日頃より関係各所で連携を図っておき、窓口

となる支援者・支援機関が企業からの相談を受けた場合、内容に応じてすぐに繋ぐこ

とができると、タイムラグがなく迅速な対応が可能となります。また、福祉のネット

ワークのみならず、企業同士の関係性の構築も有効です。成功例を共有しやすく、専

門的な支援がなくとも解決に至ることがあります。こういったネットワーク形成のた

めの介入が、コンサルテーションにおいては必要となります。 
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コラム２ 労働時間延長支援型の事例 

取材により把握した、就労継続支援Ｂ型事業所（Ｋ事業所）から労働時間延長支援

型により一般就労に結び付つきつつある事例を紹介します。就労者は 30代男性（重

度）と 30代女性（中度）です。 

１名は他の就労継続支援Ｂ型事業所を利用していた経験があり、もう１名は企業を

退職後にＫ事業所の利用を開始しました。 

就労支援開始の契機は、Ｋ事業所への受注作業の委託先企業から、「障害者雇用を

進めたい」意向の連絡が入ったことでした。Ｋ事業所では利用者に幅広く声かけを行

い、企業見学も実施したところ、Ｋ事業所の利用者２名が実習を希望しました。 

しかし、家族は「Ｋ事業所を退所してしまうと、万が一、企業就労が上手くいかな

かった時にＫ事業所に戻ってくることができないのではないか」ということに不安を

抱いていたため、雇用前の実習を２回実施しました。また、Ｔ市福祉事務所のケース

ワーカーにも本人の希望と家族の思いを伝えた上で、労働時間延長支援型の実施可能

性を相談しつつ、家族にも改めて本人たちの就労希望を説明し、同時に２名での就職

に至りました。 

企業は、当初スムーズに業務がこなせる人材を求めていましたが、女性利用者と男

性利用者それぞれ単独ではうまく作業がこなせない様子が見られました。しかし、２

人が協力することで単独では難しかった作業を進めることができている様子を見て、

Ｋ事業所は「２人が一緒に就職するのならば上手くいく可能性がある」と打診し、作

業場面等の様子から企業側の納得も得ることができたため、採用へと話が進んでいき

ました。 

また、就職に不安を抱く家族には、実習期間中の様子を伝えたり、帰宅後の様子を

見てもらったりする中で、本人が楽しそうに過ごしている状況を確認してもらうこと

ができ、不安が解消され、就労を応援する気持ちへと変化していったと話されていま

した。 

支給決定を行うＴ市は、就労後におけるＫ事業所の労働時間延長支援型の利用につ

いて、安定した就労の実現及び時間延長の目標に向けたサービス利用であると認識し

ていました。ただし、利用条件として「労働時間延長支援型の期限を決めて就労支援

を進めてほしい」という依頼がＴ市からあったことから、Ｋ事業所として①実習開始
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から１年を区切りとすること、②毎月の企業出勤日・施設利用日の予定表を行政へ提

出することを提案し、Ｔ市から了解が得られました。 

併せて、同日２か所への出勤は認められないという市の判断があり、企業での勤務

日と施設利用日（作業訓練による工賃発生日）を必ず分けることの指導を受けまし

た。 

Ｋ事業所の担当者は、障害者・家族・事業所・企業にとって覚悟を決める目安の時

期が必要だと考えた結果、利用期限を１年と決定したのだと話されました。 

 

就労開始後の勤務時間と労働時間延長支援型の活用 

就労開始当初は、まずＫ事業所へ出勤して体調確認後に、自転車での通勤練習をし

ながら企業へ出勤、10時～15時（勤務４時間、休憩１時間）で業務を行い、終業後は

一度Ｋ事業所へ戻り、職員に業務報告をして帰宅するというルーティンを月曜日・水

曜日・金曜日で実施する、週 12時間勤務での雇用契約にしました。 

火曜日・木曜日については、Ｋ事業所内で就労先と同じ受注作業を行ったり、体力

が落ちないよう清掃中心の外作業に参加してもらいました。外作業では、少ない人数

での活動になるため、利用者同士や職員からの声かけを行いながら、就労状況の把握

等に努めたそうです。また、県が運営する障害者雇用の企業支援を担う機関の後押し

もあり、職務上の課題に対してはジョブコーチ支援を導入し、課題の克服に取り組ん

だことも安定就労の実現に役立ったと話されました。 

その後、就業開始時間を 9:30に変更しましたが、約１年間は障害者雇用率に算定で

きない（令和４年時）週所定労働時間が 20時間未満の雇用契約が続きました。 

取材時点（令和５年）では、9：30～15：30、週５日で勤務しており、Ｋ事業所での

施設内作業に伴う企業への出入り等を通じて、Ｋ事業所の職員や利用者と、顔を合わ

せることもあるそうです。 

Ｋ事業所の担当者は、「実雇用率に算定できない状況ではあったものの、当該企業

が今後障害者雇用を拡大していきたいと考えていた時期にあり、雇用の安定を第一に

目指すことに賛同が得られたため、20時間未満の就労と一時利用が実現できた」と

も、話しておられました。 
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3. 休職から復職を目指すための就労系障害福祉サービスの一時利

用（復職支援型） 

3.1. 概要 

本章では、休職から復職支援を目指すために、就労系障害福祉サービスを一時的に

利用する場合（以下、「復職支援型」という。）の留意点を示します。本章第２節は

就労系障害福祉サービスの担当者へ、第３節は企業担当者へ、第４節は市町村担当者

へ、第５節は就労支援機関担当者へ、それぞれ向けて執筆したものとなります。 

また、この復職支援型のプロセスとして、一時利用の開始前、開始時、実施中、実

施中（リハビリ出勤）、終了時、終了後という流れを想定しています。そして、この

プロセスごとに留意点を示しています。 

なお、本手引きの復職支援型については、基本的には、平成 29年に示された「平成

29年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ（平成 29年３月 30日）」（厚

生労働省, 2017）及び令和６年３月に示された「就労移行支援事業、就労継続支援事

業（Ａ型、Ｂ型）における留意事項について」（厚生労働省, 2024a）を踏まえたもの

となります。ここで示されているものにさらに実務的な情報を加えています。 

 

3.2.就労系障害福祉サービス事業所職員向けの情報 

3.2.1. 総論 

本節は、現在行われている実践からまとめています。 

現在、すでに支援実践を行っている事業所の調査によれば、効果的な復職支援が行

える要因として、就労系障害福祉サービス事業所内に復職に向けた効果的な支援プロ

グラムが構築されていること、これまでの支援経験が蓄積されていること（就職後の

定着支援での関わりも含む。）、企業との関係構築が行われており企業との調整に関

するノウハウがあること、就労支援に関する様々な関係機関との関係が構築されてい

ること、自治体担当者との関係の構築が行われていること等が挙げられると考えられ

ます。今後、復職支援を開始しようとする場合、これらについて十分に取り組んでい

く必要があります。また、これまでこうした活動について実績がなく、取組を始めよ
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うとする場合は、障害者就業・生活支援センター、地域障害者職業センターなどの障

害者就労支援の専門機関にも助言を求めながら進めていくことも効果的でしょう。 

 

3.2.2. 就労系障害福祉サービス事業所内の体制の構築 

一時利用は個別支援を意識することが必要です。一時利用の対象者となった人につ

いて進捗状況や課題について個別に把握し、力を伸ばしていく、またそのために環境

調整も含めた支援を行っていくという意識が重要となります。そして、そのために当

該対象者が企業等で働いている間については、当該就労系障害福祉サービス事業所の

職員や他機関職員との連携のもと、企業で働いている間の課題（勤務状況、作業ぶ

り、周囲の方との人間関係等）についてよく把握し、また課題を解決していけるよう

に支援していく（作業内容の調整、作業手順修得支援、挨拶が重要であればできるよ

うに支援する等）ことが重要となります。つまり、就労系障害福祉サービス事業所内

で集団の中の一利用者として把握したり、グループでの作業の出来高を把握するとい

った支援とは異なり、より個にフォーカスした視点を持ち、関わりが求められること

になると言えるでしょう。また、当該利用者が就労をしている日時に職員がその企業

等を訪問する体制を取ることができるのか、あるいは連携している機関がその企業等

を訪問し支援することができるのかといったことも重要となります。逆に作業の納期

を守るため職員が外に出る余裕が全くなく、連携する機関も存在しない場合等は就労

系障害福祉サービス事業所内の体制整備が必要となってくると言えます。 

さらに復職支援については、特にその利用者の障害特性を考慮したプログラムを構

築することが重要です。例えば、うつ病等精神疾患のある利用者の場合であれば、体

調の管理、否定的な思考について客観視など、高次脳機能障害のある利用者であれば

障害の認識、記憶障害、見落とし等の空間失認等について、認識・受容と補完手段の

獲得などが考えられます。もし、当該就労系障害福祉サービス事業所にこれらの支援

ノウハウがないのであれば、専門機関の助言を受けながら導入していく必要があるで

しょう。 

加えて、企業との調整・交渉技術も必要となります。この、企業との調整・交渉に

ついては、障害福祉分野で長年勤務していたとしても不得手としている職員も少なく

ないのが現状です。例えば、利用者のことを思うあまり、企業側にとって実行が難し

いような要求をしたり、逆にその企業にお世話になっているからと必要な環境調整の
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情報・要望をなかなか伝えないといったアンバランスさにより、企業との適切な信頼

関係が構築できないということにつながってきます。この点についても、就労系障害

福祉サービス事業所側ではどこまで自分たちでできるのかについて認識をきちんと持

ち、必要に応じて、就労支援機関に助言を求めたり一緒に調整・交渉してもらうこと

も必要となるでしょう。 

 

3.2.3. 復職支援の開始の段階での留意点 

復職支援型を利用する場合については、令和６年３月 29日付「就労移行支援事業、

就労継続支援（Ａ型、Ｂ型）における留意事項」に記載されている利用条件を満たし

ていることが求められます。この利用条件とは 

①当該休職者を雇用する企業、地域における就労支援機関や医療機関等による復職

支援（例：リワーク支援）の実施が見込めない場合、又は困難である場合 

②休職中の障害者が復職を希望し、企業及び休職に係る診断をした主治医が、復職

に関する支援を受けることにより復職することが適当と判断している場合 

③休職中の障害者にとって、就労系障害福祉サービスを実施することにより、より

効果的かつ確実に復職につなげることが可能であると市区町村が判断した場合 

です。 

①とは、その地域での地域における就労支援機関（地域障害者職業センターのリワ

ーク支援など）や、病院でのリワークデイケアなどが行われていない、あるいは受け

ることができないというものです（地域的に通所が難しいという場合もあるでしょ

う）。例えば、地域障害者職業センターのリワーク支援については、公務員の方は利

用できません。また、病院のリワークデイケアの場合、休職中の人への支援・治療を

中心に行っており、復職を目指す企業との調整までは対応していない場合もありま

す。 

もし、一時利用を希望する方が公務員の場合、地域障害者職業センターでのリワー

ク支援を受けることは難しく、また、その地域の病院のリワークデイケアでは職場と

の調整を行っていない場合、この要件を満たすと考えられます（最終的な判断は支給

決定権者が行うことになりますので、ご注意ください ）。なお、その地域における他

の復職支援のための社会資源については、なるべく就労系障害福祉サービス事業所の
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担当職員がその機関を訪問するなどして、当該機関について確認を行っておくことが

望ましいでしょう。 

②の要件については、、令和６年度より口頭のみでなく書面でも確認することが必

要となりました。どのような様式を用いるかは、申請先の市町村によりますので、利

用予定者の居住する市町村にお問い合わせください。 

復職支援は企業との連携が非常に重要となってくることから、復職支援型では、復

職希望があること等について、事前に企業側に伝えたうえで実施ことになります。復

職支援を行う場合は、企業との連携が必要であることを押さえていただきたいと思い

ます。 

③については、この一時利用により復職に結びつくことができそうか、ということ

が焦点となります。サービス等利用計画や個別支援計画において復職支援を意識した

内容となっているか、またその内容を実行できるスキルが当該事業所にあるかどう

か、ということがポイントとなるでしょう。 

また、柔軟な対応が求められるのが、休職期間の残りが少なくなっている状況で、

駆け込んでくる人への対応です。復職支援型は上限２年まで行えますが、このような

場合、休職期間の残りの期間で一時利用を用いることになるでしょう。ただし、休職

期間が十分に残っておらずとも、一時利用終了後の６か月間の定着支援等で必要な支

援が十分行えるという見通しがあり、本人や企業、主治医等もそのような支援内容に

ついて十分納得し、就労系障害福祉サービス事業所の支援が有効と判断されるのであ

れば、①②の要件が満たされることを前提に、受入れを進めることも場合によって

は、考えられるでしょう。 

復職支援型の実施については、その利用予定者が傷病手当金を受けている場合の就

労系障害福祉サービス事業所の工賃の扱いに留意が必要です。傷病手当金は、健康保

険の被保険者が業務外の事由による療養のため労務に服することができないときに支

給されるものですが、就労系障害福祉サービス事業所で一時利用の一環で工賃、また

は賃金を受け取ってしまうと療養する必要がなく、そのため「療養する必要がなく、

そのため傷病手当金の支給に該当しない」と解釈される可能性があります。そのた

め、傷病手当金を受けている場合の工賃、または賃金支給の取扱いについては、その

一時利用を希望する方の健康保険組合や、健康保険組合を設立していない会社に所属
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している場合（中小企業等）協会けんぽ等に事前に相談し、問題がないか確認してお

くと良いでしょう。 

（企業との一時利用についての調整） 

復職予定先の企業との詳細な調整も、必要となります。 

まず企業についての理解が重要となります。企業の中には外部機関との連携のも

と、従業員の復職について関わってきたところ、そうした経験があまりないところが

あり、経験も様々です。こうした企業側の実情も踏まえた上で、企業との調整にあた

る必要があるでしょう。 

復職支援型は対象者、企業、主治医等関係者が復職に向けて取り組むという意識を

共有していることが前提となります。一時利用を退職勧奨に利用すること等に繋がら

ないよう、復職に対する考えを関係者間で事前に十分すり合わせておくことが重要で

す。また、企業等には一時利用の要件を伝える必要があります。 

一方、企業側での休職期間が定められている場合もあり、２年間を丸々用いるとい

うよりは、定められた休職期間に沿って一時利用の期限を決める場合が多いと思われ

ます。その場合は、その期限の中でどのようなプロセスを経て（例：３か月間は就労

系障害福祉サービス事業所、最後の１か月間はリハビリ出勤。節目では企業、産業医

等も交えての会議の開催等）復職という目標を達成することになるのか、打ち合わせ

ていくことも必要でしょう。 

より詳細には、どの程度の頻度で復職に向けた情報共有のための打合せを行うの

か、その打合せには誰が参加するのか、また一時利用の最後の仕上げとして「リハビ

リ出勤（試しに復職先企業に通勤したり、一定時間職場にいることで職場に通うこと

について慣らしていくこと。ここでは、あくまでも一時利用の一環として行うもので

あり、企業からの指揮命令下にはない（労働者性はない）ものを指す）」を行うのか

どうか、についても決めておく必要があるでしょう。 

 

（相談支援事業所・市町村・就労支援機関との連絡調整） 

企業等から復職のための一時利用の実施意向の可能性が示されたら、速やかに相談

支援事業所や市町村の担当部署（障害福祉課等）と連絡を取っておくことが望ましい

です。まだ一時利用を利用するかもしれないという可能性が示された段階ではあるも

のの、早期に伝えることによって、どのような手続が今後必要となるのかこれらの関
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係機関から示唆が得られたり、急に話が進展したとしても比較的対応が取りやすくな

るためです。 

また、正式に復職支援型が開始されることが決まったら、相談支援事業所や市町村

の担当部署（障害福祉課等）と連絡を取り、相談支援事業所にサービス等利用計画案

を作成してもらい（セルフプランでのサービス等利用計画案を許容している場合はセ

ルフプランを作成）、市町村に申請するという流れとなります。市町村での正式な支

給決定を経て、一時利用を正式に開始することとなります。 

 

（個別支援計画の作成） 

一時利用を開始するにあたり、個別支援計画の作成も必要です。個別支援計画の作

成に当たっては、次項（一時利用の実施中）についても留意しつつ、復職支援型の期

間について残りの休職期間について考慮したうえで、復職につなげていくことが求め

られます。 

そのため、具体的にどのような課題があり（体力・スタミナを伸ばす必要があるの

か、物事のとらえ方に課題があるのか、記憶障害等の高次脳機能障害があり、補完手

段を獲得する必要があるのか等）、その改善のために誰がどのような支援を行うのか

具体的な計画を作成していくことが必要となります。 

また、個別支援会議等を経て、利用者からの同意（インフォームドコンセント）、

関係者（企業も含む。）の合意も、当然ながら必要となります。 

 

3.2.4. 一時利用の実施中 

個別支援計画に基づいて一時利用の支援を行っていくことになります。うつなどの

精神疾患のため休職しているのであれば、体力・スタミナの増強やそのための自己管

理ツールの活用、体調悪化の早期発見のためのサインの自覚、適切に自己主張するな

どの自他に配慮した良好な人間関係の形成、自分の思考のクセの自覚など、高次脳機

能障害のために休職しているのであれば、障害の自己認識についての理解を持っても

らう、補完手段の獲得、感情面の管理などが、一時利用中の就労系障害福祉サービス

事業所で取り組む課題として考えられます。 

個別支援計画も確認しながら、支援の進捗を確認し、課題の改善等が図られない場

合は、アプローチ方法や目標自体について再検討する必要が出てくるでしょう。 
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何となく「一時利用を使う」ということではなく、目的・目標を明確に意識した上

で、個別に支援を行うという姿勢が求められます。 

また、復職支援型では、適宜復職予定先の企業との情報共有を図っていく必要があ

るでしょう。書面、会議などで適宜報告を行うなどして、復職予定企業と理解を図っ

ておくことが重要です。 

加えて、休職期間の終了時期が近付いてきている場合（残り２カ月など）、その状

況について市町村に適宜連絡をしておくことが望ましいでしょう。こうすることで、

支給決定等を行う市町村側が現況を把握しやすくなり、円滑な支援の実施につながっ

ていきます。 

 

3.2.5. 復職のタイミングの見極め 

もし、安定した通所ができるようになってきており、当該事業所の活動時間に耐え

られるような体力がついてきている、自分の考え方の癖や適切な対人行動がとれるよ

うになってきている、あるいは高次脳機能障害に関する自己認識や補完手段の獲得が

進んできているといった復職準備が整った段階において、まだ休職期間が残っている

ようであれば、その時点での一時利用期間中の状況から、復職のタイミングがいつ頃

になりそうか判断する必要があります。一方、安定して通所できてない状態が続いて

いたり、あるいは高次脳機能障害の自己認識や補完手段の獲得がまだ十分でない等、

復職に向けた準備が進んでいないようであれば復職はまだ先ということになるでしょ

う。いずれの場合においても、復職先企業とも情報を共有しておくことが必要でしょ

う。 

また、復職に向けた準備が十分進んでいないにも拘らず、休職期間の期限が迫って

きているという場合もあるでしょう。もし復職に向けた準備が十分進んでいないもの

の、６か月間の定着支援でカバーすることができそう（就労系障害福祉サービス事業

所だけでなく復職先の職場側の合理的配慮やナチュラルサポートも含めて）であれ

ば、復職に向けて進めると判断する場合もあるかもしれません。このような場合も復

職先企業との情報共有や相談支援事業所等も交えての協議等を行うなどして、今後ど

うするのか十分な相談を行うことが必要になります。 
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3.2.6. リハビリ出勤の実施 

全てのケースで実施するわけではありませんが、復職型支援の一時利用の最後の段

階として、「リハビリ出勤」を設定することもあるでしょう。この実施は復職先企業

との検討の中で決定していくことが必要となります。 

このリハビリ出勤は、あくまでも復職を目指した試行的な出勤であり、休職期間内

に行うものです。そのため、労働者性がなく、復職先企業の指揮命令下にはないもの

となります。復職先企業での労働の対価として給与が発生するものではないものとさ

れています。この前提に加えて、リハビリ出勤においては、あくまでも休職中の行動

であり、そして必要に応じて、 

 

・当初は出勤するのみ。 

・少し慣れてきたら１時間程度は企業内にいるようにする。 

 

などのステップを設定する場合もあります。また、復職支援型の中でリハビリ出勤を

行う場合 

 

・リハビリ出勤期間中に、一時利用を実施している就労系障害福祉サービス事業所

の企業への同行や訪問を行うのか。行う場合、誰が同行するのか、また頻度はど

うするのか。 

・リハビリ出勤期間の企業に行かない時間帯は、就労系障害福祉サービス事業所の

活動に参加するのか。 

 

ということについても決めておく必要があるでしょう。 

 

3.2.7. 復職後 

復職することとなり、一時利用が終了となった場合、一時利用を行っていた就労系

障害福祉サービス事業所による６か月間の定着支援の期間となります。 

この時期に、復職した職場を訪問したり、業務のない日時に利用していた就労系障

害福祉サービス事業所に来てもらうなどして、体調の安定性、職務遂行、人間関係、

仕事に対する満足度などを把握して、適切にサポートしていくことが求められます。 



 

39 

 

また、この６か月間の後も定着支援が必要な場合には、支援機関（就労定着支援事

業等）に対して早期から連絡調整を行い、次の段階に向けての準備を行っていく必要

があります。 

 

3.3 企業担当者向けの情報 

3.3.1. 制度の概要 

休職制度は法的に義務付けられているわけではないため、企業ごとにその内容は大

きく異なる可能性があります。しかし、企業には、労働者の安全や健康に配慮する法

的な義務（安全配慮義務・健康配慮義務）や、厳格な解雇規制が課せられており、ま

た、厚生労働省が作成しているモデル就業規則においても、休職の規定があることか

ら、休職制度は多くの企業で設けられていることでしょう。特に、対象が障害者であ

る場合には、合理的配慮の提供義務も課せられるため、休職時や復職時にどのような

支援をするかについて、あらかじめ具体的に検討しておき、慎重に進める必要があり

ます。今般の法改正により、就労系障害福祉サービスの一時利用が原則的に可能とな

りますので、この一時利用を効果的に活用して、休職からの復職を目指す障害者が、

無理なく仕事や職場に復帰し、働き続けられるように支援することが期待されます。 

一時利用の対象者は、支援を受けることにより休職からの復職を目指すことが適当

と企業及び主治医が判断した障害者であり、利用期間は、企業の定める休職期間の終

了までの期間（上限２年）とされています。対象となった障害者は、障害福祉サービ

ス事業所を利用し、復職に必要な生活リズムの確立や体力・集中力の回復等を図りま

す。 

企業は、一時利用中の様子を踏まえて、障害福祉サービス事業所や医療機関、就労

支援機関とともに、職場で提供すべき合理的配慮の内容を検討し、一時利用終了後に

円滑な職場復帰が図れるように環境を整えましょう。 

 

3.3.2. 一時利用のプロセスの流れ 

復職支援型のプロセスは「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手

引き」（以下、「職場復帰支援の手引き」）（厚生労働省・労働者健康安全機構, 

2020）に示されているプロセスを参考にして、次の通り進めると良いでしょう。 
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まず、障害者本人から主治医の診断書が提出され休職が開始されます。その後、復

職に向けてサービスを利用することについて、企業及び休職に係る診断をした主治医

と相談し、利用が適当と判断されたのちに、復職支援型一時利用の具体的な利用につ

いて関係者で相談を開始します。休職中の障害者は、この一時利用中に、生活リズム

の確立や体力・集中力の回復を図ります。企業担当者は、一時利用中の本人の様子を

踏まえて、職場復帰の可否の判断や復職プランを作成します。正式な職場復帰に先立

って、リハビリ出勤を行うことができると実際の回復の程度を直接確認することがで

きるため有用です。 

ただし、リハビリ出勤については、使用従属関係を整理するなど法的な問題に対処

する必要もあるので、導入には慎重さが求められます。こうした復職支援の経過を総

合的に評価し、最終的に企業としての職場復帰の決定を行います。職場復帰と同時に

復職支援型は終了となりますが、必要に応じて外部の就労支援機関を活用して、再度

の休職に至らないようフォローアップすることが望ましいでしょう。 

 

3.3.3. 各プロセスにおける留意事項 

① 休職を開始し療養に専念させること 

 人事労務部門の企業担当者は、診断書を受理した後、健康情報の取扱いに留意し、

産業医等の事業所内産業保健スタッフと情報を共有し、診断書の内容を精査します。

診断書には、必要な療養期間の見込みについて主治医に明記してもらうことが望まし

いです。企業担当者は管理監督者とともに、障害者本人に休職制度の説明と復職支援

の手順について説明します。その際、不安や悩みを十分に聞き、必要な情報を提供す

ることが重要です。特に、休職中の経済的な不安を軽減するために使える社会保障制

度、例えば、傷病手当金等の受給要件を満たすようであれば、傷病手当金に関する情

報提供をするといったことです（障害年金等を受給している場合には併給調整がかか

ることもあるので、確認が必要です）。 

 

② 就労系障害福祉サービスでの一時利用実施中の状況把握 

 復職支援型の利用条件（33ページ「3.2.3.復職支援の開始の段階での留意点」を参

照）がそろい、手続きが進められたら、障害者本人は、障害福祉サービス事業所での

一時利用を開始します。この時期は休職中ですので、企業担当者としては、復職支援
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型に参加している障害者本人と接触する機会は少ないかもしれません。しかし、可能

であれば、本人から進捗状況を定期的に報告してもらうとともに、障害福祉サービス

事業所の職員を通じて、復職に向けた準備状況について客観的に把握ができると、次

の職場復帰の可否の判断や復職支援プランを作成する際の有用な情報となるでしょ

う。 

 

③ 職場復帰の可否の判断及び復職支援プランの作成 

 正式な職場復帰の決定前に、通勤の訓練をしたり試しに出勤したりすること（以

下、「リハビリ出勤」という。）は、実際の回復の程度を客観的に確認するための有

効な方法となります。そのため、休職制度とともに、リハビリ出勤制度についてもあ

らかじめ規程を作成し、就業規則の中に根拠規定を定めておくと良いでしょう。リハ

ビリ出勤制度の規程では、制度の目的、対象者、期間、基本スケジュール（勤務時間

含む）、待遇（賃金・手当、労災補償）、実施手続と内容、実施状況の把握、中止、

などについての原則的なルールを定めておきます（柊木野, 2022）。特に注意すべき

点は、リハビリ出勤であっても、実質的に使用者が指揮命令を行っており、いわゆる

使用従属性が認められる場合には、労働関係法令の適用を受けることになるというこ

とです。このため「待遇」では、最低賃金を上回る賃金の設定や通勤手当の支給、労

災補償等が適用されることなどを明らかにしておく必要があります。 

この原則的なルールの中で、対象となる障害者の復職支援プランを個別に作成しま

しょう。個別の復職支援プランでは、職場復帰支援の手引きにある、次の（ア）から

（カ）の項目について、対象者を含めた関係者で協議し、共有すると良いと思いま

す。 

 

（ア）職場復帰日 

（イ）管理監督者による就業上の配慮（業務内容やサポートの内容の検討など） 

（ウ）人事労務管理上の対応 

（配置転換や異動、労働時間の調整の必要性の検討など） 

（エ）産業医等による医学的見地からみた意見 

（オ）フォローアップ 

（カ）その他（障害者本人の責任の確認、休職前の合理的配慮の内容の確認など） 
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④ 最終的な職場復帰の決定 

 これまでに復職支援プランに基づいて実施してきたプロセスと結果の評価を行いま

す。具体的には、対象となる障害者の状態の最終確認、産業医等への就業上の配慮な

どに関する意見の聴取、一時利用中の本人の様子の把握、復帰後の合理的配慮の内容

の調整等について、対象者を含めて協議すると良いでしょう。この評価の結果を踏ま

えて、最終的な職場復帰の決定は、企業が責任を持って行います。また、職場復帰の

決定は、労働関係法令を遵守し、社内手続に則って適正に行われることで、将来の紛

争防止につながります。産業医が選任されていれば、産業医に意見を伺い、企業担当

者と現場の管理監督者を含む関係者で内容を確認しながら進めていきましょう。な

お、復職支援型は、企業の定める休職期間の終了までの期間（上限２年）が利用可能

期間となっているため、職場復帰後の利用はできません。 

 

⑤ 職場復帰後のフォローアップ  

企業は、職場復帰後の安全配慮義務・健康配慮義務や、合理的配慮の提供義務を負

います。企業担当者は、産業医等と適切に連携して労働者である障害者を雇用管理す

る必要があります。一般的に想定される雇用管理上の配慮措置としては、労働時間の

調整、通院のための休暇の付与、勤務地の変更等に加え、就労支援機関の援助を受け

て職務開発を行うことなども考えられます。 

そういった企業の対応に加えて、必要に応じて、一時利用期間中に就労支援に関す

る専門機関にも関与してもらい、一時利用での支援を行った就労系障害福祉サービス

事業所だけでなく就労支援機関の支援を受けるといった重層的な支援体制も作ること

も考えられます。 

 

3.3.4. 支援における重要な観点 

合理的配慮は、障害者の雇用管理を行う際の基盤となる重要な考えです。しかし、

休職や復職との関係においては、十分に整理されていない場合もあります。職場復帰

の場面で、何が合理的配慮にあたるのかについては、判断が非常に難しい問題だと言

えます。特に、過度な配慮が裏目に出て、職場に無用な混乱が起きてしまうケースも

あります。したがって、復職に当たっては、就業上の配慮にせよ、合理的配慮の提供
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にせよ、一定のルールに基づいて組織的かつ計画的に行うことを基本とし、例外的な

対応には慎重である方が良いでしょう。 

「労働者の心の健康の保持増進のための指針」（厚生労働省, 2015）に示されてい

るように労働者が自分自身で行うことのできるセルフケアや、職場の上司・管理監督

者が行うケアであるラインケアを推進することは、復職支援においても特に重要な考

え方だと言えます。一般的なセルフケアやラインケアに加えて、障害の特徴に応じた

特別なセルフケアやラインケアが必要になるかもしれません。例えば、職業生活の基

盤である自己管理能力に課題がある場合には、セルフケアの一環としてセルフマネジ

メント技法の活用を促したり、ラインケアの中で企業担当者が継続的にサポートした

りすることが求められます。 

 

3.3.5. 就労系障害福祉サービス事業所との調整方法 

 障害福祉サービス事業所に期待できることは、休職中に一時利用をした際の障害者

本人の様子や訓練の進捗状況、復職に向けた準備状況などについて客観的な情報を求

めることが可能になることです。また、復職後の合理的配慮についての意見を求める

ことも適切です。そのような情報や意見を参考にしながら、企業担当者は職場復帰の

可否について妥当な判断を行い、効果的な復職支援プランを作成しましょう。 

なお、職場復帰後にも、専門的な支援が必要であると考えられる場合には、一時利

用期間中に地域障害者職業センターや障害者就業・生活支援センター等の就労支援機

関にも関与を依頼するなど、一時利用をする就労系障害福祉サービス事業所だけでな

く、就労支援機関も支えるという重層的な支援体制を構築しておくと良いでしょう。 

 

3.3.6. 就労支援機関の活用 

 就労支援専門機関は、障害者本人と企業の双方にサポートを提供するのが特徴で

す。さらに、休職から職場復帰するための必要な措置を講じた場合に、職場復帰支援

助成金等の助成金の対象となる可能性がありますので、こうした助成金を活用したい

場合には、事前に（独）高齢・障害・求職者雇用支援機構の各都道府県支部の助言を

受けて計画的に進められると良いでしょう。 
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3.4 市町村担当者向けの情報 

3.4.1. 概要 

本節では、復職を目指すための就労系障害福祉サービスの一時利用（復職支援型）

について市町村担当者の立場での留意点について解説します。 

復職支援型のプロセスの概要は以下のとおりとなります。まず、利用者本人、就労

系障害福祉サービス事業所、企業、主治医に、一時利用について合意があり、サービ

ス等利用計画案が作成され市町村へ申請されます。その際、市町村としては支給決定

の検討を行います。そして実際の支援は、就労系障害福祉サービス事業所が行いま

す。復職を目指す一時利用は２年間が上限で、６か月ごとに延長を行うこととなりま

す。また、６か月ごとの延長について認めるかどうかについては市町村が関わること

となります。一方で、その一時利用を利用している人の残り休職期間の程度にも左右

されることが多いと思われます。 

復職支援型の終了時点では、市町村としてはその帰趨を把握することになります。

また、復職につながった利用者の動きについて把握しておくことで、今後の利用者像

がより明確になるという意義があると考えられます。 

 

3.4.2. 申請段階での確認 

復職支援型については、令和６年３月 29日付「就労移行支援事業、就労継続支援

（Ａ型、Ｂ型）における留意事項」に記載されている利用条件を満たしていることが

求められます。この利用条件とは 

①当該休職者を雇用する企業、地域における就労支援機関や医療機関等による復職

支援（例：リワーク支援）の実施が見込めない場合、又は困難である場合 

②休職中の障害者が復職を希望し、企業及び休職に係る診断をした主治医が、復職

に関する支援を受けることにより復職することが適当と判断している場合 

③休職中の障害者にとって、就労系障害福祉サービスを実施することにより、より

効果的かつ確実に復職につなげることが可能であると市区町村が判断した場合 

です。 

①とは、その地域での地域における就労支援機関（地域障害者職業センターのリワ

ーク支援など）や、病院でのリワークデイケアなどが行われていない、あるいは受け

ることができないというものです（地域的に通所が難しいという場合もあるでしょ
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う）。例えば、地域障害者職業センターのリワーク支援については、公務員の方は利

用できません。また、病院のリワークデイケアの場合、休職中の人への支援・治療を

中心に行っており、復職を目指す企業との調整までは対応していない場合もありま

す。 

以上を前提に、市町村は、必要に応じて「一般就労中における障害福祉サービスの

利用申請書」といった書式を作成し、それを提出してもらい、確認を行うこととなり

ます。 

確認においては、利用者本人、就労系障害福祉サービス事業所だけでなく、企業と

も合意が取れていることが必要となります。その際、単に口頭での約束（事業所職員

による口頭説明「企業からも了解が得られています」）などだけでなく、書面での同

意が得られていることを確認することが必要となります。 

なお、地域障害者職業センターのリワーク支援の利用が困難かどうかの証明書類の

作成については、相談支援事業所等が行います。 

※地域障害者職業センターは、相談支援事業所及び区市町村から、証明書類作成の

ための照会があった場合、リワーク支援の相談開始までの見込み期間等の混雑状

況を伝えることとなります。 

また、サービス等利用計画案に妥当性があるかどうか判断することも重要で、復職

支援型の期間内で、復職に繋げることが可能であるような計画となっているか判断し

ていくことが必要です。 

 

3.4.3. 支給の決定の判断 

一時利用の申請がなされ、書類にも不備がないことが確認されたら、サービス等利

用計画案等の妥当性について検討し、真にその利用者の復職につなげるための手順が

示されているかという観点からの検討も重要となるでしょう。例えば、復職支援型を

活用しなくても復職につながりそうな利用者に勧めたり、企業側がその休職者に退職

を勧奨するために一時利用への参加を勧めるといったことは、不適切な使い方となる

でしょう。 

なお、こうした助言・コンサルテーションを得るためには、普段からの地域での就

労支援ネットワークづくりを行っていくことが望ましいでしょう。なお、審査会を開

催するかどうかは市町村の判断に委ねられますが、開催しない場合も一担当職員だけ
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ではなく、当該の課・部署としての判断が必要となります。申請者にとって本当に必

要なものかという観点から判断することが必要です。 

 

3.4.4. モニタリングの方法 

支給決定後もモニタリングとして、一定期間一時利用の実施状況を確認することが

望ましいでしょう。そのため、一時利用を行っている就労系障害福祉サービス事業所

と適宜連携・情報共有を行うことが望ましいと考えられます。 

 

3.4.5. 計画に変更が生じた場合への対応 

復職支援型は、２年を上限として延長可能です。６か月ごとの延長に際しても、市

町村に延長の申請が必要となり、それに対しての対応が市町村として求められます。 

延長の支給決定を行う際の判断の観点としては、サービス等利用計画に妥当性があ

るか、延長することで当該利用者の復職につながることが見込まれるのか、などが挙

げられます。 

 

3.5. 就労支援機関担当職員向けの情報 

3.5.1. プロセスの概要 

休職から復職を目指すための就労系障害福祉サービス（就労移行支援、就労継続支

援Ａ型、就労継続支援Ｂ型）における支援について解説します。前述した「3.5.就労

支援機関担当職員向け」で職業リハビリテーションの基本的な支援のプロセスについ

て説明をしましたが、復職支援として整理すると、①就労相談、②復職準備（職業準

備性の育成）、③職場調整、④フォローアップというプロセスになります。ここで

は、復職支援として必要な②復職準備（職業準備性の育成）、③職場調整について説

明します。 

②復職準備（職業準備性の育成）では、発症や休職により低下した体力や思考機

能、生活管理能力を整えます。復職支援のプログラムでは、出勤を想定した訓練、軽

作業、再休職予防や自己理解の促進のための疾病教育、認知行動療法などの心理療法

が行われます(高橋, 2022)。復職という共通目標に向かい、個別訓練により状態を整
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える方法や利用者同士が相互に影響し合うことを活かして集団活動で訓練を実施する

こともあります。 

③職場調整では、企業に対する障害に関する情報の共有の対応があります。復職支

援では、復職先企業との連携が重要であることから、疾病や障害に関する情報は、本

人の同意のもと、基本的に企業と共有することになります。また、共有する範囲は、

直属上司のみである場合や同僚まで広げる場合など、対象者の状態や業種、必要性等

によって変わってきます。この障害情報の共有は、対象者の雇用管理の範疇を超え

て、職場内のストレスマネジメントなど管理運営にも効果があるため、その狙いと合

わせて実施されることもあります。 

対象者の障害特性によっては、職務内容を調整、変更する必要があります。その場

合には、もともと従事していた職務内容を分析し、必要に応じて職務再設計の支援や

代償手段（メモリーノート（記憶に障害がある人向けのツールで、１日のスケジュー

ル管理や活動の振り返り、物事の優先順位をつけるためのもの）、時間管理のタイマ

ーなど）の導入、業務量調整などを検討することもあります。 

 

 

3.5.2. 各プロセスにおける留意事項 

上記の支援のプロセスの内容に合わせ、復職支援のための留意事項を解説します。 

①復職支援の場合、脳血管障害やうつ病等、何らかの発症が契機となるため、その

初期対応をしていた医療機関との連携は欠かせません。具体的には、検査所見や初期

の状態像から予測される予後、治療の経過、医療的立場からの禁忌事項などの確認が

必要です。また、現在の生活管理状態の確認（生活リズムや生活行為の遂行状況な

ど）が必要です。この後の復職準備の訓練という外的刺激に対して、状態が変動する

可能性もあるため、継続的なモニタリングも必要となります。その際に、全ての情報

を支援者自身でアセスメントをするのではなく、利用者の立場、企業の立場、医療機

関の立場といった異なる立場から確認し、変化や違いについても捉えることで本質の

状態が理解できます。 

②復職準備では、低下した体力と耐久性についてアセスメントをしますが、回復力

についても把握する必要があります。体力や耐久性などの変化の状態についても詳細

に把握した情報は、復職支援の成否などについて検討するために必要な根拠となりま
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す。また、非言語コミュニケーションの情報も収集することが重要です。言葉では

「大丈夫」と回答していたとしても、表情や声のトーン、身振りなどに着目して真意

のニーズを理解するよう努める必要があります。特にうつ病等であった場合、回復の

初期段階で焦燥感が生じることもあるため、本人は急いで復職を果たそうと考えてし

まうことがあります。このような状態になりやすい場合もあるということも理解し、

復職に向けた活動について適度なペースに戻す支援を行わなければなりません。 

③職場調整では、障害情報の共有のため、復職をする本人、職場内の職員、一時利

用を担当する就労系障害福祉サービス職員とでコミュニケーションをとることとなり

ます。その場合、伝える内容は一律ではなく、共通言語を使用することや相手が必要

としている情報はどのようなものであるか留意しながら介入する必要があります。 

④フォローアップでは、状態によって主として介入する支援機関は異なります。対

象者からすると関係性の構築された安心できる相手ほど相談ができるため、必要に応

じて連絡をしても良いと伝えておくと相談しやすいでしょう。相談内容により、連携

している他の支援機関に繋ぐ役割を果たす必要があります。この点を怠ると、再発、

再休職へ至るリスクも生じてしまいます。支援機関との日頃からの連携は、こういっ

た事態に対応するためのネットワーク形成にも役立ちます。 

 

3.5.3. コンサルテーションの基本 

対象者を直接的に支援することのほかに、他の支援機関が主体的に支援を行うこと

を前提に、間接的な支援を求められることもあります。例えば、就労系障害福祉サー

ビス事業所が支援している復職支援の事例について、就労支援機関の立場から、就労

系障害福祉サービス事業所や企業等に助言を行う場合などです。この場合には、いく

つかの支援の考え方が必要となります。職業リハビリテーションにおいてリハビリテ

ーションカウンセリングという支援のあり方があり、①カウンセリング（再統合

化）、②コーディネート（調整）、③コンサルテーション（相談）、④ケースマネー

ジメント（目標達成）、⑤クリティーク（論評）という支援や介入を基本としていま

す。一般用語としても使用されるコンサルテーションは、ここでは相談という意味で

す（松為, 2021）。 

復職支援においては、対象者本人以外にも、企業（人事部門、上司、産業医、産業

保健師など）や医療機関等から相談が来ることも想定されます。どの立場の相手であ
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っても相談内容を丁寧に確認し、多面的に捉え、時には解釈を加えながら、言語化さ

れない言葉の背景にある真意のニーズを理解することに努めます。このことが信頼関

係を構築することも繋がり、支援が進展するきっかけになります。 

復職支援においては、休職に至った原因や経緯の分析は不可欠ですが、同時に情報

収集だけを優先するのではなく、相談者との関係性構築を意識して情報を得ていく姿

勢も大切になります。その際、相談者が話すことに抵抗感がある話題は、把握が難し

いかもしれません。情報を提供する立場によっては、あるエピソードを強調して伝え

たり逆に触れないこともあるなど、対象者本人が表現する内容に違いがあることもあ

るでしょう。そのため、得られた情報を複合的に捉えるという視点が必要です。 

就労支援機関が助言者として、復職支援型の活用事例に対して、就労系障害福祉サ

ービス事業所や企業等にコンサルテーションを行う際には、すでに支援や議論が進ん

だ途中から介入するということも少なくありません。このことを理解して介入しない

と、既に実施された介入を繰り返すことになったり、不必要な情報収集や、不要な助

言となってしまいます。コンサルテーションを行う前に、これまでどのような支援が

展開されてきたか、あらかじめ情報収集をする必要があります。また、本人や企業、

医療機関間で関係性が構築している中での介入でもあるため、そのネットワークの中

に溶け込めるように介入する姿勢も求められます。 

 

3.5.4. 就労系障害福祉サービス事業所向けのコンサルテーションの内容 

① 市町村との調整方法 

 平成 24年６月に成立した障害者総合支援法において、障害者支援区分が設定さ

れ、その定義として「障害者等の障害の多様な特性その他心身の状態に応じて必要と

される標準的な支援の度合いを総合的に示すもの」とされました（厚生労働省, 

2018）。障害福祉サービスの利用を希望する方は市町村の窓口に各種資料をもとに申

請を行います。この際に、介護給付に分類されるサービス（居宅介護、生活介護な

ど）は、その後、障害支援区分認定審査会を経て支給決定がなされます。 

しかし、訓練等給付（就労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型など）

は、認定区分が不要であるため、審査会の審査を経ずに支給決定がなされます。つま

り、市町村の担当部署が受理から支給決定まで対応します。 
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一時利用について就労支援機関として関わる必要が出てきた場合、令和６（2024）

年障害者総合支援法改定の情報を市町村と共有する必要があります。支給決定後は、

直接的に支援を実施する就労系障害福祉サービス事業所と市町村とのやり取りになり

ますが、障害福祉サービスを受けるための申請段階では、就労系障害福祉サービス事

業所と市町村と連絡を取り合い、どのような背景のもと利用を希望しているのかとい

う説明をすることが必要なため、そうしたことについて就労系障害福祉サービス事業

所から相談があった場合、補足的に説明することが必要な場合もあるかもしれませ

ん。 

また、支援が始まる時のみならず、計画通りに復職することができ、就労系障害福

祉サービスが終了する場合には、主たる支援機関である就労系障害福祉サービス事業

所が、帰結結果について市町村に報告することが必要です。これは、支援を行なった

対象者の報告という側面もありますが、どのような地域課題があり、どのような支援

により解決が図れたかといった情報を共有することで、不十分な支援体制が地域にあ

るのであれば自治体の福祉計画策定や自立支援協議会での検討などに反映されるきっ

かけにもなります。特に、一時利用については、こまめな連絡が必要です。こうした

ことについても、必要に応じて、障害福祉サービス事業所に助言をする必要がある場

合もあるでしょう。 

 

② 支援の進め方 

 障害の構造を捉える上で、かつてはＷＨＯによる国際障害者分類（ＩＣＩＤＨ）と

いう考えで整理していました。ＩＣＩＤＨは、機能障害→能力障害→社会的不利とい

う３つの用語と一方向性の矢印で表現されていました。これによると、疾病や機能的

な障害があると、日常生活も阻害され、社会参加も制約されるという関係性になって

います。しかしながら、疾病や機能障害があっても、日常生活や社会参加に影響する

かというと、必ずしもそうとも言い切れず、環境や個人の性質による影響もあり得る

という考えに変わってきています。 

現在では、ＷＨＯが国際生活機能分類（ＩＣＦ）という考えを示しています。これ

は、健康状態、心身機能・身体構造、活動、参加、個人因子、環境因子の分類であ

り、また、関係の方向性も一方向性ではなく双方向の矢印で表現されます。さらに、

ネガティブな内容のみ取り扱うのではなく、障害者の強みとなるポジティブな内容も
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積極的に取り扱う考えです。つまりは、障害者への支援を考える際には、個別性を十

分に念頭に置き、状況を分析しつつ支援を展開していくことが重要です。これは前述

した支援のプロセスのいずれの段階においても必要な考え方です。 

復職支援を進める上で重要なポイントとなるのは計画性です。変更の可能性があっ

ても構いませんが、いつ頃までにどのような状態での復職を目指すのか設定し（長期

目標）、それを達成するためにステップを設定（短期目標）します。通常、長期目標

は休職期間と合わせて検討することになりますので、半年と設定することが多いかも

しれません。短期目標はそれより短期間になりますので１か月や３か月などと設定し

ます。次に、その短期目標を達成するために直近ではどのような工夫をするのかとい

う方略を考えます。この方略を考える際は、支援者のみで考えるのではなく、対象者

と一緒に検討することが大切です。対象者が主体的に関わりを持つことで、対処技能

を効率的に獲得することができます。支援者の立場で考えますと、最初に支援する事

例は困難さがあるかもしれませんが、複数の支援の経験を積み重ねるうちに、このよ

うな支援で進めようといった支援の推論について思考できるようになり、さらに効果

的な支援を計画できるようになります。 

 

③ 企業との調整に関するコンサルテーション 

企業とは、企業理念を持ちながら生産や営利目的で事業を運営しているということ

を理解しなければなりません。松為（2021）は、働く意義を「役割の実現」という点

から説明し、①社会的な意義と、②個人的な意義の２つの側面から捉えています。前

者は、社会自体の存続や発展にとって必要不可欠な生産的な活動について、それを社

会集団の構成員に割り当てて分業化することを意味します。社会を構成する個々人

は、自分の意思とは関わりなく、割り当てられた役割を遂行することが求められま

す。これに対して後者は、自分自身の能力や興味を発揮したり、仲間を作ったり、他

の人からの賞賛を得たり、自分の存在を認めてもらい、自己有用感や達成感を味わう

といった心理的な満足を得る源泉であると説明しています（松為, 2021）。つまり、

本人のニーズと企業のニーズを同等に捉えてバランスよく対応することが、復職支援

につながります。支援者が対象者と企業の両者に対してバランスよくマネジメントで

きる状態が重要であり、支援者の立ち位置が復職の成功につながるということを念頭

に置く必要があります。 
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以下では、復職支援型において、就労支援機関が就労系障害福祉サービス事業所に

企業との接し方に関して、助言を行う場合にポイントとなる点を挙げます。 

 

（利用者の保護だけでなく企業の生産性等の向上も視野に入れた介入であること） 

障害者を雇用した場合、企業の一職員となるわけであり、その労働を保証するため

には、福利厚生を充実させることや、障害者で雇用される方を取り巻く部署、または

社内の職員に対し教育を行うことや、企業利益が生まれるような介入も必要となるこ

とがあります。 

 

（その利用者の休職前の状態を把握すること） 

休職する前の働き方についても把握しておいた方がよい情報です。例えば、休職前

の担当業務の遂行状況や勤務に対する取組み姿勢、自己管理等について会社側がどの

ように捉えているかなどです。対象者本人のみからこのような情報を得ることは難し

いでしょう。 

 

（企業は相談窓口の一本化の要望を持っていること） 

企業から相談を受ける内容として「一人の対象者の後ろに、福祉の支援者、事業所

が多数あり、どこに何を相談したら良いか分かりにくい。」ということがあります。

事業所で複数人の障害者を雇用している場合、それぞれに異なる複数の支援機関がつ

いており、企業からするとどこか窓口を一本化してほしいという思いとなるのは理解

できるでしょう。 

そのため、一人の対象者に複数の支援者が関わっていても、その企業にかかわる支

援者については担当者を決めること、また、企業へ介入する可能性がある場合には、

支援する対象者のみならず、他にどのような障害者が雇用されているのか、またどの

ような支援機関が主で介入しているのかなどの情報収集をし、連携を図りながら効率

的な実践を行うことが望ましいでしょう。 

 

3.5.5. 企業向けコンサルテーションの内容 

大企業から中小企業に至るまで、障害者雇用を進める企業規模は様々です。企業内

における障害者雇用の専門性という観点で考えると、例えば保健、医療、福祉専門職
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の配置有無や専門知識や技能がどのくらい共有されているのかについては、ばらつき

が大きいのです。大企業であると、産業医や産業保健師などを社内に配置しているこ

ともあると思いますが、マンパワーや雇用者数全員をフォローすることを考えると、

それだけでは対応しきれない場合もあり、そのような場合には、外部の専門的支援の

介入が欠かせません。 

そういった中、企業より情報提供として求められることとしては、①一般的な障害

の特性、②復職を希望する社員の個別事情、③関連制度や関係施設の情報などがあり

ます。①一般的な障害の特性とは、そもそも障害があるということはどういうことで

あるか、また身体障害、知的障害、精神障害、発達障害について、診断名とその治療

や支援の概要、行動特性などが含まれます。この際、課題となる面ばかりではなく、

成功事例の情報も用いつつ、強みとなる部分の説明も有用です。②復職を希望する社

員の個別事情は、個人情報に留意し、また本人の同意を得た上になりますが、個人の

障害特性のみならず、背景因子となる個人因子や環境因子による影響についても含ま

れます。その際、①一般的な障害の特性の説明と同様ですが、どのような方略により

高いパフォーマンスが発揮できるのかといった労働力として評価される内容も併せて

説明する必要があります。また、休職に至った原因や経緯、それを解決するための対

処技能や環境調整などについても同時に説明をすることが必要です。③関連制度や関

係施設については、地域の事情によって変わってくるかと思いますが、復職支援に有

益であるという理解につながるような説明が必要です。単に、すべての情報を伝えて

も、制度や支援の活用にはつながりません。書面化するなどの工夫もしつつ、一般的

に障害者雇用を進めるための制度や支援はもとより対象者の雇用のために活用が望ま

れる制度や支援を説明する必要があります。特に復職支援においては、事例ごとに事

情が大きく異なるため、事例に合わせた必要な関連制度や関連施設を組み立てていく

ことが有効です。大企業では、企業内部において、すでに復職に向けた支援体制が構

築されているかもしれませんが、その場合には、企業における支援体制も踏まえた上

で効果的な計画を立案することが求められます。 

企業向けのコンサルテーションにおいて、復職に有効な支援方法としては、上記に

加え、①企業からの窓口を明確化（できれば一本化）すること、②支援機関のネット

ワークを形成することがあります。企業から福祉の世界を見ると、様々な形態や事業

所があり、どこに何をお願いしたら良いか分かりにくいことがあります。そのため、
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どの対象者のことであったとしても、ここに連絡をすれば動いてもらえるという窓口

を明確化し、さらに言えばそれは特定の支援機関が対応できると効率的であり、地域

の事情によって決めていくことが求められます。②支援機関のネットワーク形成につ

いては、日頃より関係各所で連携を図っておき、窓口となる支援者・支援機関が企業

からの相談を受けた場合、内容に応じてすぐに繋ぐことができると、タイムラグがな

く迅速な対応が可能となります。また、福祉のネットワークのみならず、企業同士の

関係性の構築も有効です。成功例を共有しやすく、専門的な介入がなくとも解決に至

ることがあります。こういったネットワーク形成のための介入が、コンサルテーショ

ンにおいては必要となります。 
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コラム３ 復職支援型の事例 

※本事例は、筆者がこれまで行なったインタビューや筆者自身が実際に経験した事例

を元に、架空事例を用いて復職支援型について紹介するものです。 

 

就労移行支援Ｘ事業所との接点 

Ｌさん。公務員。これまで配属されていた部署から畑違いの部署への異動となり、

右も左もわからないまま業務を振られ、業務過多にて睡眠不良、仕事へ行く際に動悸

が出現するなどのストレス反応が出現しました。そのような相談を受けた上司が、心

療内科の受診を勧めて受診しました。「適応障害」と診断され、６か月の休職となり

ました。休職開始から２か月後、徐々に睡眠が取れるようになり、買い物をするなど

ができるようになったものの、職場のことを考えると不安が出現する状況でした。そ

こで、定期的に行われている産業医面談にて現状を相談したところ、「日中、活動で

きる場所にて復職に向けたリハビリが必要」と助言がありました。ホームページで復

職支援機関を探し、復職支援を行っている就労移行支援Ｘ事業所にご自身で問い合わ

せました。 

Ｘ事業所のある地域では、医療機関と地域障害者職業センターの行っているリワー

ク支援がありましたが、地域障害者職業センターのリワークは公務員は利用できない

ため、医療機関のリワークかＸ事業所のリワークを選択することになりました。Ｌさ

んはそれぞれ見学へ行き、復職後も就労定着支援を活用した継続的な定着支援を受け

ることができるＸ事業所にて復職支援を受けることを選択しました。 

 

就労移行支援の申請 

Ｘ事業所では、効果的な復職支援を実施するために３か月以上の利用を勧めてお

り、本人が主治医より診断を受けている休職期間との整合性が必要となりました。今

回は、６か月間の休職期間が必要との診断書が出ており、すでに２か月半が経過して

いたため、早めに就労移行支援がスタートできるよう行政手続を進めることになりま

した。Ｌさんの居住している地域で、就労移行支援による復職支援を利用するにあた

り、①主治医が就労系障害福祉サービスによる復職支援を受けることが適当と判断し

ているか、②企業が就労系障害福祉サービスによる復職支援を受けることが適当と判

断しているか、という書類の提出が求められました。 
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福祉サービス申請にあたり、Ｌさんは行政機関へ行く事でストレス反応が出現した

り、休職中の職場に自ら問い合わせ、書類の作成を依頼することへの罪悪感を抱えて

いました。このような本人の負担軽減を行うため、Ｘ事業所では本人の同意のもと、

本人と一緒に職場へ連絡し、必要な申請書類の作成を依頼するなどのサポートも迅速

に行いました。 

 

復職支援から復職まで 

Ｌさんは、３か月で復職を目指すにあたり、Ｘ事業所の支援員と面接を行い、目標

を立てました。これが個別支援計画書となり、この計画書を元に復職支援が進められ

ました。担当支援員と休職に至った要因を振り返り、同様なことが起こった際の対処

方法について復職プログラムを通して学びました。Ｘ事業所では復職支援の活動時の

本人の様子を、家族・主治医・職場と情報共有しています。情報共有を行う中で必要

に応じて主治医からの助言を得て目標の再設定を行いながら、３か月後に復職をする

ことを目標に復職プログラムを順調に受講し続けました。 

当初は職場のことを考えると眠れなくなったり、不安になったりすることもありま

したが、そのような時は「ウォーキング」や「家族に相談する」などの対処方法を見

つけ、実践しながら効果を実感していきました。また、自身の発症時の様子を振り返

りながら「『いまは業務が忙しいので、後からでもいいですか』などと言えれば良か

った」と再発防止に向けた実践的なコミュニケーション方法も振り返ることができま

した。 

その後、休職期間中にリハビリ出勤を行い、実際に職場で過ごし、復職支援で学ん

だことが活かせるかどうか確認しました。その間、Ｘ事業所の支援員は定期的に本人

と面談を行い、対処方法を振り返りながらフォローを行い、必要に応じて職場側へ配

慮事項などの共有を行ないました。その後、順調にリハビリ出勤は進み、主治医・産

業医より復職の許可を経て、復職となりました。 

 

就労移行支援終了から就労定着支援開始までの流れ 

復職すると、就労移行支援の利用は終了となりますが、Ｘ事業所では就労移行支援

事業所の行う６か月間の定着支援として、復職者向けのアフターフォローを行うプロ

グラムを用意しており、Ｌさんはそのアフターフォローに参加することとしました。
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アフターフォローでは月１回の復職者の集いと、個別カウンセリングが行われ、定期

的に自身の状態を振り返ることができ、良い息抜きになっているということでした。

その後、復職５か月目に本人からアフターフォローの継続意思が確認できたため、就

労定着支援のサービスを申請することになりました。 

 

今後 

その後、Ｌさんは就労定着支援を活用しながら、安定した勤務を続けています。Ｌ

さんは、就労定着支援が終了した後も「不調の際の対処方法に迷ったときに相談でき

る相談先がほしい」というニーズを持っていました。そのため、Ｘ事業所と連携して

いる主治医との定期面談を今後も続けてはどうかと提案しました。Ｘ事業所では、社

会資源を活用し、復職後も緩やかなサポートを可能とする支援体制の仕組みを作るこ

とで、再発防止を目指していくことへコミットしています。 
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4. 法的な側面から見た一時利用を活用する上での留意点 

 はじめに 

本章では、「一時利用」について、法的観点、特に「副業・兼業の制限」「労働時間（の通

算）」「割増賃金の支払い」「健康管理」「所得補償」「社会保険」「労働保険」等の観点から留

意点を述べることとします。これらは、労働関係法令及び社会保障関連法令に関連する制度

の話題であり、難しい印象をお持ちになるかもしれませんが、障害のある人の働く者としての

権利を守るために非常に重要な観点となります。 

 労働契約（就業規則）上の副業・兼業制限 

 就業規則と労働契約の関係 

常時 10人以上の従業員を雇用する企業は、「就業規則」（労働条件や職場のルールにつ

いて会社が定める規則の総称）の作成が義務付けられています（労働基準法 89条）。就業

規則の内容が合理的である場合には、当該就業規則の内容が個々の労働者の労働契約の

内容となるため（労働契約法 7条）、原則として労働者（利用者）は就業規則の内容に拘束さ

れます。 

ただし、労働契約法７条但書においては、「労働契約において、労働者及び使用者が就業

規則の内容と異なる労働条件を合意していた部分については、…この限りではない」とされ

ているため、就業規則の定める内容よりも、労働者にとって有利な条件で労働者と使用者と

の間で個別に合意があった場合には、当該個別合意が優先されます。 

 

 就業規則における副業・兼業制限 

 一時利用も「副業・兼業」の一種であるといえるため、就業規則に副業・兼業を許可制と

する規定がある場合に、一時利用が認められるかどうかが問題となります。労働者が使用者

との間で一時利用について合意をした上で開始する場合には問題ありませんが、就業規則

の定めに反して無許可で一時利用（副業・兼業）をした場合、障害者が懲戒処分等の不利益

取扱いを受ける可能性があります。 
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 ただし、裁判所は、①その副業が深夜に及ぶなど長時間であって、本業での仕事に具体

的に支障が生じる場合、②副業先が競業関係にある会社で、そこで働くことにより元々勤務

していた企業の利益を不当に侵害するなど背信行為があると認められる場合に限り、懲戒事

由に該当すると解釈しているため、無許可の副業が常に懲戒事由に該当するわけではありま

せん。 

 

 副業・兼業の促進に関するガイドライン 

副業が社会的に注目される中で、2018（平成 30）年に「副業・兼業の促進に関するガイド

ライン」（以下、「副業・兼業ガイドライン」といいます）が、厚生労働省によって策定されました

（2020（令和２）年９月改定）。 

副業・兼業ガイドラインでは、各企業が労働者の副業・兼業の自由を制限することが許され

る場合として下記のケースが挙げられており、それ以外については、基本的に副業・兼業を制

限すべきではないとしています。 

㋐労務提供上の支障がある場合 

㋑業務上の秘密が漏えいされる場合 

㋒競業により自社の利益が害される場合 

㋓自社の名誉や信用を損なう行為や信頼関係を破壊する行為がある場合 

 

 副業・兼業制限と一時利用 

 副業・兼業制限との関係で一時利用が認められるかどうかを考えるに当たって、①福祉

的就労から一般就労への移行過程で利用する場合と、②休職期間中に一時利用する場合に

分けて検討することができます。 

（１）福祉的就労から一般就労への移行過程で利用する場合 

この場合、企業は、一般的には福祉的就労で働いていることを前提に、障害者を雇用する

ことになるでしょうから、福祉的就労の場で働くことについて、障害者と企業との間で合意が

得られている状況であると考えられます。就業規則の規定よりも個別の合意が優先されるた

め、就業規則の副業規制が問題となることはほとんどないでしょう。 

（２）休職期間中の一時利用の場合 

副業・兼業を許可制とする就業規則の定めに反して無許可で、休職期間中に一時利用を

した場合、障害者が懲戒処分等の不利益取扱いを受ける可能性があります。ただし、懲戒事
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就業規則等に副業・兼業を

許可制とする規定がある

一時利用が

認められるかどうか

由に該当するのは、4.2.2で述べたように限定的であり、一時利用は回復のためのプロセス

として位置づけられるため、一時利用が回復に資する場合は副業制限に反しない（一時利用

が認められる）と考えられるべきでしょう。一方、一時利用により症状が悪化するおそれがあ

る場合には、会社が一時利用を許可しないということもありえます。 

 

 

副業制限でのポイント 

一時利用についての個別合意がない場合、企業の就業規則を確認し、一時利用が認めら

れるかどうかを確認しましょう。 

  

 

 

 

 

 

 副業・兼業の観点から見た一時利用に向けた手続き 

「副業・兼業ガイドライン」では、労働者から副業・兼業の申し出があった場合、次のような

プロセスが予定されています。特に、企業等で働きながらＡ型事業所での一時利用を行う場

合にも、同様の対応が求められます。B型や就労移行支援事業所での一時利用の場合は、

労働時間の通算の問題が生じないため、このような対応をとることは求められませんが、障

害者の健康管理の面からは、他所での就労状況を把握しておくことが望ましいといえます

（→4.4参照）。 

 

 

 

① 届出制→副業の有無・内容について確認 

・ 他の使用者の事業場の事業内容 

・ 他の使用者の事業場で労働者が従事する業務内容 

・ 労働時間通算の対象となるか否かの確認 

・ 他の使用者との労働契約の締結日、期間 
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・ 他の使用者の事業場での所定労働日、所定労働時間、始業・終業時刻 

・ 他の使用者の事業場での所定外労働の有無及び見込み時間数、最大時間数 等 

 

② 副業・兼業の開始前：所定労働時間を通算し、法定労働時間を超えるか否かを確認 

  → 超える場合、後から契約を締結した使用者は 36協定（→4.3.1）の締結必要 

   

③ 副業・兼業の開始後：所定外労働時間を申告させ、当該所定外労働が行われる順に 

通算して、法定労働時間を超える部分の有無を確認（日々申告ではなく、一定の日数分を

まとめて申告等させることや時間外労働の上限規制の水準に近づいてきた場合に申告等さ

せることも可能） 

 

 

 労働時間の通算と割増賃金の支払い 

 法定労働時間と労働時間の通算 

労働基準法 32条は、１週 40時間、１日８時間（これを「法定労働時間」といいます）を超

えて働かせてはならないと定めています。法定労働時間を超えて働かせるためには、使用者

と労働者の過半数代表との間で労使協定（労働基準法 36条に定める労使協定のため「36

協定」と呼ばれます）を締結し、労働基準監督署長に届け出なければなりません。 

労働基準法 38条１項は、「労働時間は、事業場を異にする場合においても、労働時間に

関する規定の適用については通算する」と定め、行政解釈は、この「事業場を異にする場合」

には事業主が異なる場合も含まれると解しています（昭和 23・5・14基発第 769号）。 

一時利用との関係で労働時間の通算が問題となるのは、事業所と利用者（障害者）とが労

働契約を締結するA型事業所の場合です。一方、就労継続支援 B型や就労移行支援の場

合は、事業所と利用者（障害者）との間で労働契約を締結しないものとされており、一般的

に、これらの事業所で働く障害者は労働基準法上の労働者ではないと解されるため、労働時

間の通算の問題は生じません。 

 



 

62 

 

 Ａ型事業所の一時利用時の労働時間通算 

A型事業所との一時利用の場合に、この「労働時間通算」の問題が生じます。ポイントは、

36協定の締結と割増賃金の支払いの 2点です。 

（１）36協定の締結 

第 1に、企業やA型事業所は、個々の事業場（職場）での労働時間が法定労働時間を超

えない場合であっても、一時利用により通算して法定労働時間を超えるおそれがある場合に

は 36協定を締結しなければなりません。このような場合に、36協定の締結義務を負うの

は、原則として「後から労働契約を締結した使用者」とされます。そのため、福祉的就労から

一般就労への移行過程で行う一時利用の場合は、後から労働契約を締結することになる一

般就労先の企業が 36協定の締結義務を負うことになります。一方、休職期間中の一時利用

の場合は、A型事業所が後から契約を締結した使用者となりますが、障害者は休業中であり

企業での労働時間は発生しないため、基本的には労働時間通算の問題は生じません。した

がって、以下では、福祉的就労から一般就労の移行過程での一時利用の場面での取扱いに

ついて説明します。 

（２）割増賃金の支払い 

法定労働時間を超えた部分（時間外労働）に対しては、割増賃金の支払いが必要になり、

その割増率は原則として 2割 5分以上とされています（労働基準法 37条 1項）。一時利用

の場合、どちらの使用者が割増賃金を支払うかが問題となります。 

両方の事業場において所定外労働がない場合、労働契約の締結の先後の順に所定労働

時間を通算し、法定労働時間を超える部分がある場合は、時間的に後から労働契約を締結

した使用者が割増賃金の支払い義務を負います。福祉的就労から一般就労への移行タイプ

の一時利用の場合、後から労働契約を締結するのは企業であるため、企業が割増賃金の支

払い義務を負うことになります。 
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【所定外労働がない場合の労働時間算定の例】 

 企業：時間的に後から労働契約を締結。所定労働時間 1日 6時間（8時～14時） 

 Ａ型事業所：時間的に先に労働契約を締結。所定労働時間 1日 3時間（15時～18時） 

 ⇒企業に、法定時間外労働が 1時間（13時～14時）発生する。 

後から労働契約を締結した企業が 1時間についての割増賃金を支払う義務を負う。 

 

 

 

 

       8時             13時  14時   15時           18時 

 

 

これに対し、一方あるいは両方の事業場において所定外労働がある場合は、まず労働契

約の締結の先後の順に所定労働時間を通算し、次に所定外労働の発生順に所定外労働時

間を通算することによって、それぞれの事業場での所定労働時間・所定外労働時間を通算し

た労働時間を把握し、その労働時間について、自らの事業場の労働時間制度における法定

労働時間を超える部分のうち、自ら労働させた時間について、時間外労働の割増賃金を支

払う必要が生じます。したがって、下図にあるように、A型事業所が所定外労働をさせた場

合には、A型事業所が割増賃金の支払い義務を負うことになります。なお、このような場合

（A型事業所で所定外労働が発生し、1日の通算労働時間が法定労働時間を超える場合）

には、A型事業所も 36協定の締結が必要になります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

企業 A型事業所  
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【所定外労働がある場合の労働時間算定】 

 企業：時間的に後から労働契約を締結。所定労働時間 1日 6時間（8時～14時） 

 Ａ型事業所：時間的に先に労働契約を締結。所定労働時間 1日 2時間（15時～17時） 

        当日発生した所定外労働 1時間（17時～18時）。 

 ⇒ A型事業所で行う 17時～18時（1時間）は法定時間外労働となる。 

A型事業所がその 1時間についての割増賃金を支払う義務を負う。 

 

 

 

 

        8時                  14時     15時      17時 18時   

 

4.4 一時利用時の健康管理 

一時利用先がA型事業所であれ、B型事業所であれ、安全配慮義務を負う企業は、労働

者の全体としての業務量や労働時間（就労時間）が過重になっていないかに注意する必要が

あります（労働契約法 5条）。業務量の調整をしないまま放置し、労働者が精神疾患を発症・

増悪させるなどした場合には、安全配慮義務に違反したとして損害賠償責任を問われること

になります。一時利用先であるA型事業所も労働契約上の使用者として安全配慮義務を課

されます。安全配慮義務は元々、信義則と呼ばれる民法の一般条項（民法１条２項）に基づ

き、「特別な社会的接触関係」に入った当事者間で認められてきたものであるため、B型事業

所においても上記対応をとるべきという点では同様です。 

 

「副業・兼業ガイドライン」の記載も踏まえると、以下のポイントが重要となります。 

健康管理のポイント 

①使用者は、一時利用に先立ち、一時利用が労働者の安全や健康に支障をもたらさない

か確認するとともに、一時利用後の状況の報告等について労働者と予め話し合っておくこと

とが推奨されます。 

 

企業 
A型 

事業所 
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②一時利用の開始後には、一時利用の状況について把握します。状況把握にあたっては、

労働者からの報告に基づきこれを行うことも考えられますが、労働者の同意を得た上で、A

型・B型事業所との間で情報共有を図ることが適切である場合もあります。 

※ 福祉的就労から一般就労への移行過程で一時利用をするケースでは、どの程度一般就

労への移行を進めるかを検討する過程で、状況の把握がなされると思いますが、その過

程で健康管理を行うことも考えられます。 

 

③労働者の健康状態に問題が認められた場合には、一時利用を一時中断する、業務量を

軽減するなど適切な措置を講ずることが考えられます。 

 

  休職期間中の一時利用に際しての留意点 

 職場復帰支援と復職判定 

 法定労働時間と労働時間の通算 

休職期間中の一時利用は、長期間の休業により、前の職場で今まで通り働くことに不安を

抱える労働者が、生活リズムを整え、配慮された環境で軽易な作業に従事しながら「働くこ

と」に慣れていくことを目的とするものであり、長期間の休業から段階的に職場復帰をしてい

くためのリハビリとしての性格を持つものといえます。 

 

一時利用中に復帰にあたって配慮すべき事項が明らかになった場合には、その点も踏まえ

て職場復帰支援プランを作成することが考えられます。なお、一時利用時の就労状況を、休

職期間満了までに行われる復職判定に際して参考にする場合には、この点を予め当事者に

説明しておくと良いでしょう。 

復職過程における職場復帰支援の進め方については、厚生労働省の「事業場における治

療と仕事の両立支援のためのガイドライン」に記載があり、休職期間中の一時利用にあたっ

ても同ガイドラインを参考にしてください。 
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休職中の一時利用にあたってのポイント 

①主治医からの情報収集等により、一時利用ができるだけの健康状態にあることを確認し

ましょう。 

 

②休職期間は労働者を労務提供義務から免除し、一定期間休養させる期間であるため、

一時利用は労働者の任意に基づいて実施される必要があると考えられます。その意義等を

説明した上で、一時利用の実施について本人の同意を得ましょう。 

 

③休職期間の趣旨に照らせば、リハビリとしての範囲を超えて就労させることには問題が

あります。一時利用によりかえって健康状態を悪化させることは、安全配慮義務の観点から

も問題があることから、一時利用時の業務量・就労時間は主治医や産業医の意見も踏まえた

上で慎重に設定しましょう。 

 

④一時利用開始後に必要に応じて、主治医や産業医の意見を聴取の上、業務量・就業時

間を調整することや、一時利用に伴う心身の負荷により、かえって健康状態が悪化すること

が見込まれる場合には一時利用を中断することも視野に入れるべきでしょう。 

 

 休職期間中の所得保障 

休職期間中において、労働者は労務提供義務を免れるため、使用者は原則として賃金支

払い義務を免れます。ただし、労働協約、就業規則あるいは個別の労働契約で休職期間中

も有給とする旨の規定を置いている場合には、当該規定に基づき賃金支払い義務が生じま

す。賃金が支給されない休職者の所得保障を担うのが、健康保険法に基づき支給される傷

病手当金です。傷病手当金の支給要件・支給期間・金額等は下記のとおりです（以下の表に

つき、健康保険法 99条 1項、108条 1項参照）。 

 

傷病手当金 

支給要件： 

①健康保険の被保険者が仕事に就くことができないこと（労務不能） 

②①が業務外の事由による病気や怪我によること 

③連続する 3日間を含み 4日以上仕事に就くことができないこと 
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④休業した期間について給与の支払いがないこと 

 （※一部支給される場合には傷病手当金が一定範囲で減額される） 

  支給期間：同一疾病につき、支給開始日から通算
・ ・

して
・ ・

１年６か月 

  金額  ：被保険者期間のうち継続した 12か月間の各月の標準報酬月額÷30×2/3 

  ※支給開始日以前の加入期間が 12か月に満たない場合は、次のいずれか低い額 

①支給開始日の属する月以前の直近の継続した各月の標準報酬月額の平均 

②標準報酬月額の平均値 

 

一時利用をする場合には、一時利用先（就労系障害福祉サービス事業所）での就労によ

り、労務不能という要件に該当しなくなり、傷病手当金が不支給となりはしないかが問題とな

ります。 

不支給に該当 

行政解釈では「本来の職場における労務につくことが不可能な場合であっても、現に職場

転換その他の措置により就労可能な程度の他の比較的軽微な労務に服し、これによって相

当額の報酬を得ているような場合は、労務不能に該当しない」とされるため（平成 15・2・25

保保発第 0225007号・庁保険発第 4号）、一時利用先の就労が従前業務と限りなく近く、

フルタイムで働いているようなケースでは、健保組合によっては、「労務に服することができな

いとき」に当たらないと判断され、傷病手当金が不支給とされる可能性もあります。 

 

支給に該当 

上記行政解釈では、「本来の職場における労務に対する代替的性格をもたない副業ないし

内職等の労務に従事したり、あるいは傷病手当金の支給があるまでの間、一時的に軽微な

他の労務に服することにより、賃金を得るような場合その他これらに準ずる場合には、通常な

お労務不能に該当する」とされるため、 

一時利用がこの範囲の就労に留まる限り傷病手当金の支給は継続されます。 

 

いずれに当たるかは具体的事情を踏まえての個別判断となるため、実務的には健保組合

又は協会けんぽ（→4.9参照）に事前に確認することが考えられます。 
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傷病手当金のポイント 

 

・一時利用時の傷病手当金の支給の可否やその際の金額について健保組合又は協会け

んぽに確認するとともに、一時利用に先立ち、労働者の理解を得ておく必要があります。 

・休職期間が長期にわたるなどして、傷病手当金の支給期間が終了している場合には、 

上記について考慮する必要はありません。 

 

 

 一時利用時の社会保険の適用 

公的年金及び公的医療保険の仕組みは、「労働者」を対象としてスタートし、徐々に労働者

以外の者（自営業者や無業の者等）にその保障の範囲を拡大していきました。こうした沿革を

背景として、公的年金及び公的医療保険については、現在でも、働き方により適用の対象と

なる制度が異なります。 

 

 国民年金と厚生年金 

公的年金には、国民年金と厚生年金とがあります。 

国民年金は、第２号・第３号被保険者を除く日本に住所を有する 20歳から 60歳の者を

第１号被保険者、厚生年金の被保険者を第２号被保険者、第２号被保険者に扶養される配偶

者（20歳から 60歳）を第３号被保険者とするもので（国民年金法７条）、被保険者の老齢・

障害・死亡というリスクに対し、老齢基礎年金・障害基礎年金・遺族基礎年金を支給します。 

対して厚生年金は、適用事業所（厚生年金保険法６条）に使用される 70歳未満の者を被

保険者とする仕組みで（同９条）、厚生年金被保険者の老齢・障害・死亡に対し、基礎年金に

上乗せする形で老齢厚生年金・障害厚生年金・遺族厚生年金を支給します。 

民間企業やA型事業所で働く場合は、厚生年金の対象にもなります。 

 

 短時間労働者の厚生年金への加入 

もっとも、短時間で働く場合には、厚生年金から適用除外となることがあります。短時間労

働者で、厚生年金の適用が認められるのは、 

①勤務時間・勤務日数が常用雇用労働者の４分の３以上の者 
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②勤務時間・勤務日数が常用雇用労働者の４分の３未満の者のうち、従業員数 100人超

の企業（2024（令和６）年以降は、50人超の企業）又は労使間で加入についての合意のあ

る従業員数 100人以下の企業（同上）で働いている者で、週の所定労働時間が 20時間以

上、月額賃金が８万 8000円以上、勤務期間が２か月以上（見込みを含む）であり、かつ、学

生でない者 

に限定されています。 

なお、厚生年金の適用要件は、事業所ごとに判断されます（労働時間の合算はされませ

ん）。例えば、A型事業所で週 32時間働いていた者が、一時利用開始後に、A型事業所で

18時間、民間企業で 14時間働くような場合、A型事業所のみで就労していたときには認

められていた厚生年金への加入が、一時利用開始後には認められなくなります。 

その場合、第３号被保険者に該当しなければ、第１号被保険者として国民年金に加入して、

国民年金の保険料を負担しなければなりません（ただし、障害年金を受給している場合は、

保険料の納付は免除されます。国民年金法 89条１項１号）。 

 

公的年金のポイント 

①一時利用により１事業所での週の所定労働時間が短くなることに伴う公的年金の適用

関係の変更には、留意する必要があります。 

②A型事業所と民間企業のどちらにおいても、厚生年金の適用要件を満たす場合には 

・所管の年金事務所を選択して、届け出ること、 

・選択された年金事務所で、報酬月額を合算して標準報酬月額を決定すること、 

・保険料額をそれぞれの事業所で受ける報酬月額に基づき按分すること、 

・各事業所において毎月の保険料を支払うことが求められます。 

②のようなケースはあまりないといえるでしょう。 

 

 公的医療保険 

公的医療保険についても、厚生年金への加入をめぐる問題と同様の問題が生じます。民

間企業やA型事業所で働く場合は、健康保険法の適用を受けることとなりますが、一定の範

囲の短時間労働者（厚生年金の場合と同じ）は、健康保険法の適用から除外されます（健康

保険法３条１項９号）。 
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適用除外となる場合には、家族の被扶養者として、家族が被保険者となっている公的医療

保険（健康保険、公務員共済、私学共済等）に加入するか、あるいは、自ら被保険者として地

域保険である国民健康保険に加入しなければなりません。家族の被扶養者となる場合は保

険料負担は発生しませんが、国民健康保険に加入する場合は保険料負担が発生します。 

 

公的医療保険のポイント 

①公的年金の場合と同様、一時利用により１事業所での週の所定労働時間が短くなること

に伴う公的医療保険の適用関係の変更には、留意する必要があります。 

②A型事業所と民間企業のどちらにおいても、健康保険の適用要件を満たす場合には 

・医療保険者を選択して、届け出ること、 

・選択された医療保険者で、報酬月額を合算して標準報酬月額を決定すること、 

・保険料額をそれぞれの事業所で受ける報酬月額に基づき按分すること、 

・各事業所において毎月の保険料を支払うことが求められます。 

②のようなケースはあまりないといえるでしょう。 

 

 

 労働保険（雇用保険・労災保険）の適用 

 雇用保険 

雇用保険の被保険者となるのは、31日以上の雇用が見込まれる、週の所定労働時間が

20時間以上である労働者です（雇用保険法４条～６条）。 

この被保険者要件は、各雇用関係について満たす必要があります。例えば、A型事業所で

週 36時間働いていた者が、一時利用開始後、A型事業所で週 18時間、民間企業で週 18

時間就労する場合には、雇用保険の被保険者資格を失うこととなります。A型事業所及び民

間企業の双方で被保険者要件を満たす場合には、主として家計を維持している方の雇用関

係についてのみ、被保険者資格を得ることになります。 

雇用保険の被保険者の範囲については、2028（令和 10）年度から、これを週の所定労働

時間が 10時間以上である労働者に拡大することが検討されています。被保険者の範囲の

拡大がなされれば、一時利用をする者の雇用保険への加入可能性は格段にあがるでしょう。 
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雇用保険のポイント 

①一時利用により１事業所での週の所定労働時間が短くなることに伴い、雇用保険の被保

険者資格を失う可能性があることには、留意する必要があります。 

②A型事業所と民間企業のどちらにおいても、雇用保険の被保険者要件を満たす場合

は、主として家計を維持している方の雇用関係についてのみ被保険者資格を得ることに

なります。 

 

 

 

 労災保険 

労災保険は、労働者を使用する事業を適用対象としており、週の所定労働時間が非常に

短い労働者であっても、労災保険による補償の対象となります（労働者災害補償保険法３

条）。労災保険については、特に、労働基準法９条の「労働者」性を認められない形で B型事

業所で就労する障害者が、その適用対象とならないことが課題とされています。 

 

 複数事業労働者 

A型事業所で就労しつつ、民間企業で就労する場合には、「複数事業労働者（事業主が同

一でない二以上の事業に使用される労働者（労働者災害補償保険法１条））」に関する仕組み

の対象になります。 

複数事業労働者が業務や通勤に起因して被災した場合は、各就業先で支払われている賃

金額を合算した額を基礎として給付基礎日額（保険給付の算定基礎となる日額）の決定がな

されます。例えば、A型事業所で月額 10万円、民間企業で月額 12万円の賃金を得ている

場合、A型事業所で被災した場合であっても、民間企業で被災した場合であっても、月額合

計 22万円を基礎として保険給付の額の算定がなされます。 

 また、複数の事業の業務に起因して脳・心臓疾患や精神障害を発症した場合は、複数業

務要因災害に対する保険給付（複数事業労働者休業給付等）を受け取ることができます。A

型事業所での就労、又は、民間企業での就労のどちらか一方のみでは業務上の負荷（労働

時間やストレス等）を評価した結果として労災が認めらない場合にも、双方での業務上の負

荷を総合的に評価して労災認定ができるか否かが判断されます。 
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 通勤災害 

一時利用をする場合には、午前はA型事業所で就労し、午後は民間企業で就労すること

も想定されることから、通勤災害が認められるか否かも問題となるでしょう。 

この点、複数の事業所で働く労働者については、１つ目の就業の場所での勤務が終了した

後に２つ目の就業の場所へ向かう移動について、通勤災害が認められています（労働者災害

補償保険法７条２項２号）。したがって、A型事業所と民間企業の間の移動については、通勤

災害の対象となります。 

問題は、B型事業所と民間企業との間の移動について生じます。この間の移動は、通勤災

害の対象となりません。他方、B型事業所へ立ち寄り、そこで就労することが、逸脱・中断中

を除く通勤部分について通勤災害の対象とする仕組みの対象となるか否かについては、議

論の余地があるでしょう。現在、この仕組みの対象となるのは、下記のために行う逸脱・中断

です（労働者災害補償保険法施行規則８条）。 

①日用品の購入 

②職業訓練や教育訓練 

③選挙の投票 

④受診行為 

⑤要介護状態にある配偶者や父母等の介護 

 

②の職業訓練や教育訓練は、正確には、「職業訓練、学校教育法１条に規定された学校で

行われる教育、その他これらに準ずる教育訓練であって職業能力の開発向上に資するもの

を受ける行為（労働者災害補償保険法施行規則８条２号）」を言い、「その他これらに準ずる

教育訓練であって職業能力の開発向上に資するもの」には、職業能力開発総合大学校にお

ける職業訓練や専修学校における教育（就業期間が１年以上であり、課程の内容が一般的に

職業に必要な技術を教授するもの）が該当するとされています（昭和 48・11・22基発 644

号）。 
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労災保険のポイント 

①A型事業所で就労しつつ、民間企業で就労する場合には、「複数事業労働者（事業主が

同一でない二以上の事業に使用される労働者（労働者災害補償保険法１条））」に関する仕組

み（賃金額の合算、業務上の負荷の総合的評価）の対象になります。 

②A型事業所と民間企業の間の移動は、通勤災害の対象となります。 

 

 

 おわりに 

労働関係法令や社会保障法令に関する事項は複雑であることが多く、紛争になることも少

なくありません。法制度について不明なことが生じた場合には、以下の機関や専門家に相談

することをお勧めします。 

 

一時利用に関する法律問題の相談先 

・公的年金 → 年金事務所 

・労働災害 → 労働基準監督署 

・雇用保険 → ハローワーク 

・健康保険：健康保険組合を設立している会社の場合 → 健康保険組合 

健康保険組合を設立していない会社の場合（中小企業等） 

→ 協会けんぽ 

・国民健康保険 → 市町村 

・就業規則、労働時間、賃金 → 総合労働相談コーナー、労働局、労働基準監督署 

・法律問題全般 → 労働問題や福祉分野に詳しい弁護士、社会保険労務士 
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5. 一般就労中の就労系障害福祉サービスの一時利用の実施を 

巡るその他のポイント 

 

5.1.  概要 
本章では、一般就労中における就労系障害福祉サービス事業所の一時利用につい

て、関連する他の制度との関係について解説します。一時利用には「労働時間延長支

援型」「復職支援型」「就労移行支援短時間型」「就労継続支援短時間型」がありま

す（厚生労働省, 2024a）。なかでも「労働時間延長支援型」と「就労継続支援短時間

型」との違いについて述べ、どのように使い分けを考えたらいいのかをお伝えしま

す。また、活用できる制度について取り上げます。次にこの一時利用が令和６

（2024）年４月から施行されるため、どのような使い方をされるのか今後の運用状況

を確認していくことになりますが、現時点で考えられる不適切な使い方についても触

れることとします。 

5.2.  他の制度との関係 

5.2.1. 令和６年の報酬改定Ｑ＆Ａ 問 51（厚生労働省, 2024b）との関係 

１章・２章にて、平成 19年 12月 19日付「障害福祉サービスに係るＱ＆Ａ（指定基

準・報酬関係）（ＶＯＬ.２）」（以下「平成 19年併用」）があったことを示しまし

た。 

この平成 19年併用は、「令和６年度障害福祉サービス等報酬改定等に関するＱ＆Ａ 

ＶＯＬ．１(令和６年３月 29日)」問 51（以下、就労継続支援短時間型）（厚生労働

省, 2024b）に引き継がれ、廃止されています。 

就労継続支援短時間型では、上記①②の要件に加え、企業等での所定労働時間が概

ね週 10 時間未満であることが目安となっています。一方、労働時間延長支援型は、

企業等での所定労働時間を概ね週 10時間から 20時間未満から段階的な延長を図ろう

とするものとされています。つまり、就労継続支援短時間型の対象者と比べ、段階的

に労働時間を延長しての一般就労が想定されています。また、労働時間延長支援型で
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は、原則３か月から６か月以内の間、延長が必要な場合は合計１年までという期限も

設定されています。 

このように、就労継続支援短時間型と、労働時間延長支援型は、対象者層や利用条

件等に違いがあり、制度利用者の特徴・状態や企業の状況等をよくアセスメントした

うえで、制度を使い分けていく必要があります。 

 

5.2.2. 就労定着支援との関係 

就労定着支援は一般就労へ移行した障害者について、就労に伴う生活面の課題に対

し、就労の継続を図るために企業・自宅等への訪問や障害者の来所により必要な連絡

調整や指導・助言等を行う障害福祉サービスです。 

労働時間延長支援型を経て、一般就労に移行した場合でも、復職支援型により復職

となった場合でも、一時利用を実施した就労系障害福祉サービス事業所による６か月

間の定着支援が行われます。その後、必要に応じて、障害者総合支援法で規定してい

る就労定着支援を利用する場合もあります。この場合、円滑な就労定着支援の開始と

するために、６か月間の定着支援の期間中から就労定着支援の開始に向けて、就労系

障害福祉サービス事業所は、障害のある当事者や企業等はもちろんのこと、相談支援

事業所、支給決定を行う市町村とも連携をしていくことが望ましいでしょう。 

 

5.2.3. 就労アセスメント・就労選択支援との関係 

令和６年の障害者総合支援法の改正により、一時利用の他、「就労選択支援」が創

設されることとなりました。就労選択支援は、障害者本人が就労先・働き方について

より良い選択ができるよう、就労アセスメントの手法を活用して、本人の希望、就労

能力や適性等に合った選択を支援することを目的としたサービスです。 

では、一時利用と就労選択支援は、どのような関係にあるのでしょうか。一時利用

するために、就労選択支援でのアセスメントが必要となるのでしょうか。 

制度的には、一時利用にあたって、就労選択支援を受けなくてはならないという規

定はありません。一方で、復職支援において、本人等に関する情報収集・情報整理を

行うことで支援計画が立てやすくなるということはあるでしょう。一時利用は労働時

間延長支援型にせよ復職支援型にせよ、企業での労働時間の延長や復職に向けての具

体的な就労支援を行うものでありますので、アセスメントによって、どのように労働
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時間の延長等のステップアップを図っていくのか、ステップアップを図る際の障壁に

はどのようなものがあるのか、障壁の解消に向けて、どの支援機関がいつ頃どのよう

に関わったらいいのか等が明らかになる可能性があると言えます。 

そのため、一時利用するうえでもアセスメントを行うことはメリットも多くあると

考えられると言えそうです。 

なお、一時利用と就労アセスメントの関係については、本章のコラム「一般就労中

における就労系障害福祉サービスの一時利用と就労アセスメント」でも、扱っている

のでご一読ください。 

 

5.3.  一時利用の不適切な使い方について 

一時利用について、本制度が想定していたものと異なる使い方をされる可能性が考

えられます。制度は工夫して使うという面はありますが、本制度の根底にある理念で

ある、障害者の一般就労を支援するという趣旨からはそぐわない使い方になってしま

うと、本末転倒でしょう。本手引きで、すべての不適切な使い方を示すことはできま

せんが、想定されるケースについて若干の解説をしておきたいと思います。 

 

5.3.1. どんな状況・場合でも一時利用を使おうとする 

一般就労中における就労系障害福祉サービス事業所の一時利用は、就労系障害福祉

サービス事業所を活用することで、これまでなかなか一般就労や復職につながらなか

った人たちに道を拓くために設置されたという側面があります。そうしたことを考慮

せず、どんな場合でも一時利用を経由させるとなってしまうと、一時利用という制度

が就職のためのハードルとなってしまいます。例えば、トライアル雇用制度、就職前

の実習による支援の実施も選択肢として考えられるにもかかわらず、一時利用だけを

選択肢として利用者に示すのは問題でしょう。障害者本人や企業等と相談しながら、

目標達成や課題改善に対して、より高い効果の見込める支援方法を検討することが望

ましいと考えられます。 
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5.3.2. 退職勧告のために一時利用（復職支援型）を使用する 

復職支援型の活用に際して、企業側の本心として「復職が困難な人については一時

利用を使用してもらい、退職させるための足掛かりとしよう」と考えているというケ

ースも考えられるかもしれません。もしそうであれば、それは退職勧告のために一時

利用を使用しているということになり、一時利用の趣旨からすると不適切であると考

えられます。 

企業担当者においては、退職勧告のために一時利用（復職支援型）を使用しないよ

うにすること、また就労系障害福祉サービス事業所や市町村担当者においては、一時

利用開始前に復職に向けて企業の意向を十分に把握しておくことが重要です。 

 

5.4.  おわりに ～理念を踏まえての判断が重要～ 

かつて、一般就労では週 20 時間以上の勤務が難しい場合は、障害者雇用率の対象と

ならず、その基準に達しない障害者についてはなかなか就職が難しいという場合も少

なくありませんでした。また、障害者就労支援・障害者雇用の分野では、職業準備性

がとても重視され、職業準備性が整っていない状態なのであればまだ一般就労を目指

すことは難しいと、判断されてしまうという場合も見受けられました。一時利用と

は、一般就労中における就労系障害福祉サービスについて認めることで、これらの障

壁についての解消を目指し、障害者の一般就労を推し進めようとするものであり、そ

の実践の根底には、ノーマライゼーションやソーシャル・インクルージョン、職業リ

ハビリテーション等の理念・概念があります。一時利用に限らず障害者福祉サービス

の実践において、違和感を覚えた際など、これらの理念・概念に立ち返り、実践の方

向性を確認するということについて、強調しておきたいと思います。 
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コラム４ 一般就労中における就労系障害福祉サービスの一時利用

と就労アセスメント 

 

「就労選択支援」は、令和７年（2025年）10月より開始される予定であり、就労ア

セスメントはこの就労選択支援において、中核的な支援手法として位置づけられてい

ます。 

ところで、若林ら（2023）の全国市区町村を対象とした一般就労中における就労系

障害福祉サービスの一時利用の実態調査結果からは、一時利用を実施する理由や根拠

について明確化することや、またその内容が就労支援の専門職でない市町村の支給決

定を担当する職員でも理解できる形式等で説明してあることの必要性が示唆されてい

ます。さらに、同調査では、調査時点における一時利用の目的に関して、上位の回答

割合があった項目として、「企業等での働き始めに段階的に勤務時間を増やしてい

く」「休職中で復職に向けた支援を行なうため」「一般就労が短時間の隔日勤務など

のため、生活スケジュールを崩さないようにするため就労系障害福祉サービスも利

用」等が挙げられます。つまり、これらの回答に応じた一時利用を用いた支援が望ま

れていると理解できるでしょう。そして、これらのことを目的とした支援を提供する

上では、支援を的確に実施するための就労アセスメント、また、この支援の効果を確

認していくためのアセスメントを用いて自らの支援を評価することが必要になると考

えられます。 

一時利用において、就労アセスメントは、上記の実態状況にみられる課題を補う可

能性があると考えられます。つまり、就労アセスメントを用いるメリットとして、長

期的な支援計画に基づく支援を提供するための基盤となること、また、関係機関との

連携を促進するためのツールとなることが挙げられます。 

就労アセスメントを単なる情報収集として捉えてしまうと、いわゆる「できる」

「できない」の判断をするための手段に陥ってしまう可能性がありますが、単なる情

報収集のための手段ではなく、支援指針の検討、個別性に応じた支援の提供、利用者

との協働等の支援につなげていくことができると考えることで、例えば、「復職時に

職場でどのような配慮が必要か？」または「訓練を通じてどのようなスキルを身に着

けたいか？」、「どのような生活状態であり、それがどのように現在の状態に影響し

ているのか？」、「どんな職務や環境設定が自分にあった働き方か？」などの支援に

つながる問いを得ることができるはずです。この種の問いかけから支援が開始されて
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いくことで、次のステップに向けての変化を前提とした支援を提供することができる

と考えられます。 

次に就労アセスメントは関係機関との連携におけるツールとなります。就労アセス

メントで得られた結果は、関係機関との連携においても役立つのです。就労アセスメ

ントで得られた結果は、単なる情報として活用されるのではなく、支援者が得られた

情報を解釈して実践の中で支援計画として活用される必要があります。支援計画と

は、柔軟な支援を行うためのコミュニケーションをするための基盤でもあるのです。

支援計画により、例えば「私たちの機関は、支援目標のこの項目について支援を行う

ので、こちらの項目については職場で支援してほしい」とか、「いつまで一時利用を

し、どのようなステップで進めていくのか」など、一時利用の活用を判断する自治体

も含めた関係者が支援の見通しを得て、それぞれが支援できることと支援できないこ

とを明らかにして役割分担を検討していくことにつながり、より的確かつ柔軟な判断

が可能となるのです。 

そして、このような連携の成功経験が地域における多くの関係機関の連携を更に促

進することになるでしょう。就労アセスメントは、連携におけるツールとなると考え

られるのです。このように考えていくと、一時利用を実施する場合、就労アセスメン

トを的確に実施することは非常に重要ではないではないでしょうか。 
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（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 6年 4月 24日
厚生労働大臣

=纏
:曜:嘔薬 !語食品衛4切彩菩染昆)に 殿

4襲 蝶 健:翡料 学 霧 斜

機関名 国立大学法人筑波大学

所属研究機関長 職 名 学長

氏 名 永田 恭介

次の職員の令和 5年度厚生労働科学研究費 (障害者政策総合研究事業)の調査研究における、倫理審査状況

及び利益相反等の管理については以下のとおりです。

1.研究事業名   令和 5年度厚生労働科学研究費補 金 (障害者政策総合研究事業 )

2.研究課題名 企業等で雇用されている間における就労継続支援等の適正な実施プロセスについての研究

(22GC1018)

3.研究者名  (所属部署・職名)人間系・教授

(氏名 。フリガナ) 人重田 淳  (ヤエダ ジュン)

4.倫理審査の状況

(※ 1)当 該研究者が当該研究を るに当たり き 関する

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他 (特記事項 )

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。

(※ 3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること,

5。 厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

んでいる 」にチェ ッ

「́人、を対

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)該 当性の有無

有  無 審査済み   審査 した機関 未審査 (※ 2)

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針 (※ 3)

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■

□

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               )

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

6.利益相反の管理

該当する□にチェックを入れること。

分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無の場合は委託先機関

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 無 ■ (有の場合はその内容

(留意事項 )



令 和 6年 3月 12日
厚生労働大臣

=1揮
腱襲 夢課程鮮品衛4Jり:距鼎尋卜 殿

製 薬 蝶 健 翡 料 引 嚇 諄

機関名 国立大学法人 秋 田大学

所属研究機関長 職 名 学長

氏 名  山本  文雄

次の職員の令和 5年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

1.研究事業名 厚 牛 労働 科 学 ;研究 金 (障害者政策総合研 究事業 )

2.研究課題名 企業等で雇用 されている間における就 等の適正な実施プロセスについての研究

(22GC1018)

3.研究者名 (所属部署・職名 )教育文イヒ学部・教授

(氏名・ フ リガナ)前原 和明 (マエバ ラ ズアキ )

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査 した機関 未審査 (※ 2)

人を対象 とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針 ()(3)

□   ■

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :             ) □   ■

4.倫理審査の状況

(※ 1)当 該研究者が当該研究を実施するに当た り べ́き る 貝 が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること

その他 (特記事項 )

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること,

(※ 3)廃止前の 「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること,

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 日  未受講 □

6.利益相反の管理

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無 の場合は委託先機関

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 無 ■ (有 の場合はその内容

、ヽ

□

□



 
 

令和６年 ３ 月 31 日 
厚生労働大臣                                         

  （国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                      
                                           
                              機関名 高松大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  佃 昌道       
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につ

いては以下のとおりです。 

１．研究事業名  障害者政策総合研究事業                                       

２．研究課題名  企業等で雇用されている間における就労継続支援等の適正な実施プロセスについての

研究                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 発達科学部子ども発達学科・教授                                 

    （氏名・フリガナ） 山口明乙香・ヤマグチアスカ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する

倫理指針（※3） 

 ■   □ ■ 高松大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実

験等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入するこ

と 

（指針の名

称：                   ） 

 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェ

ックし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査の場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■    未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

            ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 
 
 
 
 



令和 6年 5月 31日
厚生労働大臣

殿

機関名  筑波技術大学

所属研究機関長 職 名  学長

氏 名  石原 保志

障害者政策総合研究事業1.研究事業名

2.研究課題名

3.研究者名

企業等で雇用 されている間における 援等の適正なプロセスについての研究

(所属部署・ 職名 ) 障害者 高 ンター・助教

(氏名 リガ ナ。フ ) 後藤  由糸F子・ ゴ トウ ユキコ

該 当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1,

審査済み   審査 した機関 未審査 (※ 2)

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

才旨金十(※ 3)

筑波技術大学

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針

その他、該当す る倫理指針があれば記人すること

(指針の名称 :               ) □

4.倫理審査の状況

※ 1) が 当 を るに当たり連守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし ‐部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること,

その他 (特記事項 )

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること
=

(※ 3)廃 止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝了解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

6.利益相反の管理

・該当する□にチェックを入れること,

・分担研究者の所属する機関の長も作成することこ

当研究機関におけるC01の 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無|□ (無の場合は委託先機関

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ t無 の場合はその理由

当研究に係るCOlに ついての指導・管理の有無 有 □ 無 ■ (有の場合はその内容

(留意事項 )

次の職員の令和 5年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

ヽ _

■ □



令和 6年   3月  15日
厚生労働大臣
(目■華業 i髪糞品緯饉勇形む弄長)殿
に隣碧柴嘔療料学院長 )

機関名 埼玉県立大学

所属研究機関長 職 名 学長

氏 名 星 文彦

次の職員の令和 5年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりですc

1.研究事業名 障害者政策総合研究事業

2.研究課題名 企業笠К雇星されKL登固|二墜1主 全就差継泣::立:援笠の適正な実施プロセスについての研究

3.研究者名 (所属部署・職名) 社会福祉子 ども学科 助教

(氏名 。フ リガナ) 富 田 文子 (ト ミタ フ ミコ)

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査 した機関 未審査 (※ 2)

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

1旨針 (※ 3)

□

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               ) □

4.倫理審査の状況

※ 当 当 を実施するに当た り遵守すべき る んでいる場合は、
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること.

その他 (特記事項 )

(※2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

6.利益相反の管理

該当する□にチェックを入れること。

分担研究者の所属する機関の長 1)作成すること、

にチ ェ ッ

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無 の場合はその理由

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 口 (無 の場合は委託先機関

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 無 ■ (有の場合はその内容

(留意事項 )

ヽ
ヽ_

ヽ

□ ■

有 ■ 無 □ (無 の場合はその理由:



令和6年 3月 14日

厚生労働大臣
に基申諺部詢筆膨軽」弗究所長)殿
纏聴課柴纏療科学院長 )

機関名 上智大学

所属研究機関長 職 名 学長

氏 名 嘩道 佳明

次の職員の令和 5年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

1.研究事業名 障害者政策総合研究事業

2.研究課題名 企圭釜K:屋Д量望区:■_ビ墨塾壺塾左禦襲差継燈重援:釜:£曇璽:ヱ:重塾堕生:」奎」豊2堕:■12亜窒:

3.研究者名

(氏名・ フリガナ)永野 仁美・ナガノ ヒ ト

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査 した機関
未審査 (※

2)

人を対象 とする生命科学 。医学系研究に関する倫

理指針 (※ 3)

□

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               )

4.倫理審査の状況

(※ 1)当 該研究者が当該研究を実施するに当たり ´ ミ る んでいる にチェッは 、

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」|こチェックすること。

その他 (特記事項 )

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※ 3)廃 |li前 の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項日に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講■  未受講 □

6.利益相反の管理

・該当する□にチェックを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること,

当研究機関におけるCOIの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無 の場合はその理由

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無‐□ (無 の場合は委託先機関

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ (無 の場合はその理由

当研究に係 るCOIに ついての指導 。管理の有無 有 □ 無 ■ (有の場合はその内容

(留意事項)

(所属部署・職名)法学部国際関係法学科・教授

t

ヒ

□

□

□

□



厚生労働大臣
―く目 立長 票錦 会1早1衛生琴F究所長トー殿
鶉 肇 塁漸黎 怪 恭 鮮 諄 議 井

機関名

所属研究機関長 職 名

氏 名

令和 6年 5月 31日

国立大学法人福島大学

学長

三浦 浩喜

次の職員の令和 5年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとお りです。

1.研究事業名   障害者政策総合研究事業

2.研究課題名 企業等で雇用されている間における就労継続支援等の適正な実施プロセスについての研究

3.研究者名  (所属部署・職名) 行政政策学類・准教授

t (氏名 リガす) 長谷川珠子・ フ ・ハセガワタマ コ

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

審査済み   審査 した機関 未審杏 (※ 2)

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指 針 (※ 3)

高松大学

福島大学 (迅速審査 )

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               ) □   ■

4.倫理審査の状況

(※ 1)当 該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他 (特記事項 )

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※ 3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指£|」 に準拠する場合は、当該項日1こ記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

6.利益相反の管理

・該当する□にチェックを入れ′ること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 口 (無の場合は委託先機関

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由

当研究に係るC01に ついての指導・管理の有無 有 □ 無‐■ (有の場合はその内容

(留意事項)

ヽ_

■

□

□



令和06年03月 04日

厚生労働大臣
■畢墓磨馨鞠等辞調碧噂畢張■
事目墓保鍵長療丼学碗長■

殿

機関名 国際医療福祉大学

所属研究機関長 職 名 学長

氏 名 鈴木 康裕

次の職員の (元号)年 度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理に

ついては以下のとおりです。

1.研究事業名

2.研究課題名

3.研究者名

令和 5年度厚生労働科学研究費補助金事業 (障害者政策総合研究事業)

企業隻
=【

二 日l盪■三【」生こと固上三上型」■ttL差継」立重援笠f⊇血 I菫塑艶 二∠L里_セ 不についての研究

(所属部署・職名 )保健 医 講 師

(氏名・ フリガナ)野崎智仁 。ノザキ トモ ヒ

4.倫理審査の状況

(※ 1)当 該研究者が当該研究を る に べ き に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」(こ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること.

その他 (特記事項 )

(※2)未審査に場合は、その理由を記載すること́

(※3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、
象とする医学系研究に関する倫理指針」 |こ 準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

り エ ツ

「人を対

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 〔※1)

審査済み   審査 した機関 未審査 (※ 2)

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

才旨釜十(※ 3)

高松大学 □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               )

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

6.利益相反の管理

・該当する□にチェックを入れること。
・分担研究者の所属する機関の長も作成すること、

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無 の場合はその理由

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無 の場合は委託先機関

当研究に係るCO IIこついての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ (無の場合はその理由

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 無 ■ (有の場合はその内容

(留意事項)

t

■ □

□



令和6年 3月  13日
厚生労働大臣
(国立医薬品食品衛生研究所長)殿
(国立保健医療科学院長)

機関名  横浜国立大学

所属研究機関長 職 名  学長

氏 名 梅原 出

次の職員の令和 5年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。

1.研究事業名 障害者政策総合研究事業

2.研究課題名 企業等で雇用されている間における就労継続支援等の適正な実施プロセスについての研究

(所属部署 。職名)     国際社会科学研究院・教授3.研究者名

(氏名 1)ガナ) 石峙 由希子・イシザキ ユキコ。フ

4.倫理審査の状況

※ 1 を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の でいる 審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他 (特記事項)

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。

(※ 3)廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5。 厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

「人を対

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)

未審査 (※ 2)

人を対象とする生命科学。医学系研究に関する倫理

指針 (※ 3〉

□

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 :               ) □   ■ □

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

6.利益相反の管理

・該当する□にチェックを入れること。

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □(無の場合はその理由

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無‐□ (無の場合は委託先機関

有 ■ 無 □ (無の場合はその理由

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 無 ■ (有の場合はその内容

(留意事項 )

t

_ヽ

審査済み   審査した機関

当研究に係るCOIに ついての報告 。審査の有無



ハ
不Π6年4月 30日

厚生労働大臣

=甚
甚中三梨 器会品衛4刃彩事鼎曜卜 殿

製 薬 ]保畑 藝 詰 学 辮 斜
機関名 公立大学法人長野大学

所属研究機関長 職 名 学長

氏 名 小林 淳一

次の職員の令和 5年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとお りですc

1.研究事業名

2.研究課題名

令和 5年度厚生労働科学研究 金 (障害者政策総合研究事業)

企業等で雇用 されている間における就労継続支援等の適切な実施プロセスについての研究

(22GC1018)

3.研究者名 (所属部 署 ・職嘉 ) ・准教授

(氏名 ・ フ リガ ナ )廊 津  博康  (シオツ ヒロヤス)

4.倫理審査の状況

(※ 1)当 該研究者が当該研究を実施するに り べ き こ関する倫理委員会の審査が済んでいる み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」|こ チェックする二とで

その他 (特記事項 )

(※ 2)未審査に場合は、その理由を記載すること。
(※ 3)廃止前の 「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

6.利益相反の管理

・該当する口にチェックを入れること、

・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)該当性の有無

有  無 審査済み   審査 した機関 未審査 (※ 2)

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

1旨金十(※ 3)

■ 高松大学・高松短期大学

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ■

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 1               )

当研究機関におけるCOIの 管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □ (無 の場合はその理由

当研究機関におけるCOI委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無 の場合は委託先機関

当研究に係るCOIに ついての報告・審査の有無 有 ■ 無 □ (無 の場合はその理由

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 無 ■ (有の場合はその内容

(留意事項 )

ヽ _

ヽ _ヽ

□


